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あらまし：内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材教育プログラムを共同開発．その教育研修の実践と評

価を行っており，本研究はその一環としての取り組みである．本稿では，大阪府において 2019 年度から

実施している府内の自治体職員を対象とした「ＲＥＳＡＳ（地域分析システム）等利活用研修会」に焦点

を当てた報告を行う．  

キーワード：EBPM（根拠に基づく政策立案）, 自治体職員研修, データ活用教育, 人材育成支援 

 

1. はじめに 

内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材教育プロ

グラムを共同開発．その教育研修の実践と評価を筆

者は行っており，その成果を踏まえて産官学金連携

の教育研修プログラムの開発・支援を実施している．  

具体的には，内閣府専門委員として行政職員対象

のデータの利活用に関する研修プログラムを企画，

研修教材を開発．全国各地の自治体で行政職員を対

象に政策立案のためのデータ活用研修の講師を担当

し，研修効果の測定を行い，人材育成プログラムの

開発・支援に努めてきた．また，東京海上日動火災

保険株式会社にて社員研修プログラム「地方創生を

題材にした構想力強化研修」を同社と連携して企画，

研修教材を開発，講師を担当．これまで 5 年間累計

13 回の研修において，教育プログラムの実践と効果

の測定，研修内容の改善を同社と連携して進めてき

た．また，教育機関で学生を対象に年間約 1,000 人，

過去6 年間で累計約6,000 人を対象にデータ活用教

育を実施．その効果測定を行い，研究成果をまとめ

てきた． 

東京一極集中を是正し，日本全体の活力を上げる

ことを目的とした政策である地方創生の取り組みは，

2020 年度に第二期を迎えている。取り組みの推進に

あたり，国は地方公共団体に対して，情報面・人材

面・財政面からの多様な支援を実施している． 

政府が提供し，地方自治体や企業等において活用

が行われている RESAS（地域経済分析システム）は，

地方へ情報支援，人材支援，財政支援を行う地方創

生版・三本の矢の一つとして，情報支援を担う重要

なシステムである． 

今般，地方創生の実現に向けて地域課題の解決に

際して自治体職員自らが政策課題を発見・解決する

政策形成能力の向上・育成が急務となっており，特

に，自治体職員に対する実践的な EBPM（Evidence-

Based Policy Making：エビデンスに基づく政策立案）

政策形成の研修の重要性が高まっている． 

EBPM では，政策目標を明確に設定し，データ等

を活用して，その政策効果を測定・検証し，改善へ

と繋げることになる．その際に，政策実施に必要な

投入資源から政策効果までの因果関係を論理的に整

理して表現するロジックモデルが有用である． 

筆者は，内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材

教育プログラムを共同開発．その教育研修の実践と

評価を行っており，その成果を論文として発表して

きた．また，内閣府専門委員として，自治体で行政

職員対象の地域データ活用研修をこれまで全国各地

で実施してきた． 

具体的には，データ利用状況やニーズを踏まえて

行政職員対象の研修プログラムを企画、研修教材を

開発．政策立案に活かすデータ研修の講師を担当し，

研修効果の測定を行い，地域人材育成プログラムの

改善に努めてきた． 

上記の研究活動を通して，地域活性化や地域課題

の解決のために、①地域で必要とされる データ活用

人材の資質と育成のための教育プログラムの内容を

明確化し，②地域課題の解決や地域活性化に取り組

むことができる実践的な教育研修プログラムの構築

と教材開発を行い，③地域において共通して利用可

能なカリキュラムとして体系化し，自治体の行政職

員研修、企業団体の人材教育研修、教育機関の教職

員研修・授業として提供を行っている． 

本稿は，EBPM の視点を踏まえた自治体の現状に

即した理念や教材・プログラムを念頭に，大阪府に

おいて 2019 年，2020 年，2021 年の 3 年間を通して

実施している府内の自治体職員を対象とした

RESAS 利活用研修を取りまとめたものである． 

具体的には，RESAS および e-Stat 等の統計データ

を利用し，自治体職員の日常の職務と接続したロジ

ックモデルを活用した実践的な研修モデルを試行・

提起している． 

RESAS 利活用研修実施にあたり，受講者を対象と

した質問紙調査を行っている．本調査は，行政にお
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ける RESAS および e-Stat 等の各種統計データ利活

用の推進遂行のため，受講者の職場や受講者自身の

データ利活用の現状および課題を明らかにすること

を主たる目的としている．調査内容については次の

通りである． 

 

2. 調査結果 
 

調査票の概要は，以下の通りである． 

① 職場におけるデータ利活用の現状、職場に

おけるデータ利活用の課題、①受講者自身のデータ

利活用の現状、受講者自身のデータ利活用の課題に

関する一般質問項目 

② 個人の基本属性、データ利活用等に関する

基本的属性項目 

【 調査方法 】 

2020 年 9 月 29 日に実施された大阪府 RESAS 研

修会の開催を踏まえ，研修開始以前の時点で研修を

受講予定である全員を対象として質問紙調査を行っ

た．調査期間は 2020 年 9 月 14 日から 9 月 29 日ま

での 16 日間で，回収率は 88.5％である． 

【 調査対象 】 

大阪府内の自治体職員 26 名（20 代から 60 代） 

 調査結果の主な概要は以下の通りである． 

はじめに，受講者の所属する部署におけるデータ

の利活用に関する活動の程度について『方針』，『体

制』，『人材』，『効果』の 4 つの視点から「全くそう

思わない」「そう思わない」「どちらともいえない」

「そう思う」「強くそう思う」の 5 段階で尋ねた．『方

針』，『体制』，『人材』の視点については，「そう思わ

ない」が最も多い割合を占め，『効果』の視点につい

ては「どちらともいえない」が最も多い結果が得ら

れた． 

受講者の所属する部署においてデータ利活用を行

うにあたり，課題に感じていることについての設問

の回答については，「データの分析方法の知識が不足

している」が最も高く，全体の 10％以上を占めてい

る．以下，「データから有用な知見を引き出せていな

い」（8.1％），「どのような事業や課題に関してデータ

の利活用を行えばよいか明確になっていない」

（7.6％），「データから得た知見を実践に移せるほど

十分に体系化できていない」（7.6％）と続いており，

データ分析の方法や有用な知見の導出方法および実

務への活用方法等が課題として挙げられている． 

今回の研修を受ける以前の RESAS の利用状況に

ついて尋ねたところ，受講者の約 80％が「利用した

ことはない」と回答している． 

地域を活性化したり，地域課題を解決したりする

うえで地域の現状を統計的なデータで把握すること

の重要性の認識については，「非常に重要だと思う」

との回答が全体の 69.6％を占めて最も高い割合を占

めており，「重要だと思う」の 30.4％と合わせると，

すべての受講者が地域の現状を統計的なデータで把

握することの重要性を認識していることが示された． 

“ ビッグデータ”という言葉に対するイメージに

ついては，全体では，「役に立つ」が 32.7％と最も高

く，以下，「難しい」（28.8％）、「新しい」（15.4％）

と続いている．同様に，“ データ分析”という言葉

に対しては，全体では，「難しい」「役に立つ」がと

もに 33.3％と最も高い割合を示しており，次いで，

「楽しい」「誠実」（ともに 7.8％）となっている． 

調査結果から，地域を活性化したり，地域課題を

解決したりするうえで地域の現状を統計的なデータ

で把握することの重要性を認識し，“ ビッグデータ”

や“ データ分析”が役立つと感じる一方で、こうし

たデータを活用したり，実際にデータ分析を行うこ

とは難しいと感じている受講生が少なからず存在し

ていることがうかがえる． 

 

3．今後の課題 
 

内閣官房及び内閣府と実践的な地域人材教育プロ

グラムを共同開発．その成果を踏まえて教育研修プ

ログラムの開発支援を実施している． 

具体的には，内閣府専門委員として行政職員対象

のデータの利活用に関する研修プログラムを企画，

研修教材を開発．全国各地の自治体で行政職員を対

象に政策立案のためのデータ活用研修の講師を担当

し，研修効果の測定を行い，地域人材育成プログラ

ムの開発・支援に努めてきた． 

今後，地方創生の実現に向けて地域活性化や地域

課題の解決に向けた自治体職員の政策形成能力の向

上・育成に資する実践的な地域人材育成プログラム

の開発・支援を継続したいと考えている． 
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In recent years, the extension of healthy life expectancy has been emphasized, and the prevention 

of lifestyle-related diseases from the young generation is important. In this study, we developed a 

chatbot tool for university students using LINE, which is usually used by students, to promote the 

establishment of lifestyle habits. In addition, we linked the tool to ASUMILE, the Osaka 

Prefectural Health and Activity Application, for continuous health management. As a result of the 

intervention experiment, the input rate of ASUMILE increased significantly, suggesting the 

effectiveness of the developed tool, although it did not lead to habit improvement.  

キーワード: 健康寿命，生活習慣病，アスマイル，大学生，LINE，チャットボット 

1. はじめに 

21 世紀における第 2 次国民健康づくり運動（健康

日本 21（第 2 次））(1)の目標として，生活習慣病予防

による健康寿命の延伸が掲げられている．厚生労働省

によれば，生活習慣病とは「生活習慣が原因で起こる

疾患の総称．重篤な疾患の要因となる．」と定義(2)さ

れており，平成 29 年度は，全国の生活習慣病患者が

1780 万人以上となっている(3)．生活習慣病の予防方

法として，睡眠，食事，運動，たばこ，飲酒対策(4)な

どが重要であり，各自治体での取組みが実施されてい

る． 

睡眠と朝食の習慣についてみると，睡眠時間が「7

時間未満」66.8%（厚生労働省の健康実態調査 (5)），

「朝食を毎日食べる」83.7%（農林水産省(6)）となっ

ている．大学生の生活習慣に関する調査では，睡眠時

間は「7 時間未満」91% (7)，さらに，平日の睡眠時間

の平均が「6時間 6分(8)」となっている．「朝食を毎日

食べる」は 62.4%(9)，両者ともに全世代に比べ低い状

況にある． 

青年期から自らの健康について考えることは重要で

ある一方で(10)，大学での定期健診では生活習慣病の

指標となる血圧や尿検査は省略されていることが多く，

生活習慣を見直し定着させるための機会が少ない．こ

れらより生活習慣病予防による健康寿命の延伸を図る

ためには，大学生に対する規則的な生活習慣の見直し，

定着への支援が必要である． 

大阪府では，府民に対し健活アプリ（以下アスマイ

JSiSE Research Report 
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ル） (11)を提供し，約 27 万 5 千人が登録している

（2022 年 2 月 16 日現在）．このアプリでは，歩数計

測，健康情報の提供やイベント情報の提供を行い，健

康情報の既読，イベント参加だけでなく，毎日の健康

記録 6 項目（体重，睡眠時間，血圧，脈拍，歯みがき，

朝食）の入力などを各ポイント化し，そのポイントに

応じた府内・市町村内でのランキング表示や，くじに

よるインセンティブが付与される．現在，健康管理ア

プリは多数存在するが，アスマイルのような生活習慣

を包括的に管理できるものは数少ない． 

一方で，このようなインセンティブが，アプリの継

続利用に効果的とは限らず，アプリをインストールし

ていても使っていない「非アクティブ層」の存在が課

題である．また大阪府の調査(12)では，毎月最低1回以

上アプリを使用する「アクティブ率」は 20 代におい

て 20%程度であり，特に若者を中心にアプリの継続

利用には課題がある． 

これらより，生活習慣病になる前の若い世代（大学

生）にアスマイルが継続活用され，健康行動変容に結

び付けられると，生活習慣病予防効果の向上が期待で

きるのではないかと考える．また，アスマイルの継続

活用においては，行動変容が個人ではなく，グループ

ワークが効果的である(13)ことから，多くの大学生が

利用し(回)，グループでの会話が可能なLINEとの組み

合わせが有効と考える． 

2. 目的 

本研究では，青年期からの良い生活習慣づけのため

に，大学生を対象とし，体重，睡眠，血圧，脈拍，歯

磨き，朝食の記録ができるアスマイルと組み合わせる

ために，継続使用を目指した LINE チャットボットシ

ステムを開発する．さらに，介入実験からアスマイル

の継続使用や生活習慣改善への有効性について評価・

検証を行う． 

3. 開発したチャットボットシステム 

3.1 チャットボットシステムの概要 

システムは，図 1 に示すように，LINE チャットボ

ットとアスマイルを組み合わせて開発する．LINE チ

ャットボットとは，LINE 株式会社の「Messaging 

API」を利用し，LINE アプリ内でユーザーの送信内

容に応じた自動返信が可能なロボットである． 

本チャットボットシステムの開発環境は Google の

「Google Apps Script（GAS）」，プログラミング言

語は JavaScript を使用した．開発したチャットボッ

トは，個人ではなくペアワークで行いユーザーらがア

スマイルへの入力を継続できるように設計している．  

 

図 1 開発したシステムの概要 

図 2  システムの開発環境と構成 

3.2 実装内容 

図 3 に示すように，開発したシステムは，ペア

の LINE 上での会話に，チャットボット（健康管

理 bot ちゃん）が参加する形とし，ペア両者が回答

するとチャットボットが反応するように設計した． 

図 3 システムのイメージ図 

図 4 にシステムのフロー図を示す．毎日の生活

習慣改善ワークにおいて，未達成の目標がある場合

は，LINE チャットボットによる目標設定と目標確

認を行う．両者が目標達成した場合のみ次に進み，

そうでない場合は達成するまで繰り返す．図 5 に

は，実際のチャットボットでの会話の流れを示す．

LINE チャットボットが，毎朝 8:00 にアスマイル
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に関するペアの目標設定を行い（図 5 左），同日

21:00 に目標確認を行うメッセージを送信する（図

5 右）．目標設定は，表１のようにログインするこ

とからはじめ，入力項目を増やしていくことで難易

度を徐々に高くする．図 6 はアスマイルの入力手

順例について示した． 

具体的なチャットボットのメッセージは 3 パタ

ーンあり，「昨日は 2 人とも達成でした．今日もこ

の調子で頑張りましょう」「昨日は達成できません

でした．今日は達成できるように頑張りましょう．

でも無理はしないようにしましょうね」「昨日は 2

人未記入でした．記入を忘れないようにしましょ

う」と送信するようにした． 

図 4  システムのフロー 

 

  

図 5  会話例 

 

 

図 6 アスマイルの入力手順例 

 

表 1 目標設定 

難易度 レベル アスマイルの活用例 最短達成日数 

易 １ ログイン 1 

 2 項目入力 1 

3 項目入力（5 日） 5 

4 全項目入力 1 

難 5 全項目入力（5 日） 5 

4. 研究方法 

4.1 実験概要 

本研究は，大阪府立大学人間社会システム科学研究

科研究倫理委員会の承認を得て行った．実験手順は，

以下，Ⅰ~Ⅳの 4 段階とした（図 7）．なお，行動習慣

の変容には最低でも 1 か月かかること(15)から，実験

期間は 6 週間とした． 

Ⅰ．ペア間で LINE交換，チャットボットの友達追加．

Ⅱ．事前アンケート：生活習慣（朝食と睡眠）の状況． 

Ⅲ．チャットボットシステムの活用（介入）：2 週間

のLINE チャットボットによるペアワークとその前後

各 2 週間のアスマイルの個人（プレとポスト）ワーク

を実施． 

Ⅳ．事後アンケート：生活習慣の状況，チャットボッ

トシステム・アスマイルの使用感． 

図 7 実験手順 

 

 Ⅰ：事前準備 Ⅱ：事前アンケート Ⅲ：チャットボットシステムの活用 Ⅳ：事後アンケート

2週間

Ⅲ-1：アスマイルの

個人ワーク（プレ）

Ⅲ-2：チャットボット

によるペアワーク

Ⅲ-3：アスマイルの個

人ワーク（ポスト）

2週間 2週間
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4.2 評価指標 

本研究では，開発したチャットボットシステムの介

入が，①アスマイルの入力継続へ有用であるか，②大

学生に課題のある生活習慣（朝食と睡眠）の改善を検

証するため，以下の方法で評価した． 

4.2.1 アスマイルの継続使用への有効性 

実験期間内のアスマイルへの入力状況を分析し対応

のある t 検定を行った（p<0.05）．また，チャットボ

ットシステムやアスマイルの使用感について，事後ア

ンケートで聞いた． 

4.2.2 生活習慣（朝食と睡眠）の改善 

Google フォームを用いた事前・事後アンケートか

ら，チャットボットシステムの生活習慣改善（4 件法）

に対する効果について，対応のある t 検定を行った

（p<0.05）． 

4.3 対象者 

本実験は，授業内や連絡ツールを用いた募集によっ

て参加の同意を得た 2名 1 組の大学生とし，男性 5 組

10 名，女性 1 組 2 名，計 6 組 12 名を対象とした．表

2 にアスマイルの利用歴と大阪府民であるかどうかな

どの，対象者の属性を示す．実験期間は 2021年 11月

22 日から 2022 年 1 月 4 日までである． 

 

表 2  対象者の属性(N=12) 

 

5. 結果 

5.1 アスマイルの継続使用への有効性 

5.1.1 アスマイルの入力状況 

図 8，9，10 はアスマイルの 2 週間の入力状況を，

本システム介入前（α），介入時（β），介入後（γ）

にわけて示す． 

図 8 は入力項目の有無を 1 日あたり最大 1回として

カウントした結果であり，最大値は 14 回（1 回×14

日）である．各時期の平均は，それぞれαは 4.4 回，

βは 7.1 回，γは 1.1 回で，つまり，介入時は介入前

より平均 2.7 回上昇していた．対応のある t 検定を行

った結果，p値は 0.04（p<0.05）で有意に上昇してい

た．個別に見ると，介入前より回数が上昇したのは 9

名，減少したのは 3 名であり，両者とも入力率が上昇

したペアは A，C，E であった．全体的に介入後は，

介入前，介入時よりも減少していた． 

図 9 は入力項目（1 日あたり最大 6 項目）につきカ

ウントした結果であり，最大値は 84 項目（6 項目×

14 日）である．各時期の平均は，それぞれαは 14.3

項目，βは 17.2 項目，γは 3.4 項目で，つまり，介

入時は介入前より平均 2.9 項目上昇していた．しかし，

対応のある t 検定を行った結果，p 値は 0.28（p >= 

0.05）であり，有意な上昇とは認められなかった．個

別に見ると，上昇したのは 9 名，減少したのは 3名で

あり，両者とも入力率が上昇したペアは A，C，E で

あった．介入後は，介入前，介入時よりも全体的に減

少していた． 

図 10 は，項目ごとの入力回数を示したものであり，

最大値は 168 回（1 回×12 名×14 日）である． 

・体重：α28 回，β18 回，γ4 回 

・睡眠：α38 回，β43 回，γ5 回 

・血圧：α10 回，β16 回，γ5 回 

・脈拍：α8 回，β13 回，γ4 回 

・歯磨き：α43 回，β50 回，γ11 回 

・朝食：α44 回，β66 回，γ12 回 

入力回数が介入時に最も上昇したのは朝食であり，

最も低かったのが血圧，脈拍であった．介入後は，介

入前，介入時よりも全体的に減少していた． 

 

 

ID 性別 年齢 利用歴 大阪府民 

A1 男性 25 あり 〇 

A2 男性 21 なし × 

B1 男性 22 なし × 

B2 男性 22 なし × 

C1 男性 21 なし 〇 

C2 男性 21 なし 〇 

D1 男性 20 なし 〇 

D2 男性 21 なし 〇 

E1 男性 21 なし × 

E2 男性 22 なし 〇 

F1 女性 22 なし × 

F2 女性 22 なし × 
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図 8 入力状況（項目入力）（各 14 回） 

図 9 入力状況（全項目入力）（各 84 項目） 

図 10 項目ごとの入力回数(各 168 回) 

5.1.2 チャットボットシステムについて 

チャットボットシステムに関する事後アンケート結

果（4 件法）を表 3 に示す．生活習慣改善への期待の

平均値は 2.25，送信時間の適切さは 3.25，使用の快

適性は 3.34 であった． 

 

表 3 事後アンケート（4 件法，N=12） 

表 4 にチャットボットに関するの自由記述を示す．

送信時間の適切さにおいて，「朝起きて，連絡を確認

する時間帯やお風呂に入る時間帯にマッチしていた」

「朝に指示が送られ，忘れたころに再通知が来る」

「回答忘れがないように配慮されていた」との肯定的

な意見があった．一方で，「21:00 にまだご飯を食べ

ていないため，人によって催促の時間を変えると良い

かも知れない」といった改善点も挙げられた．使用の

快適性においては，「（チャットボットは）気遣いのあ

る喋り方だった」「それほど通知も多くなく，必要最

低限だった」との肯定的な意見が見られた．一方で，

「達成に必要な項目数が 1 項目から全項目にレベルア

ップした点が気になった」との目標設定に対する意見

も見られた．この点については，改善点にも挙げられ

ていた． 

表 4 チャットボットに関する自由記述（N=12） 

質問項目 回答内容 回答者 

メッセージの送信

時間（8:00，

21:00）について 

21 時にまだご飯を食べていな

いため．人によって催促の時間

を変えると良いかも知れない 

B2 

朝に指示が送られ，忘れたころ

に再通知が来るから 
D1 

回答忘れがないように配慮され

ていた 
D2 

ストレスを感じなかった E1 

朝起きて，連絡を確認する時間

帯やお風呂に入る時間帯にマッ

チしていたから 

F2 

快適性について 

それほど通知も多くなく，必要

最低限だったから 
D1 

不快感は感じなかったが，メッ

セージを送るタイミングが最初

つかめなかった 

E2 

気遣いのある喋り方だったから F1 

達成に必要な項目数が 1 項目か

ら全項目にレベルアップした点

が気になった 

F2 

本実験で良かったこ

と，改善点について 

チャットボットによるリマイン

ダー機能は効果があったが，目

標設定をもう少し細分化してほ

しい 

A2 

 

 

質問項目 
回答人数（人） 

平均値 
1 2 3 4 

快適性について 1 0 5 6 3.34 

メッセージの送信時間（8:00，

21:00）について 
0 1 7 4 3.25 

システムにより生活習慣改善が

期待できると思いますか 
1 7 4 0 2.25 

0
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介入前（α） 介入時（β） 介入後（γ）

0

10
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40

50

介入前（α） 介入時（β） 介入後（γ）

0
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体重 睡眠 血圧 脈拍 歯磨き 朝食

介入前（α） 介入時（β） 介入後（γ）
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5.1.3 アスマイルについて 

アスマイルについての事後アンケート結果（4 件法）

を表5に示す．使いやすさの平均値は 2.42，健康に繋

がるかは 3.00，継続使用の希望は 2.17 であった． 

 

表 5 事後アンケート（4 件法，N=12） 

 

表 6 にアスマイルに関する自由記述を示す．良かっ

た機能として「歩数がわかる」，「朝食などの記録」な

どが挙げられた．一方で，追加機能として，「大阪府

民以外に対するインセンティブ」「他のアプリとのデ

ータ連携」が挙げられた．「途中で飽きてしまった」

「血圧計がない」といった意見も見られた． 

 

表 6 アスマイルに関する自由記述（N=12） 

質問項目 回答内容 回答者 

良かった機能に

ついて 

歩数がわかる（6 名） 

A1,C1

D1,D2

F1,F2 

朝食などの記録（5 名） 

A1,A2

B1,D1

D2 

ポイントのランキング機能 A1 

インセンティブ機能 D1 

健康コラム機能 D2 

ほしい機能につ

いて 

大阪府民以外に対するインセン

ティブ機能 

A2,B1

B2 

他のアプリとのデータ連携 C2,E1 

ニュース機能 D1 

ポイント総数を見やすくしてほ

しい 
D2 

体重入力の際に身長も毎回入力

する必要があるところを改善し

てほしい 

F2 

本実験で良かっ

たこと，改善点

について 

途中で飽きてしまった B2 

血圧計がない F1 

5.2 生活習慣（朝食と睡眠）の改善 

生活習慣に関するアンケートを 4 件法で実施した結

果を表 7 に示す． 

朝食習慣の回答欄は，週何回摂取するかによって評

価できるよう設定した．平均値は，事前 2.67，事後

2.75 であった．対応のある t 検定を行った結果，p 値

は 0.29（p>=0.05）であった．個別に見ると，改善し

たものは 2名で，変わらなかったものは 9 名，悪化し

たものは 1 名であった．  

睡眠習慣の回答欄は，7~9 時間が最も適切な睡眠時

間とし，長すぎても短すぎても評価が悪くなるよう設

定した．平均値は，事前 3.08，事後 2.75 であった．

対応のある t 検定を行った結果， p 値は 0.052

（p>=0.05）であった．個別に見ると，改善されたも

の 1 名，変わらなかったもの 6名，悪化したもの 5 名

であった．  

 

表 7 生活習慣の事前・事後アンケート結果（N=12） 

（4 行 2 列にして人数を表示） 

質問項目 質問方法 
事前回

答(人) 

平均値

(事前) 

事後回

答(人) 

平均値

(事後) 

朝食習慣

について 

１． 0~1 回/週 3 

2.67 

2 

2.75 
２． 2~3 回/週 2 3 

３． 4~5 回/週 3 3 

４． 6~7 回/週 4 4 

睡眠時間

について 

1．5 時間未満,11

時間以上 
0 

3.08 

0 

2.75 

2．5~6,または

10~11 時間 
3 3 

3．6~7,または

9~10 時間 
5 9 

4．7~9 時間 4 0 

6. 考察 

6.1 アスマイルの継続使用への有効性 

アスマイルの入力状況を見ると，1 項目でも全項目

でも介入前より介入時の方が入力回数が上昇していた

ことから（図 8，9），本チャットボットシステムが項

目記入を促すことに寄与できたのではないかと考える． 

項目別（図 10）では，6項目のうち，朝食，歯磨き

の入力回数が介入時には上昇しており，同様に本チャ

ットボットシステムの有効性が確認された．しかし，

質問項目 
回答人数（人） 

平均値 
1 2 3 4 

使用が健康につながると

思いますか 
0 2 8 2 3.00 

使いやすかったですか 2 5 3 2 2.42 

今後も使用したいと思い

ますか 
3 4 5 0 2.17 
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これら 2 項目については介入前から入力回数が多く，

入力しやすい項目であると言える． 

さらにチャットボットからの送信を 8:00（目標設

定）と 21:00（目標確認）に設定したことは，自由記

述の肯定的な意見から，大学生の生活リズムにあって

いたと考えられる．チャットボットの話し方が良かっ

たという意見については，丁寧語にしたことや，前日

に目標が達成できなくても「昨日は達成できませんで

した．今日は達成できるように頑張りましょう．でも

無理はしないようにしましょうね」と気遣いの声掛け

で反応させたことが影響していると考えられる．送信

回数などが良かった等の肯定的意見については極力操

作を少なくしたことがチャットボットの使いやすさと

なり，アスマイルの入力を促したのではないかと考え

られる．また，参加ペア 6組のうち 3組（A，C，E）

において入力回数が両者とも上昇しているため，ペア

ワークを取り入れたチャットボットシステムの継続使

用への有効性が確認された． 

一方で，アスマイルの目標として設定した全項目入

力（図 9）において，入力項目数の有意な上昇は認め

られなかった．その理由としては，入力に必要な機器

（体重計，血圧計など）がなく，体重，血圧，脈拍の

入力回数が低い事が挙げられる．生活習慣病の予防の

ためには，体重，血圧，脈拍をコントロールすること

が重要であり，アスマイルの使用が健康につながると

答えた対象者も多かったことから，アスマイルのよう

な健康管理アプリの活用促進だけでなく，これら測定

機器の普及が必要である．また，大学構内の移動にナ

ッジ（行動経済学）を活用し行動範囲を拡大させるよ

うな工夫も考えられる．  

アスマイルのインセンティブ機能に関しては，大阪

府民（D1）からは肯定的な意見があったが，大阪府

民ではない対象者（A2,B1,B2）からは府民以外の利

用者にもインセンティブを付与してほしいという希望

があった．自治体健活アプリと大学との連携について

は，自治体の健康促進事業と大学が難しい局面があり

今後の課題と考える．  

生活習慣の行動変容においては，行動変容ステージ

モデル(16)を適応させることができるが，本実験では，

チャットボット介入時（ペアワーク）のアスマイル入

力回数が上昇していることから，アスマイルに無関心

であったものがペアワークを通して関心期，準備期を

経て実行期に移ったと考えられる．しかし，チャット

ボット介入後の入力回数は減少していることから，単

独では続けることができず，維持期へのアプローチが

必要と考えられる． 

6.2 生活習慣（朝食と睡眠）の改善 

生活習慣の事前・事後アンケートより，朝食習慣は

介入前より介入後の平均値は上昇しているが，有意な

上昇は認められなかった．これは，朝食の有無のみを

入力させるため，入力が目的となり，自身の生活習慣

を見直す機会はならなかったことが推測される． 

睡眠習慣においては平均値は減少しており，有意な

減少傾向を示していることから，悪化傾向にあったと

考えられる．睡眠習慣の改善には就寝時間を規則正し

く定めることが有効である(17)ことから，単に就寝時

間と起床時間を記録するアスマイルの使用では，睡眠

習慣は改善されなかったと考える．ただし，実験期間

が年末年始を含んだことから，対象者の睡眠習慣が不

規則になったことも考えられる．これらより，チャッ

トボットシステムに内省を促すような仕掛けが必要と

考えられる． 

7. おわりに 

今回は，大学生の生活習慣改善を目的として，アス

マイルと LINEを組み合わせた LINEチャットボット

システムを開発した．介入実験を行い，生活習慣改善

までは至らなかったが，継続使用への有効性が示唆さ

れた．今後，大学生の生活習慣を改善するために，内

省を促す仕掛けや，活動量計などの活用して自動入力

させる，ナッジなど行動経済学に基づいたシステムを

検討したい． 
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子ども対象の地域活動における 

学修フィードバックシステムの開発と評価 

河野 義広*1 

*1 東京情報大学 

Development and Evaluation of a Learning Feedback System 

in Community Activity for Children 

Yoshihiro KAWANO*1 

*1 Tokyo University of Information Sciences 

2020 年以降，オンライン化が推進され対面での学校行事や地域活動は制限された．本研究では，オンラ

インと対面の参加者が連携する子ども向け地域活動を企画し，活動時に収集した学修データに基づくフ

ィードバックシステムを開発した．具体的には，学修データに基づくクラスタリング結果をバートルテ

ストの分類結果と紐付けたリフレクション支援による参加者の次の行動に対する影響を調査した． 

キーワード: 地域活動, フィードバックシステム, バートルテスト，リフレクション支援 

1. はじめに 

2020 年以降の子ども達の学びの環境は，COVID-19

の世界的な大流行によりオンライン化へと変革を余儀

なくされた．多くの学校でオンライン授業，オンライ

ン PBL（Project Based Learning），アクティブ・ラー

ニング，学習ポートフォリオなど，ICT を活用した学

習活動が推進された． 

日本では，2020 年 4 月から小学校でのプログラミ

ング教育が本格的にスタートし，全国各地で多くのプ

ログラミング教室が開講されている(1)．プログラミン

グ教育は，分野横断的・総合的な探究型学習による論

理的思考力の育成やプログラミングを通じた社会的課

題への取り組みを推進することが想定されている(2)．

一方，多世代交流イベントや季節のお祭り，地域での

生涯学習など，顔の見える活動は子どもの自立に対す

る好影響が期待されるが，多くの活動は制限された． 

筆者らは，子どもの主体性開発に関する研究，特に

主体的な学修を促すために必要なスキルの定義，子ど

も向け学修支援システムの開発を推進してきた(3)(4)．

これまでの研究において，主体的な学修に必要な能力

要素を「計算論的思考」「ICT リテラシー」「社会的な

見方や考え方」の 3 つと定義し，それぞれに対応する

学修活動の実践に加え，子どもの発達段階と学修活動

に連動した学修データ収集システム（以下，収集シス

テム）を開発した(5)． 

本研究では，コロナ禍における持続的な地域交流に

よる子ども達の主体性開発を目指して，オンラインと

対面の参加者が連携する子ども向け地域活動を企画し，

活動時に収集した学修データに基づくフィードバック

システム（以下，フィードバックシステム）を開発す

る．具体的には，活動時に収集した学修データを k-

means 法と主成分分析を用いてクラスタリングし，そ

の結果をゲーミフィケーションの観点からゲーマー分

類手法として知られるバートルテスト(6)の分類結果と

紐付けたリフレクション支援を行う．本研究の問いは，

参加者の志向に適応したリフレクション支援が次の行

動に主体的な好影響を与えるかである． 

本稿の構成を以下に示す．続く 2 節では，主体的な

学びを促す能力要素とそれに対応する学修活動，3 節

では子ども向け学修支援システムを構成する収集シス

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)
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テムおよびフィードバックシステムの設計，4 節では

地域活動を通じた被験者実験およびその結果と考察，

5 節で関連研究，6 節で本研究のまとめを述べる． 

2. 子ども達の主体的な学び 

2.1 主体的な学びを促す能力要素 

子ども達が主体的に学修課題を選択するためには，

自身の志向および社会における役割を理解する必要が

ある．子ども達自身が何に対して興味を抱くか，他者

との関わりにおいて貢献できるかことは何であるかを

知るには，学修とフィードバックを繰り返す経験学習

により視野を広げることが効果的である．このような

能力と態度を身に付けるため，本研究では「主体性」

「協働性」「多様性」に着目する．文部科学省の審議会

では，大学入試の多面的な評価として「主体性を持ち，

多様な人々と協働しつつ学習する態度」を有する人物

を選抜する指針(7)が提言されており，本研究で目指す

べき子ども達の理想像とも合致することから，小学校

段階から上記資質を意識し活動することが望ましい． 

上記を踏まえ，本研究では，子ども達の主体的な学

修課題の選択を目的とし，前述の「主体性」「協働性」

「多様性」の各資質に対応する能力要素をそれぞれ「計

算論的思考」「ICT リテラシー」「社会的な見方や考え

方」と定義した(5)（図 1）．計算論的思考とは，コンピ

ュータ科学に基づき問題解決の思考法を体系化した技

術であり，問題の分解，パターン認識，抽象化，アル

ゴリズムの 4 要素により，コンピュータと人間の双方

が理解可能な解決策を提示する(8)(9)．Wing らは，計算

論的思考をコンピュータ科学者だけでなく，すべての

人が身に付けるべき基本的な技術と提唱した．計算論

的思考を身に付け，自らが意図したものを実現する経

験を通じて主体性を発揮できると考える．教育におけ

る ICT の強みとして，多様な情報のカスタマイズ，時

間的・空間的制約を超えた情報共有，情報発信・受信

の双方向性が指摘されており(1)，ICT リテラシーを身

に付けることで，他者との協調作業やオンラインでの

意思疎通に必要な協働性を身に付けることができる．

社会的な見方や考え方とは，課題解決型学習において，

社会的事象の意味や意義，相互関係などを考察する際

の追求の視点や方法とされ(10)，地域活動を通じた人間

の営みと関連付けて身に付けることができる． 

以上より，社会課題に対して子ども達自身が貢献で

きる分野を見出せることを目指し，自らが意図したも

のを実現するための計算論的思考，他者との協働に不

可欠な ICT リテラシー，社会に対する多様な視点や価

値観などを涵養する社会的な見方や考え方の 3 点が必

要と判断し能力要素として定めた．加えて，これら学

修活動を繰り返し実行することで，社会課題に対応で

きる学修成果物の創出が期待される． 

 

図 1 主体的な学修課題の選択に 

必要となる能力要素 

2.2 能力要素に対応する諸活動 

図 1 は，計算論的思考，ICT リテラシー，社会的な

見方や考え方の 3 つの能力要素に対応する学修活動と

して，筆者らが活動を推進するプログラミング教室，

IT 大学，こどものまちの関連性を示している． 

上記活動のうち，IT 大学とこどものまちは，2019 年

度まで夏季中心に千葉市や四街道市などで開催されて

いたが(3)，コロナ禍では三密回避ができないため活動

が制限された．そこで 2020 年度からはオンラインと

対面の参加者が連携し，社会的距離を確保しながら活

動する地域活動「ウォークアドベンチャー（以下，本

活動）」を企画した（図 2）．本活動は，ウォークラリー

の要領で地域のスポットを巡りながらクリアタイムを

競うものであり，図 1 の能力要素における ICT リテラ

シーと社会的な見方や考え方に対応する地域活動とし

て企画した．収集システムを利用した本活動でのアン

ケート回答時間短縮のため，アンケート項目は必要最

小限とした．2020 年度の本活動で収集した学修データ

に基づき，k-means 法と主成分分析を用いたクラスタ

リングによるフィードバックシステムを開発した(11)． 
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図 2 ウォークアドベンチャーの様子 

3. 子ども向け学修支援システム 

3.1 システム設計 

本研究では，上記理念に基づく子ども向け学修支援

システムを開発している（図 3）．図 3 より，各能力要

素に対応する学修活動の際に，毎回振り返りの機会を

設け，収集システムを用いて子ども達の活動の達成度

や満足度などの学修データを記録する． 

 

図 3 子ども向け学修支援システムの全体構想 

続いて，統計的手法を用いて学修データを分析し，

それぞれの子ども達に適応するリフレクション支援を

実現するフィードバックシステムを開発する．フィー

ドバックシステムでは，学修活動に応じたリフレクシ

ョン支援を行うべきであり，本研究ではウォークアド

ベンチャーを対象としてシステム開発を行った． 

3.2 アンケート収集項目の検討 

各学修活動の終了後，希望する対象者から学修内容

の振り返りに関する問いをノート PC やタブレットな

どのモバイル端末を用いて電子的に収集する．今回対

象とするウォークアドベンチャーでは，各スポットで

ミッション（クイズや探し物，人探し，写真撮影など）

をクリアする必要があり，それをクリアしたタイミン

グでアンケートを実施した．1 度のウォークアドベン

チャーの体験時間は 2 時間程度で，20～30 分に 1 回

程度の頻度でミッションが用意されている． 

学修活動データの収集項目は，活動の感想と達成度

とした．具体的には「楽しめたこと，できたこと」の

2項目に対し，各項目で8件程度の多肢選択法とした．

各項目の選択肢を表 1，2 に示す．表 1 より，設問 1 で

はゲームや問題，地域やチームメイトとの交流，活動

を通じて理解できたことなど，想定される楽しみ方を

提示した．表 2 より，設問 2 では自分からの提案やチ

ームメイトとの相談・協力，地域住民との交流など，

活動を通じて想定される達成項目を提示した．設問 2

の達成度に関しては，本活動における主体性の評価と

して利用することから，関係者間で KJ 法による項目

の列挙作業を実施した（図 4）．図 4 より，縦軸に対課

題と対人向けのコミュニケーションを取り，横軸に自

分と他人向けを取ることで，項目の過不足がないよう

配慮した．これらの回答結果に基づくクラスタリング

を行うことで，参加者に適応するリフレクション支援

を実現する．また，本活動終了後に設問の選択肢間の

相関分析による参加者の特徴を明らかにする． 

 

図 4 達成度に関する項目列挙作業の結果 

表 1 楽しかったこと（設問 1）の選択肢 

選択肢番号 内容 

ans1-1 ゲームが面白かった 

ans1-2 問題が面白かった 

ans1-3 地域の人と話ができた 

ans1-5 チームメイトと積極的に話ができた 

ans1-6 ゲーム/問題内容を理解できた 

ans1-7 大学生や大人に褒められた 

ans1-20 その他 

ans1-30 なし 
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表 2 できたこと（設問 2）の選択肢 

選択肢番号 内容 

ans2-1 どのミッションをやるか提案した 

ans2-2 新しいことが分かった 

ans2-3 移動する方向を提案した 

ans2-4 回答の順番を話し合った 

ans2-10 礼儀正しく話せた 

ans2-11 みんなで協力できた 

ans2-12 質問や相談ができた 

ans2-13 自分が得意なことを伝えた 

ans2-14 同じグループの人に声掛けした 

ans2-30 なし 

3.3 収集システム 

子ども向け学修支援システムの第一段階として，収

集システムを開発した．前節のアンケート収集項目に

基づき，子ども達の発達段階に合わせ内容の深さや聞

き方を調整できるよう設計した．文部科学省が提唱す

る「子どもの発達段階ごとの特徴と重視すべき課題」

によれば，学童期の小学校低学年（1～3 年）では，善

悪の判断や集団生活おける規範意識，情操の涵養など

が重視される(12)．小学校高学年（4～6 年）になると，

自己肯定感の育成や他者への思いやり，集団における

役割の自覚などが課題である．中学校以降では，人間

としての生き方や自己の在り方，自立した生活を営む

力の育成などが課題となる．以上の発達段階における

特徴と課題を踏まえ，小学校低学年と高学年，中学校

以降の 3 段階に分けて，アンケート収集項目および表

記を設計した． 

収集システムの構成を図 5 に示す．図 5 より，収集

システムは，アンケートの質問表示と入力受付を行う

クライアントサイド，アンケート構成情報および回答

データを記録・提供するサーバサイドで構成される．

クライアントサイドでは，WebアプリケーションのUI

構築フレームワークの Vue.js を採用する．これにより，

ページ遷移することなく，利用者の操作に応じてアン

ケート項目の表示をリアクティブに切り替えることが

できる．サーバサイドで提供される Web APIは，学修

活動と発達段階を入力パラメータとし，質問とそれに

対する選択肢の表記一覧を JSON 形式で出力する．ま

た，アンケート回答データの保存時は，大量の回答デ

ータを高速かつ容易に蓄積・分析できることが望まし

いため，JSON 形式でデータを保存できるドキュメン

ト指向型データベース「MongoDB」を採用する． 

 

図 5 学修データ収集システムの構成 

開発した収集システムの実行画面を図 6～9に示す．

図 6，7 で学修活動と学年，個人識別用の番号を入力す

ると，図 8，9 のアンケート回答画面に切り替わる．ア

ンケート回答画面では，各自が直前の学修活動で楽し

かったこと，できたことの振り返りを行う． 

 

図 6 収集システムのトップページ 

 

図 7 収集システムの学修活動選択画面 

 

図 8 収集システムの設問 1 の回答画面 
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図 9 収集システムの設問 2 の回答画面 

3.4 フィードバックシステム 

 2020 年度の本活動で収集した学修データをもとに，

フィードバックシステムを開発した．参加者の志向を

分類するため，収集した回答のうち，設問 1「楽しか

ったこと」の回答に対してクラスタリングを実行する．

フィードバックシステムの処理手順を以下に示す． 

＜フィードバックシステムの処理手順＞ 

1． 収集システムを用いて学修データを DB に記録 

2． 1 の学修データを読み込み，JSON 形式から

Pandas DataFrame 形式に変換 

3． 2 の設問 1 の回答データに対して，k-means 法に

よるクラスタリングを実行 

4． クラスタリング結果の行列を標準化 

5． 主成分分析により 4 の結果を散布図上に表示 

6． 第 1，第 2 主成分の固有ベクトルと重心座標を DB

に記録 

7． 第 1，第 2 主成分の固有ベクトルに基づき，各軸

のラベリングを実施 

8． 新規回答データに対して，6 の各値を用いてクラ

スタリング結果を算出・表示 

上記手順 1～7 は，2020 年度の学修データを用いて

事前に実行し，2021 年度の本活動時に手順 8 を実行

することでリフレクション支援を実現した．フィード

バックシステムの実行画面および補足説明を図 10 に

示す．図 10 において，学修データを後述の理由により

3 つのクラスタに分類した．ラベリングは，第 1 主成

分と第 2 主成分の固有ベクトルに基づき，技能の優劣

ではなく特徴の違いを表現するように工夫し適切に実

施した．今回の実装では，第 1 主成分は「集中的」と

「対話的」，第 2 主成分は「ゲームを楽しむ」と「イベ

ントを楽しむ」でラベリングした．各クラスタの命名

は，ゲーマー分類手法のバートルテストに基づき，「ア

チーバー（達成者）」「エクスプローラー（探検家）」「ソ

ーシャライザー（社交家）」の 3 種に分類した．なお，

本活動では個人活動主体で他者を排除する要素はない

ものと判断し，バートルテストの「キラー（殺し屋）」

は除外した．開発時の調整の際に，クラスタ数を 3～5

に変化させてクラスタリングの散布図を確認したとこ

ろ，クラスタ数 4，5 の場合はクラスタの境界線が不明

瞭だったこと，クラスタ数 3 の場合に上述のバートル

テストによる分類と合致する解釈が得られたため，本

実装ではクラスタ数 3 を採用した． 

 

図 10 フィードバックシステムの実行画面 

および補足説明 

  

 

図 11 参加者全体のクラスタ割合 

および達成度レーダーチャート 

フィードバックシステムでは，図 10 のクラスタリ

ング結果に加えて，参加者全体のクラスタの割合，収

集システムの設問 2 の回答状況に基づく達成度レーダ

ーチャートおよびクラスタリング結果に応じた称号付
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与の要素を実装した（図 11）．次回活動に対する動機

づけを意図し，学修活動毎に繰り返し回答することで，

クラスタ毎の経験値蓄積とそれによる称号のランクア

ップを提示するよう設計した． 

4. 地域活動を通じた被験者実験 

4.1 ウォークアドベンチャーの実施 

2020年度と 2021年度のウォークアドベンチャーの

開催概要を以下に示す．2020 年度は，2 日間開催で現

地とオンラインの参加者を合わせて計 56 名，2021 年

度は，緊急事態宣言の影響で 1 日開催となり，参加者

は前年度より少ない 23名であった．収集データ数は，

2020 年度が 80 件，2021 年度は 73 件であった．2020

年度は初の試みであったことから，学生スタッフ間の

連携不足により初日は十分なデータ収集ができなかっ

た．また，この時点でフィードバックシステムは未完

成であったため，子ども達への協力依頼に難儀した．

2021 年度は，前年度の反省を踏まえ運用方法を徹底し

たこと，フィードバックシステムが完成していたこと

もあり，効率的なデータ収集ができた．本調査に関し

て，子ども達が被験者となることから，本学倫理審査

委員会に対し，「人を対象とする実験・調査等に関する

研究計画書」を提出し，審査・承認を経て調査・研究

を行っている．調査にあたり，子ども達の保護者に対

しては，インフォームド・コンセントによる研究の趣

旨を説明した上で同意を得ている．受講者となる児童・

生徒に対しては，インフォームド・アセントによる同

意を得ている． 

 

＜ウォークアドベンチャー2020＞ 

・開催日程：2020 年 10 月 31 日（土），11 月 1 日（日） 

いずれも 13:00～15:30 

・開催場所：四街道市鷹の台公園周辺地域＋Zoom 

・参加者： 

10/31 現地 15 名，オンライン 12 名，大人 41 名 

11/01 現地 13 名，オンライン 16 名，大人 32 名 

 

＜ウォークアドベンチャー2021＞ 

・開催日程：2021 年 10 月 30 日（土）13:00～15:30 

・開催場所：四街道市鷹の台公園敷地内＋Zoom 

・参加者：現地 16 名，オンライン 7 名，大人 44 名 

 ※学生スタッフは大人に含む． 

4.2 結果と考察 

 本研究の目的は，地域活動時にゲーミフィケーショ

ンに基づく参加者の志向に応じたリフレクション支援

を繰り返し行うことで，参加者の次の行動に主体的な

好影響を与えるかを明らかにすることである．そこで

被験者実験の評価項目として，以下の 3 点を調査する． 

1) 活動回数毎の達成度推移 

2) 設問の選択肢間の相関係数 

3) リフレクション支援の提示内容に対する印象 

 上記 1)については，収集システムで記録した設問 2

「できたこと」の回答数（0～9 個）を主体的行動の達

成度として評価し，活動回数毎の推移を表 3 に示す．

上記 2)では，収集システムの設問 1，2 のすべての組

み合わせに対して相関係数を算出し，達成度に起因す

る要素や共起する要素を分析する．選択肢間の相関係

数を図 12 に示す．上記 3)では，フィードバックシス

テムにおける分類結果の理解度および印象，参加者ク

ラスタの割合およびレーダーチャートの提示による次

回の行動意欲を主観評価で調査する． 

評価項目 1)について，表 3 より，繰り返し活動とリ

フレクション支援により，活動回数の増加に伴い達成

度の平均値が向上した．特に，2 回目以下と 3 回目以

上で達成度に有意な差が見られたことから（p<.05），

リフレクション支援が主体的な行動に寄与したといえ

る．活動回数の増加に伴い回答者数が減少したため，

確実なリフレクション支援の仕組みが要求される．な

お，現地とオンライン両方の参加者がおり，活動内容

が異なるため 1 回目の回答人数は 24 名となった． 

表 3 活動回数毎の達成度推移（N:73） 

   1 回 2 回 3 回 4 回以上 

達成度 2.38  3.14  4.13  3.85  

人数 24  21  15  13  

評価項目 2)について，図 12 より，0.7 以上の強い相

関が見られた項目は，表 1，2 に示した ans1-6 と 1-7，

1-6 と 2-10，1-7 と 2-10，2-4 と 2-10，2-12 と 2-14 の

6 組であった．このうち，設問 1 の「ゲーム/問題内容

を理解できた」「大学生や大人に褒められた」と設問 2

の「礼儀正しく話せた」に相関があった．設問 1 間の
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「ゲーム/問題を理解できたこと」と「褒められた」に

相関があり，これらは他者との協働が不可欠であるこ

とから，結果的に礼儀正しくできたことが達成度に寄

与したと考えられる．また，設問 2 間では，「回答の順

番を話し合った」と「礼儀正しく話せた」，「質問や相

談ができた」と「同じグループの人に声掛けした」に

相関があり，上記と同様に他者との円滑なコミュニケ

ーションが達成度に好影響を与えたと考えられる． 

 

図 12 回答項目間の相関係数 

評価項目 3)について，本活動終了後，調査協力に同

意した参加者 21 名（1，2 年：4 名，3～6 年：17 名）

に対して，リフレクション支援の提示内容に対するア

ンケート調査を実施した．なお，収集システムの発達

段階では，小学校 1～3 年，4～6 年，中学校以降の 3

区分としたが，調査項目の内容自体は学年に関係なく

同一であること，小学校 3 年生の段階で習得済みの漢

字が多いことから，小学 1，2 年，3～6 年の 2 区分と

した．実験の結果，クラスタリングの分類では，全体

の 29%がある程度理解できたと回答したものの，理解

できなかった児童が大半であった．事前に各分類の説

明資料を配布したものの，結果提示の際に参照しなが

ら活動した訳ではないため，今後はフィードバックシ

ステムの機能として発達段階に応じた簡単な説明と具

体的な行動特性を提示できるようシステム改修を行う

必要がある．クラスタ割合の提示により，1，2 年生の

75%，3～6 年生の 93%に次回の行動意欲が見られた．

同様に，レーダーチャートの提示により，1，2 年生の

100%，3～6 年生の 80%に次回の行動意欲が見られた．

自由記述では，楽しかったとの回答が 4 件，現地とオ

ンラインのつながりが欲しいとの回答が 1 件であった．

上記の結果，フィードバックの提示方法に理解を促す

ための改善を要するが，参加者の志向に応じたリフレ

クション支援により，次回活動への行動意欲が見られ

ることが分かり，達成度にも好影響を与えた． 

5. 関連研究 

子ども達の学びに関して，地域福祉の観点から子ど

もの主体性を育成する地域連携(13)，多様な学びの場(14)

に関する研究がある．また，子どもの主体性開発につ

いては，人生の長期的視点を見据えた人生哲学である

「7 つの習慣(15)」を小学校の特別活動に導入し，子ど

も達の自治活動の調査事例がある(16)．一方，社会課題

に対して子ども達が貢献できる分野を見出すことを目

指し，計算論的思考に加え，ICT リテラシーと社会的

な見方や考え方の必要性を論じた研究は報告がない． 

本研究では，子ども達が社会課題に取り組むための

素地となる主体的な学修課題の選択を目的とし，上記

能力要素に基づく子ども向け学修データ収集システム，

およびフィードバックシステムを開発した．フィード

バックシステムについて，Hdioud らは複数の戦略に

基づく様々な推薦システムを調査し，相関係数と標準

偏差を用いた統合的アプローチにより，ユーザの労力

を最小化し満足度を最大化する多基準推薦方式を提案

した(17)．今後は，Hdioud らを参考に，学修者に個別

化されたフィードバックシステムを検討する． 

6. まとめ 

本研究では，オンラインと対面の参加者が連携する

子ども向け地域活動「ウォークアドベンチャー」を企

画し，活動時に収集した学修データに基づくフィード

バックシステムを開発した．具体的には，学修データ

に基づくクラスタリング結果をバートルテストによる

分類と紐付けたリフレクション支援を行い，次の行動

に主体的な好影響を与えるかを調査した． 

その結果，活動回数が 3 回目を超えた段階で達成度

の平均値の上昇傾向が見られた．また，収集システム

の選択肢間で相関係数を算出したところ，質問や相談，

礼儀正しさなど，他者との円滑なコミュニケーション
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に必要な要素との間で強い相関が見られ，これらが達

成度に好影響を与えたものと考えられる．今後は，ウ

ォークアドベンチャー以外の学修活動に対応したフィ

ードバックシステムの開発，地域活動を通じた継続的

なデータ収集および分析を行う予定である． 
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変革に適応するキャリア教育の設計 
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Society5.0 に対応する人材を育成するためには SEL（Social and Emotional Learning）が大切だと考え

ている．また，主体的なキャリア形成のためには進路選択に対する自己効力を高めることが必要である．

オンラインで実施したキャリア教育科目における SEL の設計及び進路選択自己効力に関して報告する． 

キーワード: SEL（Social and Emotional Learning），進路選択自己効力，情動知能，キャリア教育 

1. はじめに 

仁愛女子短期大学（以下，本学と記す）の生活科学

学科では，2021 年度に生活情報専攻と生活デザイン専

攻を統合し，生活情報デザイン専攻（以下，本専攻と

記す）を新設した．本専攻の設置理由は，OECD ラー

ニング・コンパス 2030 の「より良い未来の創造に向

けた変革を起こす能力」を身につけ，Society5.0（新し

い働きかたや新しい生活様式）に適応できる学生を養

成することである．具体的には，経験学習サイクルを

通して，３つの道具「プログラミング的思考，デザイ

ン思考，アート思考」を身につけていく．ただし，そ

のベースには，SEL（Social and Emotional Learning）

が重要だと考えている．SEL とは，「社会性と情動の

学習」のことであり，欧米で広く実践されている自尊

感情や対人関係能力の育成を目的とした教育アプロー

チである．Collaborative for Academic, Social and 
Emotional Learning（CASEL）(1)は，SEL において

重要な５つの能力（「Self-awareness：自己理解」「Self-

management：自己マネジメント」「Social awareness：

社会や他者の理解」「Relationship Skill：対人関係ス

キル」「Responsible Decision-Making：責任ある意思

決定」）をクラスルーム，学校，家庭や地域社会の中で

育んでいくことを目的にしている． 

本学では，COVID-19 の対策として，2020 年度前期

は全科目オンライン授業とした．筆者は，日本の高等

教育における SEL の必要性を考え，本学にて担当する

「キャリアプランニング」（以下，本科目と記す）の授

業設計に，マインドフルネス，質問ワーク，ライフデ

ザイン・ポートフォリオの作成を数年前から取り入れ

ている．2020 年度及び 2021 年度の本科目は基本的に，

オンライン会議アプリ Zoom を用いた同期型（リアル

タイム配信）で実施した．ただし，レクチャー部分は，

YouTube を活用したオンデマンド動画を LMS（学習

管理システム）「仁短 Moodle」に配置した．本稿では，

2020 年度の実践結果にもとづき，2021 年度さらにリ

デザインした授業設計及び進路選択自己効力に関して

報告する． 

 

2. SELの設計 

2.1 授業の概要 

本科目は，事務職に就く学生が多い生活情報専攻及

び本専攻学生全員が履修する１年前期の選択科目であ

る．生活情報専攻にて 2020 年度に開講した本科目の

授業目的は，自分のアイデンティティを探り，自分の

目標を設定，行動プランを作成し，実行することであ

る．そのため，ジェネリックスキルテスト及びその振

り返り，自己ＰＲの作成，働く価値に関するカードを

用いたワーク，マインドフルネスの実践，ピアメンタ

JSiSE Research Report 
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リング，ライフデザイン・ポートフォリオの作成を通

して，自己理解及び自己目標の設定を行う． 

本専攻にて 2021 年度に開講した本科目の授業目的

は，SEL を通して，自尊感情や対人関係能力を育成し，

キャリアをデザインすることである．そのため，マイ

ンドフルネスやライフデザイン・ポートフォリオ作成

等の実践により自己理解，質問ワークやプロセス・エ

デュケーションの実践により社会や他者の理解及び対

人関係スキル，ジェネリックスキルテストや働く価値

ワークショプ等の実践により自己マネジメント及び責

任ある意思決定を育んでいく． 

本科目の到達目標は下記の５つである． 

① 客観的に自己や他者を観察できる． 

② 経験を省察することにより，マイセオリーを作

成できる． 
③ 自分の経験から判断し，ライフデザイン・ポー

トフォリオを作成できる． 

④ 自分の強みや経験にもとづき，他者に対して自

己をＰＲできる． 

⑤ 自分の強み・弱みを理解した上，自らの働く価

値やキャリアを設計できる． 

2.2 授業計画 

2020 年度は，急なオンライン授業への対応のため，

①自己紹介，②SEL（マインドフルネス，質問ワーク，

ライフデザイン・ポートフォリオ），③就職を見据えた

行動計画（働く価値観，ライフプラン，PROG の振り

返り等）と理想的な学び順になった． 

2021 年度は，①マイドフルネス，②プロセスエデュ

ケーション，③ライフデザイン・ポートフォリオ，④

ジェネリックスキル＆ライフプランという学び順にリ

デザインした．特に，マインドフルネスの体験を前倒

ししたことと，プロセスエデュケーションの内容を拡

充したことが修正ポイントである． 
(1) マインドフルネス入門 

到達目標：幸福について考える，マインドフルネ

スを知る． 

(2) マインドフルネス：ヨーガ瞑想① 

到達目標：ヨーガ瞑想（座位）を実践してみる．

Breathing（呼吸）エクササイズ＆Isometric（等

尺性）エクササイズの体験． 

(3) マイドフルリスニング＆ヨーガ瞑想② 

到達目標：マインドフルネスに慣れる．マインド

フルリスニング（傾聴）＆ヨーガ瞑想（あおむけ）． 

(4) プロセスエデュケーション 

到達目標：名画鑑賞ワークの体験．幸福の４因子

の理解． 

(5) 質問ワーク「自分の課題」 
到達目標：チームにおける質問の力を知る．問題

の再定義の意義を知る． 

(6) 合意形成ワーク 

到達目標：各自の「モノの考え方」や「価値観」

に注目して，お互いの理解を深める．少数意見を

大切にして，対話の過程を観察する． 

(7) ジェネリックスキルテスト【非同期型】 

到達目標：現時点での自分のジェネリックスキル

を判定する．リテラシーテスト（学び方）＆コン

ピテンシーテスト（態度）． 

(8) 過去を想起する 

到達目標：ピアメンタリングのコツを理解する．

過去を想起して，可視化する． 

(9) 過去回帰から理念を導く 

到達目標：自分の理念について考える． 

(10) 人生の核心をつかむ 
到達目標：自分の理念及び人生の核心について考

える． 

(11) 核心に沿った目標を立てる 

到達目標：短期目標＆長期目標を立てる．ライフ

デザイン・ポートフォリオ（LDP）を作る． 

(12) LDP発表＆ライフプラン【非同期型】 

到達目標：変化への適応力を考える．自分のライ

フデザイン・ポートフォリオについて説明できる．

自分のライフプランを作成する． 

(13) 働く価値に関するワークショップ 

到達目標：自分にとっての働く価値観を説明でき

る． 

(14) ジェネリックスキルの振り返り 

到達目標：ジェネリックスキルテストを振り返り，

自分の強み＆弱みを理解する． 

(15) 自己 PR のプレゼンテーション 
到達目標：自己 PR をプレゼンする．自分にとっ

ての本授業の意義を考える． 
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2.3 振り返りシート 

本科目では，毎回課題として「振り返りシート」を

記述してもらう．内容は下記のとおり，Kolb の経験学

習サイクル(2)にもとづいている． 
① 経験「やってみよう！」 

今回の授業＆課題で経験したことのうち，印象

に残っているのは何ですか？ なるべく具体的

に書きましょう． 
② 振り返り「どうだった？」 

先の経験から自分が気づいたことや分かったこ

とは何ですか？ 
③ マイセオリー「次はこうしよう！」 

先の振り返りをふまえて，今後，他の場面でも活

用できるようなマイセオリー（仮説や教訓）は何

ですか？ 
④ チャレンジ「試してみよう！」 

今回の振り返りシートには書かなくていいです

が，先のマイセオリーを実際に試してみよう！ 
 
SEL としても，この振り返りシートが重要だと考え

ている．本科目で実施した Zoom でのグループワーク

（ブレイクアウトルーム）では，明確なインストラク

ションとタイトな時間制限をかけた上，全体メッセー

ジによる各グループへの指示はしたが，各グループ自

体は巡回しなかった．対面授業の場合，対話が活性化

していないグループへは介入をしていたが，遠隔授業

では放任しているため，振り返りシートでプロセスを

確認し学生ごとへフィードバックしている． 

 

3. 心理尺度を用いた学習効果の分析 

3.1 進路選択自己効力 

主体的なキャリア形成のためには進路選択に対する

自己効力感を高めることが必要である．進路選択に対

する自己効力尺度(3)を授業 1 回目と 15 回目の授業終

了時に実施した．本尺度は 30 項目を４件法で回答し

ており，両方に回答した有効回答数は 77名である．２

回とも正規性があり，15 回目に進路選択自己効力が

0.1％有意で向上した（表１）． 
表１．進路選択自己効力の測定結果 

 平均 (標準偏差) 

1回目 82.0    (11.96) 

15回目 84.6**  (11.86) 

※n=77，**p<0.01 

3.2 情動知能 

日本における SEL と同じような概念として，情動知

能や非認知能力というキーワードがある．特に，

Goleman がいう EQ（情動知能）の「５つの側面（自

己認識，自己統制，意欲，共感，社会的能力）」(4)と SEL

は重なる点が多い．そのため，本科目 1回目終了時と

14 回目終了時に，情動知能の質問紙である日本語版

WLEIS(5)を使って測定を行った．日本語版WLEIS は，

「自己の情動評価」「他者の情動評価」「情動の利用」

「情動の調節」という４つのカテゴリーに分かれる．

本尺度は 16 項目を７件法で回答しており，両方に回

答した有効回答数は 87 名である．「他者の情動評価」

カテゴリーは 1％有意で向上した（表２）． 

表２．情動知能の測定結果：平均（標準偏差） 

 
自己の 

情動評価 

他者の 

情動評価 

情動の 

利用 

情動の 

調節 

1回 
21.6 

(3.07) 
21.1 

(3.13) 
17.1 

(3.64) 
18.3 

(3.73) 

14回 
22.2 

(2.97) 

21.9** 

(2.96) 

17.6 

(3.63) 

18.9 

(4.32) 

n=87，**p<0.01 

3.3 進路選択自己効力と情動知能との相関 

 先述した進路選択自己効力及び日本語版WLEIS の

両方ともに２回回答した有効回答数は 74名である．

15回目の進路選択自己効力及び 14回目の日本語版

WLEIS の相関係数を調べたところ，「自己の情動評

価」と「他者の情動評価」は弱い正の相関，「情動の

利用」と「情動の調節」は正の相関があった．（表

３）． 
表３．進路選択自己効力と情動知能の相関 

 
自己の 

情動評価 

他者の 

情動評価 

情動の 

利用 

情動の 

調節 

相関 

係数 
0.32 0.43 0.53 0.52 

n=74 

4. おわりに 

本科目 15 回終了後の授業評価アンケートにおける

質問４つに対する平均（標準偏差）は下記のとおりで
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ある（４件法，有効回答数 50名）．「①あなたは，この

授業に対して意欲的に取り組んだ」3.9（0.35），「②こ

の授業において，教員の指示は適切だった」3.8（0.40），

「③全体的に，この授業の内容は理解できた」3.7

（0.51），「④総合的に判断すると，良い授業だった」

3.8（0.40）．すべての項目で，本専攻平均よりも高い値

であった．また，主体的なキャリア形成の指標になる

進路選択自己効力は 0.1％有意で向上したため，キャ

リア教育としての学習効果があったと考えている． 

情動知能の指標として用いた日本語版 WLEIS は，

「他者の情動評価」カテゴリーのみ有意に向上した．

これは，2021 年度に拡充したプロセスエデュケーショ

ンの効果かもしれない．2020 年度の本尺度調査(6)は，

急なオンライン授業への対応のため，4回目と 13回目

に測定したので純粋な比較にはならないが，「情動の調

節」カテゴリーのみ有意に向上した． 

本科目終了時における進路選択自己効力及び日本語

版 WLEIS カテゴリーには弱い正の相関はあったため， 

SEL の意義はあると考えている． 

2022 年度は，本科目を面接授業で実施する予定のた

め，授業方法の違いも含め，SEL の学習効果を心理尺

度や半構造化インタビューで明らかにしたい． 
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フィードバック誘起モデルの開発： 

量的アプローチによる推計式の試作 
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*1日経グローカル, *2仁愛女子短期大学, *3九州大学,  
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Development of Feedback Inducing Model: Prototyping of 
Estimation Formula by Quantitative Approach 

Shigesaburo KABE*1, Yoichi TANAKA*2, Masanori YAMADA*3 
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*1 Nikkei Glocal, *2 Jin-ai Women’s College, *3 Kyushu University 
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自己成長を促すうえで必要な良質なフィードバック（FB）をいかに引き出すことができるかに着目し，

学習者がどのような準備をして FB を誘起するかについてモデル化を試みる．学習者と複数の FB 提供

者がいる 1対多の場面を想定し，並行して進める質的アプローチを参考にしながらFB誘起要因を探り，

FB 誘起に関わる推計式を試作する．FB 授受に関わる場面の録画を文字化するシステムを開発中で，利

用可能になった段階で，FB に関わる場面の画像・文章データを蓄積して変数として推計式に投入，モデ

ルとしての妥当性を検証する．  

キーワード: フィードバック（FB），準備，誘起, 量的アプローチ，1 対多 

1. はじめに 

教育実践のほか，職場での訓練・教育や生涯教育な

ど幅広い場面において，自己の成長には他者からの情

報，とりわけフィードバック（FB）は重要である．FB

は自身のフォーマンスや理解に関して教員や仲間など

から提供される情報である(1)．有益な FB をいかに提

供するかについての研究は，これまで数多く積み重ね

られてきた． 

しかし，FB の目的が現実のパフォーマンスと望ま

しい学びの目標の間のギャップに橋渡しをする(2) と

いう点を踏まえると，いかに情報を提供するかだけで

なく，建設的で良質な FB をいかに引き出すかも大き

な関心事のはずである．この視角からの体系的な既存

研究はわずかであり，本研究は FB をいかに引き出す

かに着目したモデル構築を目指す点で新規性がある． 

人材育成という観点に立てば，有益あるいは良質な

FB を引き出すスキルは自己成長を促し，発展させて

いく上で必要と考えられる．このようなスキルの蓄積

は教育分野のみならず，他分野でも重視されるトピッ

クであり，例えば経済学では人的資本の開発という観

点につながる．人的資本の開発は直線的に進むのでは

なく，螺旋階段のように複雑で時間のかかるプロセス

であり，その過程で新しい発見や学びが期待できる(3)．

こうした長期にわたる自己成長の過程では，誰かの指

示を待つのではなく，役にたつ様々な情報を自ら求め

て活用する能力が必要になるが，その 1 つとして良質

な FB を引き出して活用するスキルを位置付けること

ができる．FB リテラシーは大学でよく学ぶためだけ

でなく，職場や生涯学習においても核となる能力とい

える(4)． 

筆者と共著者は FB をいかに引き出すかという観点

に立ち，自己成長を目指す学習者がどのような準備を

することで FB の提供者からの，より良質な FB の誘

起につなげているのかに着目し，モデル開発を目指し

ている．FB 誘起モデルの開発にあたっては，経験や観

察・既存の理論などに基づく質的アプローチと，FB の

授受に関わる場面のデータを蓄積し，量的観点からの

アプローチを併用する．両アプローチの併用によるモ

デル化は新規性があるだけでなく，それぞれのアプロ

ーチに伴う考察や検証を踏まえながら作業するため，
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モデルの信頼性を高めることにもつながる．例えば，

量的アプローチにおける変数の策定にあたっては，質

的アプローチで用いるルーブリックやアンケートに基

づくデータも活用する． 

また，両アプローチとも，FB の授受の場面として，

学習者と FB 提供者の 1 対 1 の場面だけでなく，研究

会のような学習者と複数の FB 提供者のような１対多

の場面も対象としている点も新規性がある． 

本報告は量的アプローチを中心に据えて，推計式の

内容を紹介するとともに，現在作業中のデータ入手方

法についても説明する． 

2. FB誘起モデル 

2.1 FBの誘起とは 

FB の目的は現在の理解, パフォーマンスとゴール

との相違を減らすことである(5)．そのために期待され

る FB の機能は，ⓐどこに向かうか（目標設定），ⓑど

うやって向かうか（目標に関する達成部分と未達成部

分についての現状把握），ⓒ次のステップは何か（将来

行動）――が挙げられる(1)． 

435 の実証研究を対象にメタ分析を行った先行研究

では，FB の形態・効果は多様であるものの FB の学習

に対する中程度の効果が認められた(6)． 

ただ，FB 提供の視点からみると，FB は何かの上に

構築されるものであり，初期学習や表面的な基礎知識

がないとほとんど役に立たない(1)．これを FB 誘起の

視点から考えると，学習者が教員や仲間などから FB

を引き出そうとするなら，自身が事前に何らかの準備

をしておくことが必要になる．ここでポイントになる

のはより良質な FB を引き出すための準備である．研

究会などの発表を例にとると，ピント外れなコメント

ではなく，自分が得たいと思うような FB を引き出す

にはどうすればよいかである． 

研究会での発表であれば，自分の思考結果を踏まえ

て，研究会の参加者から役に立ちそうな FB を得るた

めには，事前に自らが思考して発表資料を用意する過

程においても似たような作業をしておくことが最も効

果的と考えられる．すなわち，目標設定，現状把握を

することであり，場合によっては次のステップを課題

として意識することもあるだろう．考えてみれば，こ

れは論文を書いたり，研究発表をしたりする場合には

当然こなしているはずのことである． 

従って，学習者は FB を得るために発表をする際，

事前に発表資料などを用意する段階で目標設定と現状

把握（場合によっては次のステップについても）に関

して何らかの形で自問自答しているわけで，この作業

を FB 誘起のための準備とみなす．その準備の程度は

発表内容に反映されていると考えられる．発表時に参

加者から実際にコメントなどの情報が提供され，それ

を役に立つ FB として受け入れる場合は，自分の準備

を FB によって修正することになる． 

本研究では量的アプローチによる誘起モデルの推計

式を構築するにあたって，より良質な FB を得るため

の学習者の準備に着目する．まず，①準備の決定要因

は何かを探り，次の段階として，②準備と FB の誘起・

授受の関係について究明する． 

2.2 研究対象 

教育工学分野の大学院に所属する学生，修了生，研

究員，教員，および，外部の有志で教育工学に関連す

る研究に興味のある者が任意で参加する研究会を，研

究対象とした．この研究会は実践コミュニティとして

機能しており(7)，SNS の Facebook 上でグループを作

り，連絡を取っている．参加者は 2022 年 2 月現在で

47 人．オンライン形式で 1~2 カ月に一度，研究会（全

体で 2 時間，1 回あたり 2 人の研究発表と質疑応答）

を催しており，1 回の参加者は 15 人程度である. 

2.3 データ 

質的・量的アプローチを行うために，2020 年 6 月以

降に開いた研究会の各回の内容は録画されており，研

究会の参加者から使用について同意を確認している．

2022 年 2 月時点で 16 回分の発表を録画済みである

（延べ発表者 32 人で，複数回の発表者は 7 人）．1 年

間で 20 人強の発表場面が蓄積される計算となる． 

現在，文字起こしのシステムを開発中で，完成した

時点で個々の発言内容を文章化して，その特徴をタグ

付けし，各タグの顕現について整理する．この画像・

文章情報からは FB 授受の場面に関する様々な情報を

くみ取ることができる．また，研究会での発表資料や

ゼミ後のコメント・意見交換もフェイスブック上のグ
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ループ内で実施・記録されている． 

研究会では年に一度，個人の属性や特性（批判的思

考など）に関するアンケートを実施しており，ここで

得た情報は量的アプローチでの変数として活用する． 

このほか，質的アプローチの一環として，研究会参

加者が提供する FB の質を高めるため，FB の質をチ

ェックするためのルーブリックを作成しており，それ

を基に発表者と提供者がより質の良い FB の授受に関

われるように，FB 活用シートも用意している．ここへ

の記入内容も量的アプローチのデータとして活用する． 

このように質的アプローチで確認した内容を基に量

的アプローチの変数を作成することで，より妥当性や

信頼性のある推計式の構築につながると考えられる． 

3. 推計式の作成 

3.1 2段階で推計式を構築 

2.1 で述べたように，量的アプローチでは，研究会と

いう実践コミュニティの場で学習者が発表を通じて

FB を求める過程に焦点を当て，①準備の決定要因は

何かをまず探り，次の段階として，②準備と FB の誘

起・授受の関係を探る．換言すると，どのような要因

が学習者の準備に対して影響を与えるのか，そして準

備は FB の受け取りにどのような影響を与えるのかに

注目するわけで，準備を巡る因果関係に焦点を当てる． 

そこで，y＝f(x)という関数を想定し，①②のそれぞ

れについて線形の因果関係式を当てはめた推計式を構

築する．各式の詳細は 3-2，3-3 で説明する．1 対多の

ケースを基本にした構造だが，推計式②の制御変数に

ついては 1 対 1 のケースについても考察する． 

3.2 推計式①FBを得るための準備の決定要因 

ここでは，y＝a＋bΣx＋cΣz という形式の推計式を

策定し，OLS による推計を行う． 

被説明変数は FB を得るための学習者による準備の

度合いである．研究チームのメンバーがゼミでの発表

／質疑やゼミ後のやり取りを記録した文字・画像音声

データを踏まえて 5 段階で評価して平均値をとる．以

下で説明するように説明変数として主観的尺度を使う

ため，被説明変数は客観性の高い指標を使うことで推

計精度を確保する．準備度合いには学習者自身におけ

る FB に類似した作業（ⓐ目標設定，ⓑ現状把握，ⓒ

次のステップ）が反映されていると考え，5 段階で評

価する．FB の機能はⓐ目標設定→ⓑ現状把握→ⓒ次

のステップというように段階を経ることを踏まえ，ⓒ
を最も高い評価として，次いでⓑ，ⓐの順とする． 

説明変数は FB に対する学習者の基本的な態度を示

す変数を採用する．批判的思考態度尺度(8)のほか，｢自

分を知る｣｢相手や社会を知る｣｢自分で制御する｣など

の下位尺度を持つ情動知能尺度（EQ）を想定している．

また，1 対多という場では，修了生が在学中の院生に

対して，院生の成長も意識した姿勢でコメントをする

などのケースも考えられるため，向社会性を測る尺度

の利用も検討する．説明変数間の多重共線性の可能性

を考慮し，これらの説明変数は別々に投入する． 

制御変数として，学習者の準備と属性に関する変数

を用意する．研究会における発表回数が多ければ準備

の水準向上が予想されるので，研究会での発表回数を

変数に加えるほか，属性（当面の設定ゴール，FB 提供

経験の有無，研究会参加目的，年齢）に関する変数も

投入する．当面の設定ゴールは修士論文の提出，博士

論文の提出，学会発表や論文投稿などで，発表者の準

備度合いに影響を与えると考えられる．また，教員な

どは FB 提供者としての役割を意識的に果たす経験が

あるので，FB の誘起を目指す場合に提供者としての

経験が役立つ可能性がある．そこで，FB 提供経験の有

無を制御する．研究会参加目的は，求める FB が発表

内容の向上という短期的なものか，研究姿勢の向上の

ようにより長期的なものかを区別する狙いがある． 

3.3 推計式②準備と FBの誘起・授受の関係 

ここでは y’＝a’＋b’Σx’＋c’Σz’という形式の推計式

想定し，probit による推計を行う． 

被説明変数は研究会において学習者（発表者）が参

加者からのFBを受容したかどうかの 2項変数である． 

FB の授受については，図 1 が示すように，FB の提供

者と受ける側の学習者とでは視点が異なることに注意

する必要がある．FB の提供者の視点から見ると，時宜

や内容などの点で学習者に適した FB の供与かどうか

は重要であり(9)，FB のタイプも断定的なものから，ほ

めたり叱ったり，修正に関するものなど多様である(6)． 

一方， FB を誘起するという学習者にとっては，ど

のような FB を提供するかは相手が決めることなので，
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自らの準備に合った FB を期待することになる．自分

の準備（例：ⓑ現状把握）よりも低い水準（例：ⓐ目

標設定）のコメントや意見は FB とはいえないだろう

し，発表者の目標設定があやふやな状態では，高度で

細かい方法論や次のステップへの助言など自分の準備

よりも高い水準のコメントや意見はよく理解できず，

FB としては受け止められないだろう．また，批判的な

意見があった場合，準備がきちんとできていなかった

発表者は叱責のような否定的なニュアンスに受け取っ

てしまうかもしれないが，準備をきちんとしていた場

合は，改善のための意見として受け入れ，役に立つ FB

と認識するかもしれない． 

従って，学習者から見た FB の授受において重要な

のは FB がどのような内容かよりも，自らの準備に合

った FB への期待に合致するかどうかであり，FB の

授受があったかどうかは学習者の主観的な判断に委ね

られることになる． 

具体的には，発表への参加者からのコメントなどが

発表者の期待通りかどうかについて，2-3 で触れたル

ーブリックをベースにした記録シートに学習者に記入

してもらい，発表へのコメントなどが期待以上／期待

通りであれば FB が誘起して発表者に受容されたと判

定する．逆に期待以下／期待外れであれば，FB の受容

には至らなかったと判定する． 

説明変数としては，準備の水準が FB の授受にどの

ような影響を与えるのかに関心があるので，3-2 で説

明した学習者の準備についての変数を投入する． 

さらに，FB として提供された情報のうち，FB のど

の機能に関するものが多かったかという変数も用意す

る．研究会の参加者から発表者に対して FB として発

信された情報を FB の機能別にⓐ目標設定，ⓑ現状把

握，ⓒ次のステップのいずれかに分類し，ⓐ＋ⓑ＋ⓒ

に対するⓐ，ⓑ，ⓒ各々の割合を求める．FB として発

信された情報のうち，どの機能が多いかに着目する． 

制御変数としては，FB を授受する環境の心理的安

全性に着目し，心理的安心感の有無を制御する．研究

会など FB をやり取りする場が肯定的な学習環境であ

れば，居心地の良い学習環境はより生産的で円滑なFB

授受を可能にすると考えられる(10)． 

なお，1 対多の場面においては多様な参加者が様々

な方法・タイミングで情報を発信するので，FB の発信

者（教員，教員以外の参加者）や方法（口頭，文章，

口頭と文章の両方，内容を点数化して評価），タイミン

グ（その場で，後で）は変数として扱わない．但し，

1 対 1 の 場面の場合では発信者やタイミングを区別

することは可能なので，FB の発信者や方法，タイミン

グについての変数を追加する． 

4. 今後の作業 

研究会の各回録画をもとに文字起こしするシステム

が実用化できた時点で録画・音声情報の文章情報化に

着手する．並行して，アンケート調査の情報や記録用

シートに基づく情報なども整理して変数データを構築

する．録画した発表内容は現時点で 32 人分にのぼる

ので，3-1，3-2 で示した推計式に投入して，①FB 誘

起のための準備の決定要因②準備と FB の誘起・授受

の関係――に関する推計を行う．係数の符号や大きさ

などを踏まえて推計式の妥当性について考察する． 

ただ，変数データが構築できたとしても，現時点の

FB 誘起・授受に関するサンプル数は 32 に過ぎない．

高等教育における FB の授受に焦点を当てたメタ分析

の先行研究では，380 件の実証研究論文のうち 53％が

サンプル数 100 未満でその 3 分の 1 が 50 未満など，

サンプル数の少なさが目立った(2)．推計式の妥当性や

頑健性を探るうえで，少なくとも 50 以上，可能な限り

100 以上のサンプル数の確保を目指す． 

頑健性のある推計式の構築により，学習者がどのよ

うな準備をすれば有益な FB を誘起することができる

かを予測できることになり，学習者の自己成長の促進

にもつながることが予想されるため，様々な実践的な

学習の場における有用性が期待できる． 

サンプル数の拡大作業のほか，上述の①②に加えて，

③受容した FB の活用についての推計式も構築する計

画である．また，現時点では 1 対多の場面は学習者（発

表者）対参加者という関係に限定しているが，学習者

と参加者の情報のやり取りは，それを聞いていた他の

参加者が行おうとする FB に影響を与えるなど，参加

者間の相互作用にも波及することが考えられる．FBを

巡る参加者間の相互作用は，学習者と参加者の情報の

やり取りに比べてより動的な関係とみることができ，

これについても文字起こしシステムの機能を拡張する
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などの作業を進め，将来的にはモデルに取り込んでい

きたいと考えている． 

5. 図表 

 

図 1  FB の提供（上）と FB の誘起（下） 

6. 付録 

推計式の詳細は以下の通りである．推計式②の制御変

数を除き，1 対多を基本にした構造となっている．Ａ，

Ｂ，Ｃ，Ｄはデータ入手方法で，詳細は注を参照． 

＊第一段階：推計式①FB を得るための準備の決定要因 

y＝a＋bΣx＋cΣz：OLS による推計 

 

 

＊第二段階：推計式②準備と FB の誘起・授受の関係 

y’＝a＋bΣx’＋cΣz’：probit による推計 
 

注：データ入手方法は以下の通り． 

　 FBの提供

研究会 発表者

参加者

FBの誘起

研究会 発表者

参加者

効果的なFB提供のために
どのような内容のFBかが
焦点になる

誘起のために発表者がし
た準備に合った情報を期
待し，そのような情報を
FBとして認識・受容する

被説明変数 

y1：学習者が FB 誘起に向けて行った準備       Ａ 

→研究チームの 5 段階採点の平均値 

5＝次に行うべきことを意識 

4＝目標に向けて何が不足しているかが明確 

3＝発表内容の目指す目標が明確 

2＝資料あるが論旨や構成が分かりにくい 

1＝資料なし／揃わない状態での口頭発表 

説明変数（x1～x3）：学習者の対 FB 基本姿勢 

x1：批判的思考態度尺度                      Ｂ 

→「論理的思考自覚｣など 4 因子 33 項目 

x2：情動知能（EQ）尺度                      Ｂ 

→｢自分を知る｣｢相手･社会を知る｣などの下位

尺度がある 

x3：向社会性尺度                            Ｂ 

→他人の成長も考えるという姿勢を考慮 

制御変数（z1～ｚ5） 

z1：研究会発表者の過去の発表会での発表回数  Ａ 

→回数が多ければ準備の水準向上を想定 

z2：学習者の属性（当面の設定ゴール）        Ｂ 

修論，博論，学会発表／論文投稿，その他 

z3：学習者の属性（FB 提供者の経験の有無）    Ｂ 

あり（教育職など），なし 

z4：学習者の属性（研究会への参加目的）      Ｂ 

発表内容の向上，研究姿勢の向上 

z5：学習者の属性（学習者の年齢）            Ｂ 

20 歳代，30 歳代，40 歳代，50 歳代以上 

被説明変数 

y’1： FB を受容したかどうか                   Ｃ 

→期待通り／以上のコメントあり：FB 受容あり 

期待以下／外れのコメントのみ：FB 受容なし 

と判定する． 

説明変数 

x’1：学習者が FB 誘起に向けて行った準備水準   Ａ  

→第一段階で y1 として投入した変数を使用 

x’2：FB 機能割合                             Ｄ 

→FB 機能（ⓐ目標設定，ⓑ現状把握，ⓒ次のス

テップ）に着目し，提供者が FB のつもりで

発信した情報のうち，ⓐ＋ⓑ＋ⓒに対する

ⓐ，ⓑ，ⓒそれぞれの割合を求める．どの機

能の FB が多かったかを制御するのが目的． 

制御変数  

z’1：FB 授受の環境の心理的安心感             Ｂ 

主宰者との関係で安心感，他の参加者との関

係で安心感，主宰者･参加者の両方との関係で

安心感 

＜1 対 1 の場合に追加可能な変数＞ 

z’2：FB の発信元                             Ａ 

主宰者，研究会の参加者 

z’3： FB の方法                              Ａ 

口頭，文章，口頭＆文章，点数化して評価 

z’4：FB のタイミング                         Ａ 

その場で，後で 

－27－



Ａ:研究会の文字・画像音声データ 

Ｂ:研究会参加者への年 1 回のアンケート調査 

Ｃ:発表へのコメントについて，発表者が書き込む記

録用シート 

Ｄ:発表へのコメントについて，FB 提供者（＝参加者）

が書き込む記録用シート  

謝辞 

本研究は JSPS 科研費 JP20H01727 より支援を受

けて実施されている． 

参 考 文 献  

(1). Hattie, J. and Timperley, H.: “The power of feedback”, 

Review of Educational Research, Vol.77, No.1, pp.81-

112 (2007) 

(2). Evans, C.: “Making sense of assessment feedback in 

higher education”, Review of Educational Research, 

Vol.83, No.1, pp.70-120 (2013) 

(3). Kabe, S.: “Human resource development in Asia: 

Expected role of higher education”, Kabe. S., 

Ushiyama, R., Hamori S. et al. (eds.), Moving Up the 

Ladder: Development Challenges for Low & Middle 

Income Asia, World Scientific: Singapore, pp. 81-99 

(2016) 

(4). Carless, D and Boud, D.: “The development of 

student feedback literacy: enabling uptake of 

feedback”, Assessment & Evaluation in Higher 

Education, Vol.43, No.8, pp.1315-1325 (2018)   

(5). Sadler, D.R.: “Formative assessment and the design 

of instructional systems”, Instructional Science, 

Vol.18, pp.119-144 (1989) 

(6). Wisniewski, B., Zierer, K. and Hattie, J.: “The power 

of feedback revisited: A meta-analysis of educational 

feedback research”, Frontiers in Psychology, Vol.10, 

Article 3087, pp.1-14 (2020) 

(7). Wenger, E.: “Communities of Practice: Learning, 

Meaning, and Identity”, Cambridge University Press， 

Cambridge: U.K.（1997） 

(8). 平山るみ, 楠見孝：“批判的思考態度が結論導出プロセ

スに及ぼす影響－証拠評価と結論生成課題を用いての

検討－”,教育心理学研究, 第52巻2号(2004), pp.186-

198(2004) 

(9). Wiggins, G.: “Seven keys to effective feedback”, 

Feedback for Learning, Vol.70, No.1, pp.10-16 (2012) 

(10). Ramani, S., Kӧnings, K., Ginsburg, S. et al.: “Twelve 

tips to promote a feedback culture with a growth 

mind-set: Swinging the feedback pendulum from 

recipes to relationships”, Medical Teacher, Vol.41, 

No.6, pp.625-631 (2019) 

 

－28－



遠隔授業不適切学習行動と学習動機づけとの関係分析  
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Relationship between Learning Motivation and Inappropriate 

Learning Behavior in Distance Learning 

Hidetaka SHIRASAWA*1, Hiromi IWAYA*1 
*1 Tokai University, *2 Kawasaki City College of Nursing 

遠隔授業はコロナ禍での暫定措置で終わらず，今後も継続的に大学・短大の授業形態の１つとして利用

されていくと予想される．しかし，遠隔授業ならではの不適切学習行動が指摘されており，対策に頭を

悩ませている教員も多数いると予想される．不適切学習行動については現在のところ十分な分析や研究

が行われていない．そこで，我々は遠隔授業不適切学習行動の頻度と同時に学習動機づけ尺度を調査し，

不適切行動がどのような頻度で行われ，学習動機づけと関連があるかどうかを検証する分析を行なった．

分析の結果，不適切学習行動と学習動機づけとに関連があることが示された． 

キーワード: 遠隔授業, 学習方略, 動機づけ 

1. はじめに 

大学等における遠隔授業の取扱いでは，同時性又は

即応性を持つ双方向性(対話性)を有し，面接授業に相

当する教育効果を有すると認められる授業科目につい

ては，遠隔授業の授業時数が半数を超えないという条

件で面接授業の授業科目として取り扱うことができる

という発表がなされた(1)．遠隔授業はコロナ禍の緊急

措置として導入されたが，今後の大学の授業において

も,遠隔授業の形態で実施される授業が一定数残って

いくことが予想される． 

遠隔授業では，教師や仲間からの影響が少なくなる

ため，自分の学習プロセスに主体的に関与していくこ

とがより一層求められる．しかしながら，これまで著

者らが行った遠隔授業における主体的学習に関する調

査では，遠隔授業の仕組みを利用した不適切な学習行

動（以後「不適切学習行動」）の存在が明らかになって

いる(2)．遠隔授業の不適切学習行動については，学業

上の不正行為としての報告(3) (4)はあるが，遠隔授業の

問題点としての指摘にとどまり，不適切学習行動の実

態やその要因に関する報告は限られている．  

一方，遠隔授業の学習環境と学習効果を調査した研

究では，「機器トラブルが心配」「課題提出状況の提示」

「学内Wi-Fi環境の整備」「アプリケーションの充実」

といったシステム面や，「課題の負担が大きい」「教員

や学生とのコミュニケーションが図りにくい」といっ

た授業方法に対するニーズが高い傾向にあり，「意見や

質問がしづらい」「知識や技術が身についているか心配」

「集中力が続かない」など自身の学習パフォーマンス

に対する意見は前者に比べて少ない割合となっている

(5)．この結果を見ると，学生のニーズは授業への興味

や関心，内容の習熟よりもシステム面に向いているこ

とが読み取れる． 

遠隔授業では，学ぶことに積極的な学生ほど学習へ

の取り組みやすさを感じていることが報告されており

(6)，不適切学習行動をとる学生ほど，自律的な動機づ

けが低いことが予想される。そこで本研究では，遠隔

授業における不適切学習行動と学習動機づけとの関連

について分析をおこない，不適切学習行動をとる学生

の動機づけの状態を明らかにする． 

2. 質問項目 

遠隔授業における学習行動調査には，46問で構成さ

JSiSE Research Report 
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れる遠隔授業用主体的学習分類尺度の開発で使用して

いる質問項目を利用した(2)．遠隔授業時の学習行動頻

度に関する各質問項目に対して，「ほとんどしない

(10%以下)」から「いつもする(90%以上)」までの５件

法で回答させた．今回の分析に使用した不適切行動の

質問項目は表 1に示す． 

表 1 遠隔授業不適切行動質問項目 

設問 設問内容 
Q8 体調不良や特別な事情がなくても，単位認

定に影響がない範囲で授業を欠席する 
Q27 ライブ授業にアクセスはしているが視聴し

ていない（寝る・離席するなど） 
Q28 ライブ授業にアクセスはしているが，その

授業とは関係のない作業をしている（別の

授業の課題・ネット閲覧・スマホ操作、移動

中など） 
Q29 オンデマンド動画の再生はするが，視聴は

しない（寝る・離席するなど） 
Q30 オンデマンド動画の再生をしながら，その

授業とは関係のない作業をしている（別の

授業の課題・ネット閲覧・スマホ操作、移動

中など） 
Q32 ライブ授業では冒頭だけアクセスして途中

で退室する 
Q34 課題内容がほぼ空欄でも提出する 
Q35 重要語句や答えだけを丸暗記する 
Q39 課題実施にライブ授業録画やオンデマンド

動画の視聴が必要であっても，見ずに課題

を実施する 
Q40 理解できない授業は途中で視聴をやめる 
Q42 課題やレポートは友人の解答を写したり、

少し改変したりして提出する 
 
Q27, Q28, Q29, Q30, Q32, Q39, Q40は遠隔授業提

供の仕組みを利用した不適切行動で，著者らを含む 3

名の研究者が参加した学会や FD 研究会などの報告事

例を参考に抽出したものである．Q8, Q34, Q35, Q42

は対面授業でも見られる不適切行動で，遠隔授業にお

いても行っていると予想される行動である． 

この学習行動頻度と比較分析をする尺度として，岡

田らの大学生用学習動機づけ尺度(7)を用いた．この尺

度は 5件法 34問で構成され，「外発」「取り入れ」「同

一化」「内発」の４つの下位尺度で構成される． 

2.1 調査方法 

調査は２つの大学・短大にて 2021年度に実施した．

１つの大学は２キャンパスで調査したが，学部学科が

全く異なるため，実質的には３大学での調査と同等で

ある． 

Web フォームを用意し，QR コード及び URL を提

示して回答を依頼した．1〜2週間程度の回答期限を設

け，回答者の都合の良い時間に PC またはスマートフ

ォンなどで回答してもらった．回答欄末尾に「研究利

用拒否」欄を設け，この欄にチェックした回答につい

ては分析対象から除外した．最終的に得られた研究利

用可能な有効回答は 415件であった． 

2.2 倫理承認 

本調査にあたっては東海大学「人を対象とする研究」

に関する倫理委員会（承認番号 21032）の承認を得て

実施した． 

3. 分析結果 

3.1 遠隔授業不適切行動の頻度分布 

表 1 で示した遠隔授業不適切行動の回答分布を表 2

に示す．Q32の「ライブ授業では冒頭だけアクセスし

て途中で退室する」を 50％以上の頻度で行っている学

生は 1.7%(n=7)と少ないながらも存在していることが

確認できた．Q28，Q30の「授業中に授業とは関係の

ない作業をする」を 50%以上の頻度で行っている学生

は，それぞれ 18.1%(n=75)，13.7%(n=57)と少し多く

なっている．遠隔授業は教員の監視の目が届かないこ

とと，集中力を維持するのが対面授業と比べて難しい

ことが原因と考えられる．Q39「学習動画を視聴せず

に課題を実施する」の行動をさせないための工夫は

FD 研究会などでも散見されるが，今回の調査でも

50%以上の頻度で行っている学生が 9.5%(n=40)存在

していることが確認できた．これは課題の負担が大き

いことと関連していると考えられる．Q35「重要語句

や答えだけを丸暗記する」は対面授業でもよく見られ

る行動で， 50%以上の頻度で行っている学生が

27.2%(n=113)と遠隔授業においても多いことがわか

る．その他の不適切行動を 50%以上の頻度で行う割合

も 5〜10%程度になっており，教員の直感的な認識通

り少ないながらも存在していることが確認できた． 
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表 2 遠隔授業不適切行動の回答数(%) (n=415) 

設問 ほ
と
ん
ど
し
な
い(10%

以
下) 

と
き
ど
き
す
る(30%

程
度) 

す
る
と
き
と
し
な
い
と
き
が
あ
る(50%

) 

よ
く
す
る(70%

程
度) 

い
つ
も
す
る(90%

程
度) 

Q8 331 
79.8% 

26 
6.3% 

24 
5.8% 

20 
4.8% 

14 
3.4% 

Q27 287 
69.2% 

82 
19.8% 

23 
5.5% 

18 
4.3% 

5 
1.2% 

Q28 201 
48.4% 

139 
33.5% 

51 
12.3% 

20 
4.8% 

4 
1.0% 

Q29 320 
77.1% 

56 
13.5% 

23 
5.5% 

13 
3.1% 

3 
0.7% 

Q30 242 
58.3% 

116 
28.0% 

40 
9.6% 

13 
3.1% 

4 
1.0% 

Q32 394 
94.9% 

14 
3.4% 

3 
0.7% 

3 
0.7% 

1 
0.2% 

Q34 359 
86.5% 

33 
8.0% 

13 
3.1% 

3 
0.7% 

7 
1.7% 

Q35 174 
41.9% 

128 
30.8% 

79 
19.0% 

31 
7.5% 

3 
0.7% 

Q39 311 
74.9% 

64 
15.4% 

29 
7.0% 

6 
1.4% 

5 
1.2% 

Q40 324 
78.1% 

64 
15.4% 

20 
4.8% 

6 
1.4% 

1 
0.2% 

Q42 366 
88.2% 

29 
7.0% 

17 
4.1% 

1 
0.2% 

2 
0.5% 

3.2 不適切学習行動頻度と動機づけの分析 

表 2の不適切学習行動頻度で「ほとんどしない」と

「ときどきする」と回答したグループを低群，「すると

きとしないときがある」「よくする」「いつもする」と

回答したグループを高群として２つに分けた．低群と

高群で４種類の動機づけについて差があるかを検証し

た結果を表 3〜6 に示す．動機づけの分布は正規分布

を仮定できないため，有意差の検定には Mann-
Whitneyの U検定を用いた． 

Q35「重要語句や答えだけを丸暗記する」は全ての

動機づけで有意差が見られる．Q35の高群は学びの喜

びや必要性よりも義務感で学習していることがわかる．

Q39「動画を見ずに課題を実施する」，Q40「途中で視

聴を止める」の高群も外発的動機づけに有意差があり，

義務感で学習を行っていることがわかる．単位取得を

意識させて安易に学習を促すとQ35, Q39, Q49のよう

な行動が増える可能性が示唆される．一方，Q27, Q28, 

Q29, Q30, Q32の遠隔授業中に寝たり別の作業をした

り退出したりなどの高群は外発的動機づけには有意差

がなく，内発的動機づけが有意に低い．学ぶ意義や楽

しさを理解できないためにアクセスはするが集中力が

続かないといえる．遠隔授業は教員が学生の様子を随

時監視して学習を促すことが難しい．オンデマンド形

式ではほぼ不可能である．遠隔授業で効果的な学習を

促すには，対面授業以上に丁寧な学習意義の説明や学

びの必要性の理解を促すことが重要であることが改め

て明らかになったといえる． 

表 3 不適切学習頻度と動機づけ（外発） 

設問 群 n m±SD p値 
Q8 低群 

高群 
357 
58 

2.0±1.0 
2.3±1.2 0.079 

Q27 低群 
高群 

369 
46 

2.0±1.0 
2.2±1.1 0.135 

Q28 低群 
高群 

340 
75 

2.0±1.0 
2.2±1.2 0.233 

Q29 低群 
高群 

376 
39 

2.0±1.0 
2.3±1.1 0.077 

Q30 低群 
高群 

358 
57 

2.0±1.0 
2.2±1.1 0.162 

Q32 低群 
高群 

408 
7 

2.0±1.0 
2.8±1.2 0.052 

Q34 低群 
高群 

392 
23 

2.0±1.0 
2.3±1.2 0.235 

Q35 低群 
高群 

302 
113 

1.9±1.0 
2.3±1.0 0.000 *** 

Q39 低群 
高群 

375 
40 

2.0±1.0 
2.5±1.1 0.001 ** 

Q40 低群 
高群 

388 
27 

2.0±1.0 
2.6±0.9 0.001 ** 

Q42 低群 
高群 

395 
20 

2.0±1.0 
2.4±1.0 0.069 

* p<.05   ** p<.01   *** p<.001 

表 4 不適切学習頻度と動機づけ（取り入れ） 

設問 群 n m±SD p値 
Q8 低群 

高群 
357 
58 

3.2±0.8 
3.1±0.8 0.414 

Q27 低群 
高群 

369 
46 

3.2±0.8 
3.1±0.9 0.577 

Q28 低群 
高群 

340 
75 

3.2±0.8 
3.2±0.9 0.782 

Q29 低群 
高群 

376 
39 

3.2±0.8 
3.2±0.9 0.547 

Q30 低群 
高群 

358 
57 

3.2±0.8 
3.2±0.8 0.961 
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Q32 低群 
高群 

408 
7 

3.2±0.8 
3.1±0.6 0.839 

Q34 低群 
高群 

392 
23 

3.2±0.8 
3.0±0.8 0.193 

Q35 低群 
高群 

302 
113 

3.1±0.8 
3.4±0.7 0.006 ** 

Q39 低群 
高群 

375 
40 

3.2±0.8 
3.1±0.7 0.330 

Q40 低群 
高群 

388 
27 

3.2±0.8 
3.1±0.5 0.277 

Q42 低群 
高群 

395 
20 

3.2±0.8 
3.0±0.8 0.305 

* p<.05   ** p<.01   *** p<.001 

表 5 不適切学習頻度と動機づけ（同一化） 

設問 群 n m±SD p値 
Q8 低群 

高群 
357 
58 

4.1±0.8 
3.6±0.9 0.001 ** 

Q27 低群 
高群 

369 
46 

4.0±0.8 
3.6±0.9 0.001 ** 

Q28 低群 
高群 

340 
75 

4.1±0.8 
3.7±1.0 0.004 ** 

Q29 低群 
高群 

376 
39 

4.1±0.8 
3.7±1.0 0.060 

Q30 低群 
高群 

358 
57 

4.0±0.8 
3.6±0.9 0.001 ** 

Q32 低群 
高群 

408 
7 

4.0±0.9 
3.6±0.6 0.083 

Q34 低群 
高群 

392 
23 

4.0±0.8 
3.7±1.2 0.171 

Q35 低群 
高群 

302 
113 

4.1±0.8 
3.8±0.9 0.002 ** 

Q39 低群 
高群 

375 
40 

4.0±0.8 
3.7±0.8 0.014 * 

Q40 低群 
高群 

388 
27 

4.0±0.9 
3.5±0.7 0.000 *** 

Q42 低群 
高群 

395 
20 

4.0±0.8 
3.4±0.9 0.002 ** 

* p<.05   ** p<.01   *** p<.001 

表 6 不適切学習頻度と動機づけ（内発） 

設問 群 n m±SD p値 
Q8 低群 

高群 
357 
58 

3.6±0.7 
3.3±0.7 0.003 ** 

Q27 低群 
高群 

369 
46 

3.6±0.7 
3.2±0.8 0.000 *** 

Q28 低群 
高群 

340 
75 

3.7±0.7 
3.2±0.8 0.000 *** 

Q29 低群 
高群 

376 
39 

3.6±0.7 
3.1±0.8 0.000 *** 

Q30 低群 
高群 

358 
57 

3.7±0.7 
3.2±0.7 0.000 *** 

Q32 低群 
高群 

408 
7 

3.6±0.7 
2.9±0.6 0.009 ** 

Q34 低群 
高群 

392 
23 

3.6±0.7 
3.3±0.8 0.062 

Q35 低群 
高群 

302 
113 

3.7±0.7 
3.3±0.7 0.000 *** 

Q39 低群 
高群 

375 
40 

3.6±0.7 
3.3±0.8 0.011 * 

Q40 低群 
高群 

388 
27 

3.6±0.8 
3.2±0.5 0.001 ** 

Q42 低群 
高群 

395 
20 

3.6±0.7 
3.0±0.8 0.001 ** 

* p<.05   ** p<.01   *** p<.001 

4. まとめ 

今回の調査で，FD 研究会などにおいて教員の不満

として口にされる不適切学習行動が 1人 2人の特例で

はなく，一定数存在していることが確認できた．また，

課題提出に関わらない不適切学習行動は内発的動機づ

けが低いことに起因していることがわかった． 
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学びを重視するオンライン PBL の開発と実践 

：高校生を対象とした PBL コンペティション 
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Development and Implementation of Online PBL with 

Emphasis on Learning: A Competition for High School 

Students 

Koji Tanaka*1, Takatomi Miyata*2, Takashi Fukue*3, Tatsuya Kitagawa*1, Tatsuya Kimura*2, 

Masahiro Ura*1 

*1 College of Informatics and Human Communication, Kanazawa Institute of Technology 

*2 Academic Foundations Programs, Kanazawa Institute of Technology 

*3 College of Engineering, Kanazawa Institute of Technology 

In this study, we refocused on the “L” component of PBL by developing and implementing a PBL-

style competition for high school students, who will become the next generation of human resources. 

Through the program, they will learn how to acquire the necessary knowledge and skills for 

identifying and solving various challenges. The program centers not only on the ideas proposed, 

but also on evaluating the process of learning through each activity to make participants aware of 

the learning process. This paper compiled a summary explanation of the program that was 

developed, and analyzed the learning effects on participants from their reflective writing. The 

findings showed that the participants recognized the enjoyment of inquiry-based activities, the 

importance of determining their current states, the need to exchange opinions with diverse 

perspectives, and the importance of how to communicate. The results also indicated that their 

motivation to conduct inquiries and have exchanges with others increased. 

キーワード: PBL，アクティブラーニング，学び方の学び 

1. はじめに 

2022 年度より高等学校科目に「総合的な探究の時

間」が新設され実施される．その方向性を定める平成

30 年（2018 年）告示の学習指導要領では，次世代人

材に必要な資質・能力が「学びに向かう力，人間性な

ど」「知識および技能」「思考力，判断力，表現力」と

して整理されている（1）．また，これらの資質・能力

を育成するための方法として，主体的・対話的で深い

学び（アクティブラーニング）の視点から授業を設

計・改善することが挙げられている（1）．アクティブ

ラーニングを実現するための方法の一つとして PBL

（Project/Problem Based Learning）が挙げられ，

これまでも，旧科目の「総合的な学習の時間」や大学

での科目で積極的に取り入れられてきた．一方，

PBL の実践においては，問題解決が目的になり，「学

び」がおざなりになってしまっている現状がしばしば

見受けられる．そこで本研究では，PBL の「L（学

び）」の部分に改めて焦点を置き，問題発見・解決の

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)
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ために必要な知識や技能の学びを創出するスキル（学

びに向かう力）を学ぶ PBL 型教育プログラム（以下，

本プログラムと称す）を開発し，実施を通じて，その

有効性を検討する．本研究のリサーチクエッションは，

（1）PBL の L に目を向けるための PBL はどのよう

なものか？（2）PBL において，プロジェクトによる

問題発見解決活動と学習活動を並行して思考するよう

になるためには，どのようにすればよいか？（3）プ

ログラム終了後の学びを考えることを促すようなトピ

ックはどのようなものか？としてまとめられる．本稿

では，瀬田（2）の実践研究のリサーチクエスチョンの

構成素（以下，Y モデルと称す）に基づき，本プログ

ラムを概説し，プログラム中に提出された課題から，

学習者がどのような学びを得たのかを探究する． 

2. PBL 型教育プログラム 

Y モデル（2）では，リサーチクエスチョンの構成素

を，教材，教授戦略，学習者像，および，達成したい

学習目標として整理している．これら構成素の関係性

は，想定する学習者像に対して，学習目標が設定され，

その実現に，教材，教授戦略が用いられると捉えるこ

とができる．以下では，構成素に沿って，本プログラ

ムを概説する．なお，本プログラムは，大学生を対象

とした PBL（3）（4）の教材を基礎に，高校生を対象と

した PBL に再構成したものである． 

2.1 想定する学習者像 

PBL において，プロジェクトによる問題発見解決

活動（以下，プロジェクト活動）を実施するために，

小・中学校で蓄えてきた知識を活用していくことがで

きる高校生を対象とする．高校生は，学ぶことと自己

の将来との繋がりを見通し，そのなかで，主体的に進

路を選択できるようになることが求められている（5）．

しかしながら，本プログラムに参加する高校生を含む

多くの高校生が，学びに向かう力について意識的に学

んだ経験がないことが想定できる．一方，本プログラ

ムは，プログラム参加者を公募したことから，主体性

を持つ高校生が応募してくることが予想される． 

2.2 達成したい学習目標 

学びに向かう力は，一朝一夕で身につくものではな

い．そのため，アイデアソンのような短期間の取り組

みでの目標に掲げることは合理的ではない．そこで，

本プログラムでは，学びに向かう力に対する感度を高

め，日々の活動の中で自分の学びに目を向け，学び方

を学び続ける動機づけの向上を学習目標として設定す

る．さらに，下位目標として，「学び方」「問題発見解

決プロセス」「問題発見解決スキル」「問題を抱える対

象」に対する認識の促進を設定する．こうした目的の

階層化によって，構成主義的な学習活動に対応する． 

2.3 学習者にとっての学習目標達成の困難性 

(D1) 自身が通う高校以外の生徒と学びあう経験が少

ない． 

PBL はその過程で他者との議論が必要になること

から，対話的な学びを誘発する．対話的な学びにおい

て，価値観や考え方の異なる他者との相互作用が重要

視されており（6），大学の PBL においては，専門・学

科を超えたメンバーで構成されるグループによる

PBL が積極的に取り入れられてきている（7）（8）．一方，

高校生が参加する PBL の多くが，学内外での実施を

問わず単一の高校でメンバーが構成され，他校の生徒

と学び合うことは稀である． 

(D2) 主体的な学びに対する誤概念を抱えている． 

学習者自らが学びを進めるにあたり，他者や他の事

例は有用な資源であり，他者への援助要請は，学習の

困難性に対処する有効な方略として知られている（9）．

それにも関わらず，PBL で求められる「自分で考え

る」という言葉を，一部の学習者は表層的に受け取り，

専門家や教員などを頼ってはいけないと思い込み，質

問をためらい，受け身で情報を待つ傾向が強い． 

(D3) プロジェクト活動に関する専門性から対話相手

を探す経験がない． 

多くの高校生にとって，プロジェクト活動に必要と

考える知識を面識のない教員が有しているかを判断す

ることは容易ではない．そのため，プロジェクト活動

の援助要請相手として多くの専門家や教員を提示した

としても，プログラムの進行に携わる教員を対話相手

に指名するという，消極的な選択が発生することが懸

念される． 

(D4) 自身の置かれた学習環境を広く捉える経験がな
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い． 

学習者が自身の学びを調整しようとしたとき，自身

の内面世界（認知や動機づけ）の調整に加えて，学習

環境など外面世界の調整も視野に入れる必要がある

（10）（11）．一方，多くの高校生は，学習環境を，学校

や塾，自宅といった「勉強するところ」と捉え，コミ

ュニティや地域が保有する学びのポテンシャルに認識

が及ばない．  

(D5) プロジェクト活動と学習活動を並行して思考す

ることが難しい． 

学習という認知過程（対象レベル）をモニタリング

しコントロールするためには，メタ認知スキル（メタ

レベルでの認知）が必要である．しかし，多くの学習

者が，オブジェクトレベルでの活動に認知資源を費や

してしまい，自身の学習過程の吟味が曖昧になりがち

であることが問題視されている（6）．特に，PBL にお

いては，問題解決に主眼が置かれ，学習過程に意識が

向かないことは少なくない． 

2.4 真正な学習環境の制約に起因する学習目標達成

の困難性 

(D6) オンライン環境において，面識のない学習者同

士で顔を出してコミュニケーションをとること

に抵抗感を持つ． 

ディジタルデバイスを介した対話は，視聴覚情報を

対話相手に知られることなく容易に保存できるため，

プライバシーの観点での不安が生じる．大学における

オンライン授業においても，既に面識があるにもかか

わらず，グループディスカッション時の顔出しに対し

て拒否感や抵抗感を学生が抱いており（10），面識のな

い高校生同士であれば，その傾向は顕著であることが

想像できる．  

(D7) 複数の高校の生徒が集まるためには，長期に渡

る活動は現実的ではなく，短期間で実践するこ

とが必要である． 

休暇中に補習を行う高校も多く，複数の高校でそれ

ぞれの行事日程が異なる．そのため，複数の高校の生

徒によるチーム編成で PBL に取り組むためには，数

日程度の活動が現実的である．  

2.5 統合設計（教授戦略設計・教材設計） 

2.5.1 PBL の活動の場となるオンライン環境（D1，

D6 の軽減） 

上述の通り，広範囲の学校から参加者を募るイベン

トでは，学校単位ごとのチームとすることが多い．本

プログラムでは，学校混成型でチームを構成する．遠

隔地にある複数の高校をオンラインで繋ぐことで，自

身の高校では出会うことができなかった他高校の生徒

との出会いを創出する．本プログラムでは，オンライ

ンビデオコミュニケーションサービスである

「Gather town」を利用する．このサービスでは，ア

バターによる視聴覚コミュニケーションが可能である

ため，学習者が顔出ししない状態で非言語情報を含む

対話が可能である．さらに，学習者自身のアバター同

士の距離の概念を採用しており，より現実場面に近い

空間でのコミュニケーションが可能である．Gather 

town での活動は，知識共創時間割（詳細は 2.5.2）外

の時間にもアクセス可能である． 

2.5.2 知識共創時間割（D2 の軽減） 

活動の遂行に必要な専門家との対話を行うための，

フレキシブルな時間割を，学習者自身で考える学習活

動（知識共創時間割の作成）を行う．これにより，学

習者自らが必要であると考えた知識を，自ら必要であ

ると考えたタイミングで学ぶ経験を得ることができる． 

本プログラムでは，「導入」の 3時限（1時限 50分），

「発表・評価」の 3 時限は固定されていたが，固定さ

れた 6 時限以外の空白の 15 時限分の時間割を，「自主

活動」を 6 時間以上，「教員との対話」を 6 時間以上

という規定のなかで作成させた．その際，昼休みも固

定せず，各グループが自身で設定した． 

2.5.3 対話候補者推薦システムβ（D3 の軽減） 

高校生が適切な専門家との対話機会を設定できるよ

うに，自身の抱える問題から対話候補者を AI（が推

薦するシステム（以下，推薦システムとする）を構築

した（図 1）．なお，推薦システムには，AI 搭載検索

エンジンである IBM Watson Discovery（WD）が用

いられた．WD は，「説明テキストとクラス名」が対

になった大量のデータを学習させ，ユーザが新たに入

力したテキスト情報から，どのクラスに分類できるか

を確信度（0～1）として出力するものである．推薦
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システムでは，本プログラムに協力する教員に ID を

割り当てクラスとし，その対となる説明テキストとし

て，各教員の大学 Web サイトの教員紹介ページ，

researchmap などのデータを学習させている． 

推薦システムでは，学習者が質問したい内容の短文

やキーワードを入力すると（図 1 (a)），質問に対応で

きると考えられる対話候補者が，WD の分類確信度に

基づいて，三名提示される（図 1 (c)）．対話候補者は，

分類確信度に準じて，0.6 以上が「松」，0.3 以上が

「竹」，0.3 未満が「梅」として提示される．また，

新たな発想を促進する新結合の観点から，適合度とは

無関係に一名の対話候補者が「籤」として提示される

仕様とした．「籤」の抽出については，現段階では，

無作為によるものであるが，何らかの条件が必要であ

るかも含め，抽出方法の検討が必要である．なお，推

薦結果の画面で短文やキーワードを入力することで，

分類確信度が向上する（図 1 (d)）．さらに，候補者を

選択すると，対話候補者の詳しい情報にアクセスする

ためのリンクと，知識共創時間割の対象時間中の対応

可能時間が提示される（図 1 (e)）． 

2.5.4 提案されるアイデアと学びの過程の両方が対象

となるコンペティション（D4 と D5 の軽減） 

多くのアイデアソンでは，提案されるアイデアだけ

がコンペティションの対象となる．本プログラムでは，

活動を通した学びの過程もその対象とする．学びとは

経験を意味づけることであり，野中（12）は，経験を他

者と共有し意味づける行為を「もの語り」と称し，め

まぐるしく変化する現実に合うように経験や活動の物

語をもの語ることの必要性を唱えている．PBL にお

いて，学習者が自分たちのプロジェクト活動の経験か

ら個人の知を構築し，聞き手の経験に共感的に響くス

トーリーとして経験を共有し，意味づける活動が必要

であるといえる．そこで本プログラムでは，学びの過

程のスライド口頭発表をコンペティションの対象とす

ることで，活動の繋がりを意識した振り返りや．ター

ニングポイントを意識した振り返りの機会を提供する．

学びの過程は学習者ごとに異なり，それに優劣をつけ

るのは好ましいことではない．本プログラムで評価し

ているのは，学びの過程そのものではなく，学びの過

程の表現（もの語り）である． 

2.5.5 「学都圏“いしかわ”創成」というテーマ設定

（D4 の軽減） 

上述の通り，学習者の学習への資源の配分がオブジ

ェクトレベルに割り当てられてしまうことで，メタレ

ベルへの意識が弱くなる．そのため，テーマ自体が学

習者自身の学びに目を向ける仕組みとして機能する必

要がある．そこで本プログラムでは，「学都圏“いし

かわ”創成」を PBL のテーマとして設定した．学都

圏は筆者らによる造語であり，学びの都市および都市

間の学びの繋がりから構成される学習共同体のことを

意味する．この定義は，筆者らの一つの解釈であり，

筆者らがそうであったように，学習者がその定義自体

を考える過程も「学びとは何か」を考える機会になる

と考えている．そのため，学習者には筆者らの考える

学都圏に対する解釈を明に伝えていない．また，学習

者が在籍する複数の高校が設置されている地域を圏と

して捉えやすくするために都道府県名（石川）を明に

記した．  

図 1 対話候補者推薦システムβ 
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3. オンライン PBL コンペティション 

3.1 実施概要 

高校生が自身で地域一帯の学習環境に対して思考す

る経験は，多くの高校生にとって初めての学習体験と

なる．さらに，遠隔地にある複数の高校をオンライン

で繋ぐことで，自身の高校では出会うことができなか

った他高校の生徒との出会いが生まれる．初めての学

習体験を初めて出会うメンバーと協同する経験は，自

己成長に資する「学び」を探究する動機づけを高める

契機となる．また，本プログラムは提案するアイデア

と活動を通した学びの過程の二つの観点から評価する

特徴を有している．これら特色あるプログラムによっ

て次世代人材の育成に貢献する． 

本プログラムは，2021 年 8 月 18 日から 20 日の三

日間で実施された（表 1）．参加者は，複数の高校か

ら集まった高校生 6 名であった．また，参加者の活動

を支援するためのファシリテータとして大学生 6 名を

配置した．チーム数は，導入の時間（表 1）において，

学びを最大化するという観点から参加者とファシリテ

ータの話し合いのもと，2 チーム（1 チーム 3 名）と

なった．そこで，ファシリテータは，各チームに 2 名

ずつ，両チームを俯瞰する 2 名とする体制をとった． 

3.2 知識共創時間割 

学習者の対話相手として，「金沢市近郊 私立大学等

の特色化推進プラットフォーム」に加盟する 5 機関

22 名（A 大学 13 名，B 大学 5 名，C 大学 2 名，D 大

学 1 名，E 大学 1 名）の教員が参加した．各チームの

知識共創時間割を表 1 に示す．チーム 1 は，3 名の教

員と 4 回，チーム 2 は，5 名の教員と 6 回の対話を実

施した． 

本プログラムでは，「自主活動」を 6 時間以上，「教

員との対話」を 6 時間以上という規定を設けていたが，

チーム 1 はこれを満たすことができなかった．初日に

対話を設定しなかったことが二日目以降に影響してお

り，活動の見通しを立てる困難性を経験する機会であ

ったといえる． 

3.3 「提案」と「もの語り」 

最終日の発表会では，「提案」5 分，「提案」の質疑

応答 10 分，「もの語り」5 分，「もの語り」の質疑応

答 10 分の合計 30 分をチームの持ち時間とした．最終

日の発表会で各チームから発表された「提案」と「も

の語り」を表 2 に示す．チーム 1 からは，教員との対

話で考えが明確化され，大学での学びの拡大が提案さ

れた．チーム 2 からは，大学・企業・高校生連携とい

う提案が，他分野の教員との対話から生まれたことが

発表された． 

初日の導入部において，最終日の発表に関しては，

「提案」「もの語り」の順で説明を行った．これは，

「もの語り」を学びの過程としてではなく，「このよ

うな活動から生み出されたのが，次の提案です」とい

ったように，提案の導入的な位置づけで考えてしまう

ことを避けるためであった．なお，この意図について

は，初日の導入部において明示的に説明していなかっ

たことから，最終日に，チーム 1 のファシリテータか

ら運営側に，発表順序の入れ替えの相談があった．そ

の際に，「初日の説明が『提案』『もの語り』の順であ

ったことの意味を考えて，そのうえで順を変更したい

チーム 1 2 1 2 1 2

1(09:00-09:50)
C氏

(A大学)
G氏

(E大学)

2(10:00-10:50)

3(11:00-11:50)
D氏

(A大学)
E氏

(A大学)

4(12:00-12:50)
B氏

(A大学)

5(13:00-13:50)
F氏

(C大学)

6(14:00-14:50)
A氏

(A大学)
D氏

(A大学)
G氏

(E大学)

7(15:00-15:50)
B氏

(A大学)

1日目(8/18) 2日目(8/19) 3日目(8/20)

導入

発表
評価

表 1 知識共創時間割の枠と実施された対話 表 2 発表された「提案」と「もの語り」の概要 

チーム1

チーム2

学都圏において大学・企業・
高校生が一体となり新しい製
品やサービスを生み出す／学
都圏に参加する高校生の進学
が期待（大学）／高校生の発
想を製品開発に利用可（企
業）／高校在学中に大学の単
位を取得可（高校生）

このプログラムを広めるとい
うアイデアを出す／教員との
対話でアイデアの方向性の困
難さを自覚／学都圏"いしか
わ"を自分たちで定義／多分
野の教員との対話が必要→実
施／提案に至りそれが伝わる
発表を考えた

もの語り 提案

学都圏創成に向けて言葉の定
義を考える／教員との対話で
定義を明確化／定義に基づい
てテーマを決定／学ぶことに
ついて考え教員との対話で明
確化／学びの手段について考
え教員との対話で明確化

大学で学べる分野を増やす／
現状では伝統工芸など大学で
学問として学べず学生のその
分野への好奇心が無駄になっ
てしまう／それらを大学で学
べるようにする／大学間連携
も促進する

提案 もの語り
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のであれば構わない」旨で返答したため，チーム 1 は，

「もの語り」「提案」の順で発表すると自分たちの考

えで判断した．  

4. 学習効果分析 

学習者が提出した課題，自己評価シート，振り返り

シートを分析することで，本プログラムの効果を検討

する．学習者 6 名のうち，本人・保護者の同意が得ら

れた 5 名のデータを分析対象とした． 

4.1 自己評価シート 

学習者が，自身の現状を認識する仕組みとして，活

動に対する自己評価を求めた．プロジェクト活動の問

題解決の対象が，（その多くが）外面世界の課題であ

るのに対して，自己調整学習では問題解決の対象が内

面世界（学習過程）の課題であるといったように，問

題解決の対象が異なるだけで二つのプロセスは同型で

あるといえる（3）（4）．そこで自己評価の項目として，

自己調整学習（9）および経験学習（13）（14）の先行研究

を基に作成された 15項目（4）を高校生用に表現を変更

して使用した（表 3）．自己評価のタイミングは，導

入の最後のコマ（初日），発表会直前（最終日）の二

回であり，4 件法での回答を求めた（1：まだまだ，

2：まあまあ，3：できる，4：よくできる）． 初日，

最終日ともに提出のあった 4 名の自己評価の平均値は，

初日 2.66（.50），最終日 3.10（.72）であった（括弧

内は標準偏差）．これらの評定値について，Wilcoxon 

表 3 自己評価項目とその平均値 

ID カテゴリ 設問 初日 最終日

01 予見段階 自分で解決したいと思う問題を見つけることができる． 2.75 3.00
(0.43) (0.71)

02 予見段階 自分で見つけた問題を解決することが，自分にとってどのようなメリットがあるかわかる． 2.75 3.00
(0.43) (0.71)

03 予見段階 自分で見つけた問題を解決する方法を，自分たちで考えることができる． 2.75 3.25
(0.43) (0.83)

04 遂行段階 自分で見つけた問題を解決する方法を，実行することができる． 2.50 2.50
(0.50) (0.50)

05 遂行段階 自分で見つけた問題を解決する方法を実行してみて，その方法が役立つかどうかを判断することができる． 2.75 3.25
(0.43) (0.83)

06 自己内省段階 自分で見つけた問題を解決する方法を実行してみて，その方法の良い点と悪い点に気づくことができる． 2.75 3.25
(0.43) (0.83)

07 自己内省段階 2.75 3.25
(0.43) (0.43)

08 自己内省段階 2.75 3.25
(0.43) (0.43)

09 プロセスの進行 2.25 3.00
(0.83) (0.71)

10 柔軟性 自分で見つけた問題を解決していく時に，自分とは違う考えを持つメンバーの意見も踏まえて柔軟に考えることができる． 3.00 3.25
(0.71) (0.43)

11 プロセスの俯瞰 2.25 3.25
(1.09) (0.83)

12 具体的経験と挑戦性 自分で見つけた問題を解決していく時に，失敗を恐れずに新しいことや困難なことに挑戦することができる． 2.67 3.33
(0.47) (0.94)

13 内省的観察 自分で見つけた問題を解決していく時に，経験したことをさまざまな点から解釈することができる． 2.75 3.00
(0.43) (1.22)

14 抽象的概念化 自分で見つけた問題を解決していく時に経験したことを，自分なりの法則にして別の場面に当てはめることができる． 2.75 3.00
(0.83) (0.71)

15 能動的実験 自分で見つけた問題を解決していく時に，自分なりの法則に基づいたやり方を別の場面でも使えるかどうかを試すことができる． 2.50 3.00
(0.50) (1.22)

自分で見つけた問題を解決する方法を実行してみて気づいたよい点と悪い点について，なぜそれがよいのか悪いのかという理
由や根拠がわかる．

自分で見つけた問題を解決する方法を実行してみて，その方法の良い点や悪い点とその理由や根拠を考慮して，その方法を継
続するべきか修正するべきかを判断できる．

「解決したい問題を見つける→解決のための方法を考える→その方法を実行する→その方法の良い点・悪い点とその理由や根
拠に気づく→方法の継続・修正」の過程を意識して問題に取り組める．

自分で見つけた問題を解決する方法を実行し継続・修正をしながら，問題の解決に近づくことができた．または，今後解決すべき
新しい問題に気付くことができる．

表 4 重要項目の変化とその評定値 
学習者 初日選択 初日 最終日 最終日選択 初日 最終日

A ID04 2 3 ID07 3 3

B ID11 1 2 ID04 2 2

C ID12 3 4 ID09 3 4

D ID15 2 3 ID07 3 3

表 5 キャッチフレーズとスローガン 

学習者
キャッチフレーズ

（最も大事だと思ったこと）
スローガン

（未来への意気込み）

A 分かりやすくつたえる 伝える

B 意見の交流必要性 今後コミニケーションをとる

C いろんな視点で見よう！ 物事を深堀りしよう！

D 目の付け所をあちこちへ 神様になろう

E 問題解決のため仲間と意見を
出し、その意見をまとめること

ものごとを探究し続けよう
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の符号付き順位検定を適用したところ，有意な傾向が

示されており（Z = -1.841，p = .07），効果量も大き

かった（r = .92）．この結果は，最終日にかけて自己

評価の平均値が高くなったことを示すものといえる．

特に評定値が大きく変化したのは，ID9（0.75 増）と

ID11（1.00 増）であり，ともにプロセスの全体に関

わる項目であった．これらの学びは，学習目標の下位

目標である「問題発見解決プロセス」に相当するもの

であるといえる． 

さらに，自己評価シートでは，評価項目のなかから，

自分にとって最も重要だと思う項目を選ばせ，その理

由を尋ねた．その結果，4 名ともに，初日と最終日で

違う項目が選ばれた（表 4）．この結果は，本プログ

ラムによって学習者の自身が重要とする項目が変化し

たことを示したものといえる．初日に選択した項目に

ついては，4 名中 4 名が最終日の方が初日に比べて評

価値が高かった（表 4）．一方，最終日に選択した項

目については，初日と比較して評定値が向上したのは，

4 名中 1 名のみであった（表 4）．これらの結果は，学

習者それぞれが学習目標を設定し，その学習目標に即

した学習活動を行っており，本プログラムを終えるに

あたり，学習目標を新たに設定したことを示すものと

いえる． 

4.2 キャッチフレーズとスローガン 

発表会後に課した振り返りシートでは，本プログラ

ムの学習経験がどのような経験だったかを概念化する

ことを促すために，学べたことのなかから最も大事だ

と思ったことをキャッチフレーズとして表現させ，そ

の理由を尋ねた．また，これからの学習目標を考える

契機を与えるために，未来への意気込みをスローガン

として表現させ，その理由を尋ねた．表 5 に，学習者

が記述したキャッチフレーズとスローガンを示す． 

キャッチフレーズを考えるにあたって「本プログラ

ムを通して学べたこと」についての回答を求めた（以

下の文中の丸括弧内は，その内容が読み取れる記述を

した学習者記号である）．その結果，チーム内外の

様々な人と意見を交換し（A，B），様々な視点に立っ

てものごとを考えること（C，D）といった，対話的

な学び方を学んでいたことが示された．また，答えの

ないものを探求する楽しさ（D）といった，深い学び

についての記述が得られた．さらに，現状把握の重要

性（C，D）や，わかりやすい発表のあり方（A）に

ついての学びが行われていたことが示された．そのな

かから，キャッチフレーズには，自分とは異なる他者

の視点で考えることによる新たな気づきに関する認識

として「他者との対話の必要性」（B，C，D，E），他

者との対話で得られた意見をまとめることに関する認

識として「意見をまとめることの重要性」（A），発表

を含めた自分の意見を伝える際のわかりやすさに関す

る認識として「わかりやすく伝えることの必要性」

（A）が挙げられており，「対話的な学び方」が重視

されていたことが読み取れる．他者に自分の意見をわ

かりやすく伝え，他者との対話を通して意見をまとめ

ることは，学習目標の下位目標である「問題発見解決

スキル」に相当するものであるといえる．  

一方，スローガンからは，キャッチフレーズと対応

して，「相手に伝えるという意識」（A），「他者と対話

することへの慣れ」（B），「主観的視点と客観的視点

の切り替え」（D）が，今後の学習目標として挙げら

れた．また，「ものごとの深掘りと探究の継続」（C，

E）といった学習目標が挙げられていることから，本

プログラムが，対話的な探究活動への動機づけを高め

るものであったといえる． 

5. おわりに 

本プログラムは，高校生が学校混成型のチームを組

み問題発見解決活動に取り組むものであった．学習者

自身で地域一帯（学都圏として）の学習環境を，新た

に出会った学友と考えるといった本プログラムは，対

話的な学び方の必要性と，探究という深い学びに対す

る動機づけを高める契機となっていたと考えられる．

さらに，学都圏を創成するアイデアと提案された内容

は，自身の現在の学び（高校での学び）と未来の学び

（大学での学び）の拡大であった．現在と未来の学び

に目を向け，学び方の必要性についての認識が進んだ

ことや，深い学びへの動機づけが高まったことは，学

びに向かう力の成長の一助となることが考えられる．  

また，本プログラムでは，学びの過程の表現（もの

語り）をコンペティションの対象とした．学びの過程

が意識されたことが，自己評価においてプロセス全体
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に関する評価項目の評定値を向上させた要因であると

考える．「もの語り」の発表に対する質疑応答の際に

は，審査者は，自己評価シートの内容と関連させて質

問するなど，この発表・質疑応答自体が学びの過程を

振り返る機会となっていることを意識して審査に挑ん

だ．最終日の自己評価シートは，発表会直前に提出さ

れるため，自己評価の変化などを短い時間で把握する

のが困難であった．そのため，審査者が，学習者と自

己評価および自己評価の変化を結びつけて，質問に関

連付けられるポイントを明示的に示すような自己評価

管理システムを開発する必要がある．  

今年度の実践では，プログラムの参加者が少なく，

知識共創時間割で対応する教員とのアポイントメント

を手動で行った．本プログラムの参加者および協力す

る専門家や教員が増えることを考えると，アポイント

メント管理を手動で行うことは合理的ではない．その

ため，知識共創時間割のスケジュール／アポイントメ

ント管理のためのシステムを開発する必要がある． 
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地方自治体職員における情報セキュリティを入り口とした DX 

スキルへとつながる e ラーニング研修の実践報告と展望 
坂本 昌宏*1    都竹 茂樹*1, 2 

*1熊本大学大学院社会文化科学教育部 教授システム学専攻  
*2 熊本大学教授システム学研究センター  

 

Practical Report of e-Learning Training on Information Security 

to Improve DX Skills of Local Government Officials 

Masahiro SAKAMOTO*1   Shigeki TSUZUKU*1, 2 

*1 Graduate School of Instructional Systems, Kumamoto University 
*2 Research Center for Instructional Systems, Kumamoto University 

[概要]Society5.0 を実現するため、DX の推進が必要である。これは全ての組織において言われているが、

特に地方自治体においては、民間企業では 10 年～15 年前に着手された「ペーパーレス化」「スマートデ

バイスの導入」といったレベルのデジタル化すら進んでいないのが現状である。この状態から DX を実

現するために現場の意識変革をどのように実現していくかが、地方自治体において大きな課題となって

いる。これに対して、2021 年 3 月から実施した地方自治体職員個人としても組織人としても重要な情報

セキュリティを切り口として、具体的業務事例に即した情報リテラシー教育を通じて基本的な DX につ

いての興味を喚起する取り組みについて報告を行う。また、これによってＤＸ学習に必要なリテラシー

を身に着けることで、民間事業者が提供する多彩な DX 教材から自らの職場課題に応じた適切講座を選

択し、今後のＤＸの推進を実現するための展望を示す。 

キーワード: DX、地方自治体、情報セキュリティ、情報リテラシー、e ラーニング 

1. はじめに 

1.1 地方自治体における DX 人材育成の状況 

令和 2 年 12 月 25 日付けで、総務省により「自治体

デジタルトランスフォーメーション（DX）推進計画」

が公表され、都道府県及び政令市はこれに基づき、独

自の DX 推進計画の策定を行うこととなった。 

しかし、デジタル化が進んだ民間企業における事例

を基に DX を推進しようと試みても、民間企業の大多

数はその市場競争に勝利するため、既に各種データの

活用や、ペーパーレス化の実現、スマートデバイスの

活用など、少なくとも Society4.0 へのバージョンアッ

プは実現している。 

一方で地方自治体においては、少なくともペーパー

レス化への取り組みとして電子決済を導入したことが、

2018 年のニュースになったが（「はんこ消えた？茨城

県の改革に賛否 「実態は紙のまま」：朝日新聞デジタ

ル 2018 年 10 月 24 日」1）、否定的な結果が報じられ

ている。 

筆頭著者の勤務する広島市においても、2020 年度に

自部署である行政経営部のみ、先行実験という形を取

りペーパーレス化に取り組んだ。行政経営部は、行政

経営課、情報政策課、情報システム課という 3 課から

なり、民間経験者採用枠での職員が７割程度在籍して

いたため、対前年度比で 90%強のペーパーレス化が実

現できた。 

しかし、全庁的には「大画面の協議卓を完備してあ

ること、よって資料の印刷はせずに事前にメールする

こと」と何度呼びかけても、他課の職員は協議に際し

て紙を印刷して持参するという習慣から抜け出せず、

行政経営部の職員でも、異動直後の職員は特に「印刷

をせずに業務をする」ことそのものに不安を感じると

のことであった。 

このように民間実態から大幅に遅れている状況を踏

まえ、DX 人材育成の推進というテーマで、大手携帯

通信事業者から「データ分析講座」の提供を受けたり、

国際的 IT 事業者に「最新のデジタル技術活用」につい

て講演を依頼したりといった取り組みも進めたが、参

加者はいつもの「元々興味がある人たちばかり」とい

う状況であり、組織全体の底上げにはつながらなかっ

た。一方で、「住民から見える DX」と直結する業務を

担っている窓口及び市民対応業務を担当する職員から

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)
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は、DX と自分の業務に何の関係があるのか、それで

何ができるのか、何をすべきなのか、情報のことは情

報部門で考えてほしいと要望される状況に筆頭筆者の

所属する情報部門は直面している。 

これら、DX という新しい技術要素に初めて触れる

学習者に向けた教材として、e ラーニングの分野では

「Python による深層学習プログラミング入門」

「Raspberry Pi を使った IoT」「データ分析ツールの

活用」といった様々な DX のテーマに関連した講座が

民間事業者等から提供されているが、これらは対象と

して民間企業のＤＸ人材育成を想定したものである。

これらのコンテンツを活用して、地方自治体のＤＸ人

材育成ができるのか、課題は何かを明らかにするため

に、2021 年 5 月から、全国 31 地方自治体とベネッセ

コーポレーションが共同で Udemy の講座を利用した

「行政 DX 人材育成・実証研究 2」をスタートさせた。

その際、広島市においては、行政経営部の職員及び「Ｄ

Ｘの研修に興味がある職員」が手挙げ式で参加したに

もかかわらず、「義務講座」とされていた DX 用語講座

等を中心とした DX に関する入り口講座の完了率が半

数程度にとどまってしまい、民間事業者の既存コンテ

ンツの活用について、行き詰りを感じる結果となった。 

表１ 義務講座の受講完了率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 筆頭著者による DX 人材育成の取り組み 

毎年度広島広域都市圏及び広島市職員を対象に実施

していた「集合型情報セキュリティ研修」が令和２年

度は新型コロナ感染症感染拡大防止のため中止となっ

た。しかしながら、情報セキュリティに関する継続的

な研修を絶やすのは適切ではないという観点から、筆

頭筆者が Moodle 環境を構築して e ラーニングを提供

した。令和元年度、主に機密性が重要な観点となり基

礎的な項目が中心の「システム利用課向け」と、委託

先事業者管理の知識が必要となり、完全性・可用性の

観点も必要となる「システム所管課向け」に講座を分

割したが、その講座構成は維持することとした。 

コロナ感染症拡大防止のため関連業務が増大したこ

とや、提供時期が年度末となったことで受講者減を予

想していたが、Moodle を用いたことで、自宅や通勤中

でも受講が可能など、受講者の利便性が向上したこと

で、集合型研修を実施していた平成 30 年度・令和元年

度と比べて、表２のとおり受講者が増加した。なお、

令和２年度については、コースを完了し、アンケート

回答に至った人数を受講者数として取り扱うこととし

た。令和元年及び平成３０年は、集合型研修で実施し

ていたことから、出席者＝受講者数となっている。 

 

 

表２ 受講者数の推移 

 

 

 

 

また、集合型研修から e ラーニング型研修にしたこ

と、及び業者委託から職員の内製化としたことによる

理解度の低下が懸念されたが、受講後アンケートにお

いて「講座が理解できた」と回答した割合については

表３のとおり低下はみられなかった。 

内容については、平成 30 年度の外部委託先事業者

は金融機関向けの情報セキュリティ事故事例を中心と

した教材であり、業務との関連性が低かった。しかし、

令和元年度については、外部委託先事業者に地方自治

体事例を豊富に取り入れた教材を作成するように依頼

したことで、より理解が容易になったものと考えられ

る。 

なお、e ラーニング化するにあたり、日常業務にお

いて、DX に興味を持っていない職員であっても、自

分がインターネットやスマートデバイスの利用者であ

り、膨大な個人情報を扱う行政組織の職員として、「情

報セキュリティ」に関しては頻繁に相談されているこ

となどを踏まえて、ARCS モデルのうち、既に

A(Attention)は十分機能している「情報セキュリティ」

を切り口として、実際に生じる業務シーンとの関連性

R（Relevance）を重視した教材を作成し、2021 年 3 月

1 日～3 月 25 日の間、広島市及び広島広域都市圏に対

して e ラーニング方式で提供したところ、過去に実践

した集合型研修からむしろ受講者数が増加した。 

表３ 講座が理解できたと回答した割合 

 

 

 

 

その一方、15 分を超えたタイミングでの大幅に受講

者が離脱するといった課題も明らかになった。 

また、音声品質や画像品質についても意見が寄せら

れたことから、これらの機材をそろえ（図１）、各講座
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10 分程度に再編成したものを、2022 年 2 月 21 日～

広島広域都市圏で展開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 新たに準備した e ラーニング開発環境 

昨年度の、e ラーニングの実施にあたり、DX 推進に

関する人材育成の方向性を探るため、情報セキュリテ

ィと同様、自治体業務に関連するテーマにフォーカス

した DX 関連教材を１講にまとめて試験的に提供した。

昨年度のこの講座の成果として、講座実施前は年間数

件程度であった職場の DX 推進に関する相談が、毎月

5 件程度に増加したことが挙げられる。これを踏まえ

て、今年度実施分においては、中途離脱をしても何か

しら DX に関する知見が残るように、後述するように、

各講でセキュリティ＋DX となる構成に改めた。今回

の報告においては、これらの経緯を踏まえて、情報セ

キュリティをAttentionとし、日常業務とのRelevance

を重視した DX 知識を提供する教材作成について取り

上げることとした。 

2. 作成した教材の特徴 

2.1 情報セキュリティ教材の現状 

従来から「情報セキュリティ」というのは地方自治

体行政においても重要な項目であるという認識はされ

ており、J-LIS(=Japan Agency for Local Authority 

Information Systems：地方公共団体情報システム機

構)がサンプル教材を作成し、それを基に各自治体が内

部で研修を行うこと自体は可能であった。 

しかし、同教材の内容としては情報セキュリティ１

０ 大 脅 威 や 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ の

CIA(=Confidentiality, Integrity, Availability：機密

性・完全性・可用性)の説明、USB の紛失に気をつけ

る、業務端末を私用で用いない、不審なメールは開か

ない、といった極めて普遍的な内容であり、PDF ファ

イルをダウンロードして読むだけのものであった。ま

た満足度等のデータも存在しなかったため、本研究に

おいて J-LIS 講座の「読むだけ情報セキュリティ」の

既読者に対する問いとして５点法を用いた、本研修教

材の評価も実施する予定である。 

2.2 教育コンテンツの改善 

2.2.1 質の向上 

まず「情報セキュリティ研修が退屈な理由」を冒頭

で示し、それを否定していく説明をすることで興味を

引きつける構成とし、最初に「これは退屈な研修では

無い」と宣言する効果を狙っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 情報セキュリティが退屈な理由を挙げて否定 

 

そして具体的に「CC・ BCC を間違えると恨まれる」

といった、情報セキュリティリスクとして「CC・BCC

にはこういう違いがあるから気をつけましょう」では

なくて、その失敗からどういう影響が出るのか、極め

て身近に説明することに注力して作成した（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ CC・BCC を間違えるとこうなるという図 

 

また、冒頭講師紹介においても「情報処理安全確保

支援士（第００１０７２号）」であり、高度情報処理技

術者が作成している」ということを明確に宣言し、情

報処理の促進に基づく法律という制度において、国家

資格による裏付けがあること、そういう人間でもミス

は犯す可能性があるので、日常的にこういうことに注

意しているということを身近に、すぐに取り組める形

で説明した。講師紹介を「表と裏」に分けることで、

講師の身近さをアピールし、同じ側の目線で作成した

ということも伝われば良いと考えている（図４）。 
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図４ 表裏のある親しみやすい講師紹介 

 

2.2.2 情報セキュリティの重要性からデータ活用へ  

情報セキュリティの重要性を認識させる次の段階と

して、情報セキュリティで守っている「データ」にど

ういう価値があるのか。「情報資産」と言われても何の

ことかわからないが、現金（以上）の価値があるもの

であり、それをしっかりと保管すること、更にここか

ら「公務員の日常業務で作成されるデータは極めて価

値があるものであり、だからこそオープンデータのニ

ーズが存在する。」という、DX につながる視座を提供

し、より深く知りたい職員にはデータ分析といった講

座を案内していくという今後の活動につなげることに

取り組む内容を意図した。 

2.2.3 情報セキュリティの重要性から BPR の説明へ 

DX を推進する上で必要となる BPR（＝Business 

Process Reengineering）を難しく捉えさせず「昭和の

文房具を無くすこと」と定義して、昭和の文房具が大

量に存在している状況そのものが情報セキュリティ上

極めて脆弱性の高い状態であり、その改善に取り組む

ことが重要であるということを訴えかけることにより、

自主的に職場の BPR と、それに伴う情報技術の利活

用に興 味を持た せ、 OCR( = Optical Character 

Reader)やローコードの活用と言った具体策を提示す

ることで、次につなげることを意識した。 

2.2.4 情報セキュリティの重要性からクラウドと最新

の通信技術（５G 等）の可能性へ 

新型コロナ感染症の拡大防止対策で、クラウドの利

用は多くの事例が紹介されている。と同時に、コロナ

陽性者のリストが行政の不手際により情報漏洩した事

故も相次いで報道されている。 

広島市においては「後者」に配慮して、クラウドの

利活用に消極的な状況ではあったが、政令市間の相互

照会及び広域都市圏内他都市も似たような悩みを抱え

ているとの声も聞いたので「クラウドはインターネッ

トではない」「タブレットはインターネットに情報を漏

洩させたりはしない」という意識変革とそれらの根拠

を強調する教材とした。 

また、新型コロナ感染症対策として実施した健康調

査や疫学調査全ての感染者（ＰＣＲ陽性判定者）に電

話をし、体温等の体調や発症から５日前までの行動、

接触した人の名前や連絡先の聞き取りを行うという膨

大な負荷が生じたことから、電話の IP(=Voice over 

Internet Protocol)化による IVR(=Interactive Voice 

Response)の活用や、スマートフォンからの 0ABJ 発

信といった、市民にとっても「安心・安全」な DX 推

進を実現する意識付けとなるよう新たに通信分野を大

きく取り上げた教材構成とした。 

3. 現状の取り組み 

3.1 e ラーニングによる展開 

2022 年 2 月 21 日～講座提供を開始した。昨年度の

受講者もいることから、TOTE モデルに基づき、受講

前小テストを実施し、既に必要なことがわかっている

者は学習不要としつつも、新たに教材のサムネイル等

を変更したことで、興味がある講座を「つまみ喰い受

講」もできるようにした。小テストがクリアできない

場合は、各講座順に受講を進めて、各講座の終了テス

トに合格することをもって完了とする。 

今後、教材に対するアンケートを実施し、既存研修

（J-LIS 等）の受講者についてはそれとの比較による

満足度や、教材そのもので難しく感じたポイント及び

その理由、必要と感じている学習項目の調査といった

内容を調査する。 

3.1.1 プロトタイピング方式の採用  

広島広域都市圏向けで概ね１万人の受講対象者がお

り、2021 年 3 月期において、サイトを開いてみた者が

約 6,000 名、そのうち１講でも受講した受講者は 1,560

名であり、完了者は 858 名であった。2022 年に入り、

２市２町が新たに広島広域都市圏に加盟することで、

受講対象者が更に拡大したことや、デジタル庁の自治

体共創 PF（=プラットフォーム）が立ち上がったこと

も受けて、これらのプラットフォームを利用して積極

的に受講を呼びかけ、講義の発言に聞き取りづらい部

分がないか、教材のスライドの可読性に問題は無いか

といったインターフェース部分や、教材の理解しづら

い点、離脱ポイントの原因判断を行い、更に対策を打

った教材を「全国版」として、2021 年度地方自治体 DX

人材育成研究会で共同研究を実施した大手商用プラッ

トフォームである Udemy を利用して全国展開する。 

Udemy で全国展開後は、そもそものテーマであった

DX の後続講座にうまくつなげられているのか、とい
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う他教師作成の AI 活用やデータ分析といった「一般

的な教材」との連携性の確認を中心に、Udemy 受講者

から寄せられた自教材へのフィードバックにも対応す

る。 

つまり、本研究は、近年のシステム開発では一般的

な、ユーザー参加型のアジャイルな開発を e ラーニン

グコンテンツ作成分野で行う取り組みという側面も有

していると考える。 

3.1.2 受講者アンケートやログの分析について  

SME として、一般社団法人情報処理安全確保支援士

会及び広島市 DX 推進包括提供事業者であるデロイ

ト・トーマツ社。IDer として、デロイト・トーマツ社

及び Udemy を展開するベネッセコーポレーションの

協力を仰ぎ、アンケート結果や教材の分析を実施する。 

3.1.3 完成度の定義  

今回は、受講者-利害関係者（デジタル庁：自治体共

創プラットフォームチーム）、デロイト・トーマツ・開

発者が一体となって、フィードバックを参考にしなが

ら、アジャイル開発の手法の一つ「スクラム開発」で

スピーディーかつ柔軟な対応を行うことそのものを試

行し、教材の完成度を高めたいと考えている。よって、

Udemy プラットフォームでの習得率及び満足度は９

０％超を目標としている。 

行政職員である筆頭著者が提供する講座が、無償か

ら有償に切り替わる際の障壁がどの程度あるのか。た

とえば、無償講座の完了率は９０％、満足率も９０％

であるにもかかわらず、次の有償講座はお試し受講画

面だけで離脱した。その原因は金額であった、という

問題点が明確化できれば、DX 人材育成という観点か

ら Udemy といった学習プラットフォームを地方自治

体が利用する際の費用について、国の予算措置も要望

できる資料が得られると考えている。 

4. 今後の展望 

全国約 1,700 の全ての自治体で DX 人材育成におい

て、無償で必要なことが全て学べる（必要な場合は国

の予算措置を講じる根拠となるデータを収集する）こ

とを目的として、自治体共創プラットフォームや、ベ

ネッセ社のプロモーション、筆頭著者が地方自治体職

員では初の IPA で講演者となったこと３等（参考 URL : 

https://www.ipa.go.jp/siensi/toberiss/wakaru.html ）

を通じて、既に教材の全国版投入が期待されている状

況である。 

令和 7 年度の自治体システムの標準化については

様々な場面でその成否も含めて議論されているが、並

行して、むしろそれ以上に DX 人材育成水準の標準化

も行わないといけないという観点が漏れており、地方

自治体における DX 人材教材の標準化及び Society5.0

へとあるべき発想について「標準化」できるものを目

指している。 

あわせて、既に「地域の中小事業者」から、DX 対応

について支援をしてほしい。地域コミュニティーを巻

き込んだ DX 研修について考えてほしいという声も、

福祉部門や商工部門から寄せられているので、これら

についても考えていくことを想定している。 
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あらまし：華道・茶道などの日本の伝統文化は高齢化や若者の伝統文化離れにより会員数が減少し継承

が困難になりつつある．一方，華道（いけばな）は歴史の中で衰退期には時代に合わせてその在り方を

変えてきた経緯がある．よって歴史を踏まえた新しい華展として，他分野とのコラボレーション華展や

WEB 華展を企画し試行した．各華展の評価にはアイトラッカーを用いた客観的な鑑賞時注視点の解析

と，質問紙調査による鑑賞時の主観評価を行い，新しい華展方略について考察した．結果，各作品の推

奨作風傾向やそれぞれに効果的な展示方術を得た． 

キーワード: いけばな，アイトラッカー，質問紙調査，多変量解析 

1. はじめに 

平成 27 年度，令和 2 年度の文化庁の報告（１）（２）よ

り，日本の伝統文化の華道・茶道において，高齢化や

若者の伝統文化離れにより会員数が減少し継承が困難

になりつつあることが示されている．加えて，2020

年からの世界的パンデミックにより，対面習得が原則

の芸道は伝承困難な局面を迎えた．芸道のなかでも特

に華道は新鮮な植物を扱うことから，習得，制作，展

示のどの過程においても，長期間を要することができ

ない特性上，現在の時勢がら大きな難局に至っている． 

一方，明治時代の文明開化によって一時衰退の危機

に陥った華道が復興をとげた要因は，今まで床の間に

飾っていたものを洋風の建物の中でも飾れるように新

たな型を考案し，生け方を増やしたためである（３）．

なお，文明開化による衰退以前にも，飛鳥時代から続

くいけばなは，その長い歴史の中で，幾度か時代と共

にふさわしい型を考案し変容することで，時代に応じ

た新しい在り方を増やしてきた経緯がある． 

本研究ではいけばなの歴史を踏まえ，現代という時

代に応じた新しい在り方を試行し評価考察する． 

華道の各流派のなかで，池坊が最も歴史が古く，主

要流派であることから，本論では特に断らない場合は

池坊流派に即し記述する．なお，筆者は華道家（華道

家元池坊いけ花教授）である． 

また，一般に同義とされる「いけばな」と「華道」

の表記については，「花を立てる」「いける」ことを全

般的に「いけばな」と定義し，その中でも特に「池坊

専応口伝」（４）によって説かれた「いけばな」に対する

仏教精神性と技術理論を極めようとする，求道的な「い

けばな」を「華道」と定義することから，本稿では特

に断らない場合は，以降広義の意味である「いけばな」

と表記する． 

2. いけばなの歴史とコラボレーション 

いけばなの起源は古く，その起源は仏前に供える花，

供花であったと言われている（５）．飛鳥時代 538 年の

JSiSE Research Report 
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仏教伝来と共に仏前の供物のひとつとして伝わった． 

以降，905 年に奏上された「古今和歌集」や 1001 年

ごろ完成したとされる「枕草子」などには新たに花瓶

に花を挿してある様子が書かれ，供花の在り方とは別

に鑑賞の在り方が見られるようになった．「碧山日録」

の 1462 年 2月 25 日の記述には池坊専慶が挿した花が

見事であった旨が記され，花を挿すこと自体に関心が

向いている様子が記されている．室町時代には書院造

と呼ばれる建築様式が登場し，武家社会を中心に生活

空間の中で招いた客人をもてなす工夫がなされ，部屋

に花を飾る習慣が広まった．また，壁間に仏画などの

掛け軸をかけ，押し板（後の床の間）に香炉，供花，

燭台の三つ具足を置いた供花の新たな様式が整えられ

た． 

1530 年ごろには「池坊専応口伝」（４）にて，ただ挿

しただけの花をあまりよしとしない考えが新たに説か

れ，いけばなに対する哲学が登場した．池坊専応が「立

花」という生け方を理論的に整備し精神性を説いたこ

とで，当時の「立花」は池坊の独占的かつ専門的なも

のとなり求道的な「華道」が成立した． 

江戸時代に入ると収入の安定した町人の間で素人

が趣味として芸能を楽しむ遊芸が流行り，江戸中期に

は「立花」より容易な「生花」という生け方が新たに

登場する．また数寄屋造と呼ばれる建築様式の登場も

「生花」の成立に影響した．  

江戸時代後期には幕府による財政改革で贅沢が禁

じられ，当初いけばなや長唄，浄瑠璃などが取り締ま

りを受けた．しかし，いけばなは儒教の精神を取り入

れたことにより，宗教的な教えを説くためのものとし

て，後に幕府に奨励されるようになった．また，江戸

後期以前は主に男性が行うものであったいけばなは，

次第に女性が行う教養としての側面が強まったことも

この時代の大きな特徴である． 

明治維新後は，文明開化に伴う生活の西洋化でいけ

ばなは衰退の危機に見舞われた．江戸中期の「生花」

の登場で池坊から派生した様々な流派が登場し，宗教

的な教えを説くものとして幕府からの庇護を受け発展

期にあったいけばなであったが，倒幕により幕府の保

護がなくなったことや，明治政府による廃仏毀釈の影

響で著しく衰退した．しかし，明治時代中期には欧化

主義に反対する国粋主義が登場し，1879 年教育令が公

布された後，池坊専正は京都府から女学校で「華道」

を教えるようにと依頼を受けるに至った．また，1887

年文部大臣であった森有礼によって婦女子教育の方針

が打ち出され，いけばなは女性の教養としての位置づ

けがなされた． 

大正時代には，西洋の花を用いることのできる「盛

花」が小原雲心によって考案され，従来の「立花」や

「生花」に比べ自由な表現ができるようになった．こ

れを受け保守的であった池坊も「応用花」（現代の「自

由花」）として，新たに受け入れた． 

昭和敗戦後，伝統的な考えやものを否定する思想が

盛んになり，いけばなにおいてもこれまでの自然主義

に反した前衛いけばなが登場した．前衛いけばなでは，

これまで前提としての型であった「自然の姿」から脱

し，花器以外で生花と同列に鉄鋼物や石膏などの無機

素材が用いられ，新しい近代的ないけばなが試みられ

るに至った． 

3. 研究目的 

3.1 現代いけばなの試み 

現在のいけばなは，様々な分野との前衛的なコラボ

レーションが実現している．例えば，図 1 に示す「デ

ジタル枯山水」（６）は，プロジェクションマッピングと

いけばなの共演で，龍生派創流 130 周年記念展

「RYUSEI IKEBANA JAPAN」（2016）にて展示され，

「リアルとバーチャルの融合」をテーマに，いけばな

のある空間にプロジェクションマッピングを投影する

新しい華展が試みられた．そのほかにも京都北野天満

宮で開催された「KYOTO NIPPON FESTIVAL」

（2018）では，伝統文化とポップカルチャーのコラボ

レーションとして，北野天満宮所蔵の重要文化財「鬼

切丸」と，「刀剣乱舞-ONLINE-」作品でこれを擬人化

図１ デジタル枯山水（６） 
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したキャラクターの共演を，池坊がいけばな作品とし

て演出した意欲的な展示も登場している．  

このような試みは近年新たに登場したものであり，

これらの中から，やがていけばな文化として定着した

華展が登場すれば，現代いけばなの大きな難局を乗り

越える可能性があり，これらが新しい華展方略となり

えるのか，検証する余地があると考えられる． 

3.2 先行研究の試み 

先行研究（７）では，様々な分野とコラボレーション

をする現在のいけばなの在り方に対する人々の認識を

明らかにするために，質問紙調査を行い多変量解析の

後，考察した．結果，いけばなは伝統文化として古風

であるという認識があるために，いけばなと他分野と

のコラボの試みに対して否定的になることがわかった．

さらに「アニメ・ゲームとのコラボ拒否感」因子につ

いて，舞台上で音や光を交えながら行ういけばなのデ

モンストレーション的パフォーマンスへの否定感が大

きく，いけばな経験や知識の有無を問わず，全体的に

いけばなとの新しい試み（コラボレーション）に対し

て否定的であることがわかった． 

3.3 本研究の試み 

先行研究（７）をふまえ，斬新な異分野とのコラボレ

ーションを検討する際は，いけばなの文化としての印

象を十分考慮する必要がある．また，大きな難局であ

るいけばなの存続を考慮するうえでも，これまでの歴

史的な試みを再度十分検討したうえで，いけばな文化

を新しいステージに昇華できる新たな試みを検証する

必要がある． 

以上をふまえ，本研究では歴史上の伝統的なコラボ

レーション，現代的で斬新なコラボレーション，先行

研究（７）をふまえ近現代的かつ伝統的でいけばなとの

文化的相性が良いと考えられるコラボレーションの 3

つを検討し，これらの作品の鑑賞実験を行い，いけば

な文化にとって有効と考えられる華展方略を検証する

ことを目的とする．なお，鑑賞実験では先行研究（７）

との比較を可能とするため，アンケートによる主観デ

ータの取得と，新たに鑑賞時の客観データとして，ど

こを見ているのか鑑賞時の視線解析が行えるアイトラ

ッカーによる，注視点データを取得し，両データを多

変量解析により分析し，これらの因果関係を統計的に

明らかにする． 

4. 実験方法 

4.1 いけばなとの他分野とのコラボレーション概要 

4.1.1 「いけばな」と「掛け軸」 

芸道のなかでも三道（茶道・華道・書道）として，

古くから親和性があり，2 章で述べた室町時代に成立

した「いけばな」と「掛け軸」のコラボレーションを

実施する（以下「いけばな×掛け軸」と称す）． 

「いけばな×掛け軸」は，図 2 に示すような，床の

間での飾りを想定し，白雪燕氏の書の掛け軸と生花正

風体一種生けのいけばなとなる．生花正風体は正面か

ら鑑賞し，「数少なきは心深し」という省略美や，命の

出発点である水際と花材の曲線美から出生美を感じる

のが鑑賞時のポイントである．また，花材同士や作品

全体の余白から空間美を感じることもポイントとなる． 

よって「いけばな×掛け軸」は 3.3 節の伝統的なコ

ラボレーションに相当する． 

4.1.2 「いけばな」と「キャラクターパネル」 

3.1 節で取り上げた現代的なコラボレーションの内，

3.2 節の先行研究（７）で明らかとなった否定感の大きか

ったアニメ・ゲームキャラクターとのコラボレーショ

ンを試みる（以下「いけばな×キャラクターパネル」

と称す）． 

「いけばな×キャラクターパネル」は，図 3 に示す

ように，3.2 節の先行研究結果をふまえ，否定感を軽

減する工夫として，展示する「いけばな」との統一感，

および，キャラクターの印象が先立たない様に，徐晨

蕊氏に依頼しオリジナルのキャラクターパネルを準備

した．本作品は，華展会場での展示を想定し，キャラ

クターイメージに合わせた自由花を机上に置き，鑑賞

時には作者が伝えたいことを感じることや表現方法を

見つけることがポイントである．また本来，表現方法

は様々で，自然的表現・象徴的表現や，垂直・傾斜形

態・水平形態，非対称的構成・放射的構成，花器，色，

質感，形状など多様となる． 

よって「いけばな×キャラクターパネル」は 3.3 節

の現代的で斬新なコラボレーションに相当する． 
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4.1.3 「いけばな」と「折り紙」 

3.2 節の先行研究（７）結果を踏まえ，いけばなとの文

化的相性がよいと考えられる分野として，古くて新し

い「折り紙」をコラボレーション対象とした（以下「い

けばな×折り紙」と称す）．折り紙は江戸時代に普及し

た日本の手芸であるが，近年では「Origami」として

世界大会が開かれるなど，前衛的な芸術へと昇華した． 

「いけばな×折り紙」は，図 4 に示すように，華展

会場での展示を想定し，杉山秀美氏に制作していただ

いた折り紙作品と，そのテーマに合わせた自由花を共

に机上に配置して展示した． 

鑑賞時には，自由花であることから「いけばな×キ

ャラクターパネル」と同様に，作者が伝えたいことや

多様な表現方法を認知することがポイントである．  

よって「いけばな×折り紙」は 3.3 節の先行研究を

ふまえ近現代的かつ伝統的でいけばなとの文化的相性

が良いと考えられるコラボレーションに相当する． 

4.2 展示方法 

4.2.1 実物展示 

実物展示はいけばなの展示でもっとも一般的な展

示方法であり，華展（または花展）と呼ばれる．主に

百貨店や美術館などの屋内で行われ，壁を背景にして

台の上に作品が並ぶ．一般的に作品の邪魔にならない

ように，壁や台は白や黒で統一される．作品前には席

札（瓶者の職位や名が書かれた名札）や花材のメモが

置かれる．実物展示では作品のスケールや奥行きが感

じられる． 

4.2.2 WEB 展示 

WEB 展示は，応募し投稿されたいけばな作品の写

真を WEB 上で公開する近年誕生した新たな華展であ

る．特に COVID-19 の影響によって相次いで実物華展

が中止となり，本来華展は日頃の稽古の発表の場でも

あることから，機会を失わないよう WEB 上で公開す

る機会が増えた．WEB サイトはもとより，Facebook，

YouTube など媒体は様々で，作品の写真にはなるべく

背景に作品以外を映さないということ以外，まだ，特

段のルールすら決まっていないのが現状である． 

WEB 展示では，作品ごとに名前や花材だけではな

く作者のコメントも掲載できる．ただし，2 次元画像

であるために作品のスケールや奥行きは伝わりづらい

ことが，実物展示との大きな相違点である． 

4.3 測定方法 

本実験では 3 つのコラボレーション華展を同時に行

った．いけばなは長期保管が利かないことから実施は

複数回に分けて行い，各作品の生け方を「生花」と「自

由花」で統一した．実物展示では「いけばな×掛け軸」

は床の間を想定し制作し，他 2 つの作品は一般華展の

展示を想定し制作した．WEB展示用写真はCOVID-19

の影響で昨今急増した WEB 華展を想定し撮影した． 

 被験者は，共立女子大学の学生および教職員 38 名

にご協力いただき，図 2 から図 4 に示す 3 種類のコラ

ボレーション華展における実物展示と，これらを写真

撮影し WEB 鑑賞を想定した WEB 展示の，計 6 回の

鑑賞実験に参加いただき，のべ 195 回分（被験者外実

験計画）の鑑賞データを取得した． 

 鑑賞注視点測定は Tobii Pro X2-30 と X2-60 により

行った．実物展示は図 5 のような環境で行い，被験者

の視界範囲を図 5 中の WEB カメラで撮影し，アイト

ラッキングデータを取得した．WEB 展示は鑑賞用ノ

図 2 いけばな×掛け軸 

 

 

図 3 いけばな×ｷｬﾗｸﾀｰﾊﾟﾈﾙ 

 

 

図 4 いけばな×折り紙 

 

 

図 5 注視点測定図 

（実物展示「いけばな×折り紙」の例） 

 
－50－



ート PC のモニター上に作品を表示し，モニター下部

にアイトラッカーを設置してアイトラッキングデータ

を取得した． 

作品鑑賞後には，41 項目 5 段階評定尺度の鑑賞後ア

ンケートを実施した． 

5. 結果および考察 

5.1 AOIの設定と注視点の分析方法 

各実施環境・作品ごとに図 6 に示す色分けされた

AOI（Area of Interest）を設定し，設定範囲内の注視

時間を Tobii Studio（ver3.2.1）により解析した．な

お，図 6 の WEB 展示「いけばな×折り紙」を例に，

各 AOI の設定を概説する．「全体」領域は図 6 のオレ

ンジ領域とし記録動画内全てを設定した．「いけばな作

品領域」は花器を含め図 6 のパープル領域を設定した．

「コラボ作品領域」は図 6 のグリーンとブルー領域の

ように設定した．なお，以上 3 領域の「全体」から「い

けばな作品領域」と「コラボ作品領域」を演算で引い

た領域を「作品外領域」に設定した． 

以上とは別に「推奨鑑賞点」として，いけばな（池

坊）で指導する作品の鑑賞ポイントを，図 3 のパープ

ル領域内にさらに色分け（レッド，グリーン，など 5

か所）をして設定した．この「推奨鑑賞点」は，作品

理解を図るためのもので，池坊では生花正風体におい

ては出生美を表す水際の部分，自由花においては作品

の主眼構成とメインの花の部分指すものである． 

以上，5 つの AOI を設定し，鑑賞実験時の各 AOI

の注視割合は，各領域の注視時間を「全体」の注視時

間で除算し百分率（%）で表した． 

5.2 鑑賞後アンケートの因子分析 

鑑賞後アンケート（41 項目 5 段階評定尺度）の自由

記述項目および環境選択項目等の 8 項目を省いた，計

33 項目に対して SPSS（Ver28.0.1.0）により，最尤法・

プロマックス回転（斜交回転）を用い，因子分析を行

った．因子抽出後の累積寄与率は 56.5%となり，得ら

れた 5 因子構造の結果を表１に示す．なお，分析後，

負の因子負荷量となった項目には表 1 の各項目の前に

「逆」と記し，逆転項目の処理を行った． 

5 つの因子名は，構成する項目から判断し，第 1 因

子を「前衛的芸術評価」，第 2 因子を「いけばな主眼

度」，第 3 因子を「伝統的芸術評価」，第 4 因子を「作

品柔和度」，第 5 因子を「四季・空間美」と命名した．

以上 5 因子は以後，鑑賞主観評価因子と総称する． 

なお，表 1 の因子間相関から，「前衛的芸術評価」

と「伝統的芸術評価」の相関が「-0.515」と最も大き

く負の相関であったことから，これらの因子が本研究

における重要な総合評価因子であることがわかった． 

5.3 各展示における鑑賞主観評価因子と「推奨鑑賞点」 

展示毎の各作品展示の鑑賞主観評価因子の因子代

表平均値と比較のための分散分析結果を図 7，9 に示

す．また，同鑑賞時の「推奨鑑賞点」AOI 注視割合の

表 1 鑑賞後アンケートの因子分析結果 

  

図 6 WEB 展示「いけばな×折り紙」の AOI 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

31作品は洋風な感じでしたか .927 .063 .079 -.138 -.077

逆34作品は和風な感じではなかったですか .840 .017 -.113 -.033 -.048

25作品は華美なものでしたか .757 .105 .195 -.001 .131

10作品は大胆でしたか .734 -.162 -.101 -.034 .295

32作品は人工的でしたか .634 .008 -.067 -.112 -.022

逆9作品は質素なものではなかったですか .628 .092 .042 .089 .140

逆29作品は伝統的ではなかったですか .604 -.021 -.354 .032 -.089

12作品は明るい雰囲気でしたか .602 .003 .130 .433 .074

28作品は斬新でしたか .594 -.057 -.219 .144 .199

逆39作品は自然的ではなかったですか .492 -.034 -.326 -.187 -.141

逆27作品は繊細ではなかったですか .481 -.067 -.222 .025 -.247

40作品は存在感がありましたか .414 -.201 .131 -.016 .389

逆11作品はまっすぐではなかったですか .336 .139 -.101 -.171 -.151

20作品はいけばなが主役でしたか .060 .943 -.108 .015 .216

16作品はいけばなが中心と感じましたか .048 .939 -.114 -.038 .203

逆37作品はいけばな以外のものが主役ではなかったですか .054 .889 .076 .019 -.220

逆15作品はいけばな以外が中心と感じなかったですか -.030 .856 -.021 .030 -.112

35作品はいけばなが目立ちましたか .004 .782 .026 -.036 .140

逆41作品はいけばな以外のものが目立たなかったですか -.025 .779 .101 .074 -.298

33作品は芸術として受け入れられますか .094 -.093 .867 -.051 .037

24作品はいけばな文化として受け入れられますか .096 .020 .838 -.096 -.037

26作品は伝統文化として受け入れられますか -.242 -.001 .721 .017 -.041

36作品は美しいと感じましたか .160 .053 .680 -.093 .168

38作品は全体的に統一感がありましたか -.259 -.084 .451 .082 .107

17作品はあたたかい雰囲気でしたか .027 .000 .023 .797 .119

逆18作品はつめたい雰囲気ではなかったですか .219 -.014 -.006 .791 -.036

13作品はやわらかい雰囲気でしたか -.295 .037 -.151 .663 .141

逆30作品は鋭い雰囲気ではなかったですか -.234 -.055 -.233 .547 -.226

逆14作品は暗い雰囲気ではなかったですか .422 -.036 .091 .492 .005

23作品は親しみやすいものでしたか .215 .144 .147 .377 .284

22作品から季節を感じられましたか .122 -.079 .093 .157 .338

21作品はなびいていましたか -.070 .115 .013 .288 .302

19作品は奥行きがあると感じましたか -.019 .169 .116 -.054 .250
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

Ⅰ ー -.238 -.515 .408 -.011

Ⅱ ー .351 -.061 .121

Ⅲ ー -.052 .375

Ⅳ ー .102

Ⅴ ー

因子抽出法：最尤法（プロマックス回転解）
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分散分析と多重比較結果を図 8，図 10 に示す．なお，

各結果については 5.6 節で総合的に記す． 

5.4 前衛的／伝統的芸術評価への他の鑑賞主観評価

因子への規定因（重回帰分析結果） 

5.2 節において重要な因子であった「前衛的芸術評

価」と「伝統的芸術評価」を従属変数とし，他の鑑賞

主観評価因子を独立変数とした重回帰分析を行った．   

従属変数を「前衛的芸術評価」とした重回帰分析結

果を表 2，従属変数を「伝統的芸術評価」とした重回

帰分析結果を表 3 に示す． なお，各結果については

5.6 節で総合的に記す． 

5.5 各作品で前衛的／伝統的芸術評価へ最も規定力

のあった鑑賞主観評価因子への各

AOIの規定因（重回帰分析結果） 

5.4 節の結果より各作品の「前衛

的芸術評価」と「伝統的芸術評価」

に対し高い規定因を示した各鑑賞主

観評価因子において，これらを規定

するものは作品中のどの部分にある

のか明らかにするために，「いけばな

主眼度」「作品柔和度」「四季・空間

美」を従属変数とし，5.1 節で設定

した各 AOI から算出した鑑賞時注

視割合を独立変数として，作品ごと

に重回帰分析を行った．「前衛的芸術

評価」に対し高い規定因を示した各

鑑賞主観評価因子への結果をまとめ

たものを表 4，「伝統的芸術評価」に

ついて同様にまとめたものを表 5 に

示す．なお，各結果については 5.6

節で総合的に記す．  

表 3 「前衛的芸術評価」への鑑賞主観評価因子の規定因（重回帰分析） 

表 2 「前衛的芸術評価」への鑑賞主観評価因子の規定因（重回帰分析） 

図 7 実物展示因子代表値の比較 図 8 実物鑑賞時の推奨点注視割合 
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図 9 WEB 展示因子代表値の比較 図 10 WEB鑑賞時の推奨点注視割合 
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5.6 新しい華展方略について 

5.3 節から 5.5 節までの結果より，特徴的な値を華

展方略として表 6 にまとめる．表 6 の①は 5.3 節の結

果から，実物/Web 両展示における各作品が前衛的作

風と伝統的作風のどちらに向いているのかをまとめた．

表 6 の②は 5.3 節の結果から，「推奨鑑賞点」を比較的

に見ることができているのかをまとめた．表 6 の③は

5.4 節の結果から，「前衛的芸術評価」（5.4 節表 2）と

「伝統的芸術評価」（5.4 節表 3）を高めるためには鑑

賞主観評価因子のどれを強調または控えるように展示

するべきかをまとめた．表 6 の④は，③の結果を受け

て，強調または控える各鑑賞主観評価因子を具体的に

どのように表現するのか，制作指針が分かるように，

5.1 節で設定した各 AOI 注視割合を独立変数とし，5.5

節の結果から，「前衛的芸術評価」（5.5 節表 4）グルー

プと，「伝統的芸術評価」（5.5 節表 5）グループごとに，

どのような作業をすればよいのかをまとめた． 

5.6.1 実物展示の華展方略 

表 6①より，いけばな×掛け軸は伝統的作風，いけ

ばな×キャラクターパネルは前衛的作風に向き，いけ

ばな×折り紙はどちらの作風にも向いていた．②・③・

④より，前衛的作風において，いけばな×掛け軸は作

品内に余白を多くとり，いけばな×キャラクターパネ

ルはいけばなを目立たないようにし，いけばな×折り

紙は「推奨鑑賞点」を控えつついけばなを目立たせる

必要がある．伝統的作風において，いけばな×掛け軸

はいけばなと「推奨鑑賞点」を目立たせ，いけばな×

キャラクターパネルはいけばなを目立たせ余白を多く

とり，いけばな×折り紙はいけばなを控えつつ「推奨

鑑賞点」を目立たせる必要がある． 

5.6.2 WEB 展示の華展方略 

表 6①より，いけばな×掛け軸は伝統的作風，いけ

ばな×キャラクターパネルは前衛的作風に向き，いけ

ばな×折り紙はどちらの作風にも向いていた．②・③・

④より，前衛的作風において，いけばな×掛け軸は他

分野を目立たないようにし，いけばな×キャラクター

パネルはいけばなを目立たないようにし，いけばな×

折り紙もいけばなを目立たないようにする必要がある．

伝統的作風において，いけばな×掛け軸はいけばなを

目立たないようにし，いけばな×キャラクターパネル

はいけばなを目立たせ，いけばな×折り紙はいけばな

を目立たせ余白を減らすように寄せて撮影する必要が

ある． 

表 5 「伝統的芸術評価」へ最も規定力のあった「鑑賞主観評価因子」への各 AOI 注視割合の規定因 
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6. おわりに 

本研究では「前衛的芸術評価」と「伝統的芸術評価」

や注視傾向から，各コラボレーション作品の推奨作風

や効果的な展示方略を得た． 

 今後は，若者のいけばなへの参入を促すため，実物

展示に比べ時間や場所を選ばず気軽にアクセスできる

WEB 展示に着目し，COVID-19 以降も，実物展示と

並行して積極的に WEB を活用していくために，静止

画のみならず動画や VR 等の動的 WEB 展示環境の整

備や調査など，さらなる新しい華展方略が課題となる． 
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5.4節

表2

「四季・空間美」(β0.254)

と「作品柔和度」(β0.221)

が同程度に高い規定因

∴両因子を強調する

「いけばな主眼度」 (β-

0.207)が最も高く負の規定因

∴本因子を控える

「作品柔和度」(β-0.518)

が最も高く負の規定因

∴本因子を控える

「作品柔和度」(β0.267) が

最も高い規定因

∴本因子を強調する

「いけばな主眼度」(β-

0.304)が最も高く負の規定

因

∴本因子を控える

「四季・空間美」(β-

0.229)が最も高い規定因

∴本因子を控える

5.4節

表3

「いけばな主眼度」(β

0.216)が最も高い規定因

∴本因子を強調する

「四季・空間美」(β0.487)

が最も高い規定因∴本因子

を強調する

「作品柔和度」(β0.351) が

最も高い規定因

∴本因子を強調する

「四季・空間美」(β0.349)

が最も高い規定因

∴本因子を強調する

「四季・空間美」(β0.279)

が最も高い規定因

∴本因子を強調する

「作品柔和度」(β0.483) が

最も高い規定因

∴本因子を強調する

5.5節

表4

「四季・空間美」の向上に

は「いけばな作品領域」(β

-0.595)を控える

「作品柔和度」の向上には

「いけばな作品領域」(β

0.188)と「作品外領域」(β

0.172)を目立たせる

∴作品内にしっかりと余白

空間をとる

「いけばな主眼度」を控え

るには「いけばな作品領

域」(β0.693)を控える

「作品柔和度」を控えるに

は「推奨鑑賞点」(β0.415)

を控え「いけばな作品領

域」(β-0.409)を目立たせ

る

「作品柔和度」の向上には

「コラボ作品領域」(β-

0.358)を控える

「いけばな主眼度」を控え

るには「いけばな作品領

域」(β0.461)を控える

「四季・空間美」の向上に

は「いけばな作品領域」(β

0.520)を控える

5.5節

表5

「いけばな主眼度」の向上

には「いけばな作品領域」

(β0.547)を目立たせる

「四季・空間美」の向上に

は「いけばな作品領域」(β

0.469)と「作品外領域」(β

0.451)を目立たせる

「作品柔和度」の向上には

「推奨鑑賞点」(β0.415)を

目立たせ「いけばな作品領

域」(β-0.409)を控える

「四季・空間美」の向上に

は「いけばな作品領域」(β

-0.326)を控える

「四季・空間美」の向上に

は「いけばな作品領域」(β

0.493)を目立たせる

「作品柔和度」の向上には

「作品外領域」(β-0.518)

と「いけばな作品領域」(β

-0.513)を控える

④

華展方略

実物展示 WEB展示

①

③

前衛的／伝統的

どちらの作風も可

前衛的／伝統的

どちらの作風も可

表 6 新しい華展方略 

－54－



複合現実を用いたアバター操縦技能訓練システムの構築 

～リアルタイム振る舞い可視化機能による上達過程の記述的分析～ 

 八木 悠介*1, 米谷 雄介*1, 後藤田 中*1, 八重樫 理人*1, 林 敏浩*1 

*1 香川大学創造工学部 

Development of an Avatar Control Skill Training System Using 

Mixed Reality: Descriptive Analysis of Improvement Process 

Using Real-time Behavioral Visualization Function 

Yusuke Yagi*1, Yusuke Kometani*1, Naka Gotoda*1, 

Rihito Yaegashi*1, Toshihiro Hayashi*1  

*1 Faculty of Engineering and Design, Kagawa University 

アバターを使った新たなオンラインコミュニケーションの形態が 10年 20年後の未来で主流になるこ

とを仮定し，アバター操縦者がアバターの身体構造を視覚的に把握しながら振る舞い訓練を実施可能な

システム構築する．姿勢推定技術を用いたアバター操縦機能，複合現実によるアバターの可視化，アバ

ターのサイズ・向き変更機能を組み込んだ訓練システムを開発した．本システムの実践協力者から収集

した姿勢推定データのログおよび映像に基づき上達過程を記述し，訓練効果を明らかにした． 

キーワード: VR，AR，MR，HMD，アバター，動作トレーニング，カメラセンサー，姿勢推定 AI，可

視化 

1. はじめに 

2019年 12 月から世界的に流行した新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）が契機となり，我が国でも

Web 会議システムを利用したテレワークやオンライ

ン授業のようなオンラインコミュニケーションの機会

が増えている．オンラインコミュニケーションは，相

手と直接会うことなくパソコンや携帯電話などの端末

を使い「文章」，「音声」，「映像」などの電子情報を介

して自分の意思を簡単に相手に伝えることが可能な手

段として利用されている身近なコミュニケーション形

態の１つであると言える． 

星ら(1)の試みとして，Web 会議システムと SNS を

活用したオンライン研修会のアンケートでは，「受講者

の反応が分からない」，「誰が参加しているのかわから

ない」といった回答が上がっている．Web 会議システ

ムを使ったオンラインコミュニケーションで発生する

課題に対して，バーチャルアバター（以降，アバター

と呼称）を用いることでバーチャル空間を通じてコミ

ュニケーションをおこなうことによってオンラインで

のスムーズなコミュニケーションの実現が期待できる．

さらに，アバターには見た目に対する制限がなく自分

自身が好きな見た目で自由な表現を楽しむことが可能

である．これらのメリットから 10 年 20 年後の未来で

は一人一人がアバターを使った新たなオンラインコミ

ュニケーションの形態が主流になっていくのではない

かと考えられる． 

本研究では，アバターを使ったコミュニケーション

の際に生じる課題の解決を目指す．アバターを使った

コミュニケーションの際にアバターの身体構造を意識

せず操縦者が普段おこなっている振る舞いをアバター

越しにおこなってしまうと，アバターに反映される振

る舞いが不自然になりオンラインコミュニケーション

の質が下がってしまうという課題がある．アバターに

よる自然なオンラインコミュニケーションをおこなう

ためにはこの問題を解決する必要がある． 

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)
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コミュニケーションの質として，石丸ら(2)は人がコ

ミュニケーションを取る際に相手の印象を決定づける

要因となる「視覚情報」，「聴覚情報」，「言語情報」が

関係していることを示した．石丸らは，これらの３つ

の要因を構成する要素として，没入感や一体感などと

いった人と人とがコミュニケーションをおこなう際，

得られる情報の量によってコミュニケーションの質は

変化するものであると定めた． 

本研究では，3 つの要因の中から「視覚情報」に着

目し，アバターを使用したコミュニケーションで自分

の意思を適切に相手に伝えることを目指す．アバター

操縦者がアバターの身体の食い込み等の問題を改善す

るためには、アバター操縦者に対してアバターの動き

を視覚的にフィードバックし，身体構造を把握しつつ

操縦可能な環境が必要である．中山らの着ぐるみのポ

ージング（一連の動きの中で周囲からの見た目を意識

した身体制御のことをさす）を対象とした研究(3)では，

着ぐるみを装着していない状態の演者が着ぐるみの身

体構造を意識した着ぐるみらしいポージングの練習を

支援する着ぐるみの装着時のポーズを視覚的にフィー

ドバックするシステムを提案している．このことから，

アバターに対しても振る舞いの視覚的なフィードバッ

クは有効だと考えられる．オンラインコミュニケーシ

ョンにおいて相手からどのように見えているか、アバ

ターがどのように動いているかを把握するためには三

人称視点からの把握が有効であると考えられる．本研

究では，アバター操作の経験が少ない操縦者が，アバ

ターらしい振る舞いをするための，三人称視点による

身体構造の把握を可能にした訓練システムの開発をお

こなう．そしてシステムを使うことでアバターを通し

た振る舞いに改善がみられるかどうかを確認し，本シ

ステムの有用性の検証をおこなう． 

2. 先行研究・関連研究 

2.1 Web システムを利用したオンライン研修会の試

み 

星ら(1)は， Web 会議システムとソーシャル・ネッ

トワーキング・サービスを活用したオンライン研修会

を 2020 年 3 月～5 月に計 3 回開催し，参加者に対

してアンケート調査をおこなった． 「会場に行かなく

てもよい」，「デモンストレーションが見やすい」，「自

宅で視聴できる」などのメリットが挙がった一方で「音

声の問題」，「受講生の反応が分からない」，「誰が参加

しているのか分からない」などのデメリットも挙げら

れた． 

 

2.2 日常生活のバーチャル化によるコミュニケーシ

ョンの質が低下する要因 

石丸ら(2)と人とのコミュニケーションが現実からオ

ンライン上に変化したことで，オンライン（バーチャ

ル空間）とオフライン（リアル空間）の間に存在する

ギャップが要因となり，コミュニケーションの質が下

がるという問題に着目し，それらの要因を調査した．

その結果，人とコミュニケーションを取る際，相手の

印象を決定するための様々な要因として「視覚情報」，

「聴覚情報」，「言語情報」が関係しており，それらの

要因がコミュニケーションのオンライン化に際し，肉

眼とカメラの違いがもたらす「立体感」の喪失等の情

報の欠損がバーチャルとリアルのギャップに起因し，

情報を効率的に伝えられないことによってコミュニケ

ーションの質が低くなっている可能性を示した． 

2.3 着ぐるみのポージングを視覚的にフィードバッ

クするシステム 

中山ら(3)は，効率的・効果的に着ぐるみの動作練習

をおこなえる訓練システムの提案をおこなった．着ぐ

るみらしさを表現するポージングを習得するためには

（1）着ぐるみを装着しておこなう練習環境の不足，(2)

着ぐるみと人間との身体構造の違いに起因する着ぐる

みを装着しない状態での訓練の困難さといった問題が

ある．これらの問題を解決すべく，着ぐるみ非装着の

ユーザのポーズに応じて着ぐるみの装着時のポーズを

視覚的にフィードバックする機能を提案した． 着ぐる

み装着時の様々なポージングパターンの画像，および

それに対応する演者の骨格データをモーションキャプ

チャの技術を用いて取得し，それらを関連付けてデー

タベースとして用意した．ポージング練習では，着ぐ

るみ非装着時の着ぐるみのポージング練習において，

Kinect から取得したユーザの骨格データをもとに，

データベースと合致するポージングパターンの画像を
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ディスプレイから視覚提示をおこなった． 

3. アバター振る舞い訓練システムの設計 

3.1 アバター操作をおこなう際の課題点 

本研究におけるアバター振る舞い訓練とは，姿勢推

定 AI を用いて取得された自身の身体動作データから

視覚的に可視化されたアバターを参考にして，自身と

は異なる身体構造をもつアバターを意識した振る舞い

をおこなうための訓練のことである．アバター操縦に

は 1.1 節で述べたように，アバターの身体構造を意識

せず操縦者が普段通りの振る舞いをアバター越しにお

こなってしまうことで，腕が頭に食い込んだり，動き

が小さく何をしているかわからないといった不自然な

動きになってしまうという課題がある．この課題を解

決するためには，アバターと自身の身体構造の違いを

意識し，それを確認しながら訓練できる環境が必要で

ある． 

3.2 複合現実の利用 

本システムでは，アバターの動きを三人称視点から

確認するための方法として複合現実を用いる．複合現

実（Mixed Reality，以下 MR）とは，現実世界と仮想

世界を融合させ，双方の入り混じった新たな空間表現

を実現する映像技術の総称である．本システムでは，

Microsoft 社によって開発された Windows10 を搭載

したMRヘッドセットであるHololens2(4)を使用する．

現実世界の空間を認識し，装着者のいる周りの形状・

装着者の視線の向き・姿勢・移動をリアルタイムで把

握することができる．それにより装着者が視線・姿勢・

位置を変えても，3DCG を現実空間の同じ位置に配置

させているように見せたり，3DCG を周囲から確認し

たりすることが可能である．装着後はハンドトラッキ

ング機能によってコントローラー等の機器を持つこと

なく操作が可能で，仮想空間上に配置した 3DCG や仮

想映像を掴んだり，動かしたりすることができる． 

3.3 アバター振る舞い訓練システムの概要 

本システムの概要図を図 1 に示す．まず，Web カメ

ラの映像から姿勢推定 AI を利用しリアルタイムにモ

ーションキャプチャをおこない、アバターを操作する．

操作されているアバターの動きを Hololens2 に送信・

表示させることでリアルタイムにアバターの動きを三

人称視点から確認しつつ，アバターの振る舞い訓練を

おこなう． 本システムを利用することで，アバターに

反映される動きを意識して動き，腕などの各部位が他

の部位に食い込まないように動けることが期待される．

アバター操作時の操縦者とアバターの動作を映像・数

値データとして記録し，それらのデータ組み合わせて

上達過程を現象として記述することによって訓練効果

を示す． 

 

図 1 システムの概要図 

4. アバター振る舞い訓練システムの開発 

4.1 姿勢推定機能 

4.1.1 Vision Pose 

本システムでは，アバター操縦者の動作ログデータ

を取得するための手段として Vision Pose(5)を使用す

る．Vision Pose はネクストシステム社によって開発

された，マーカーや深度センサなどを使わずに Web カ

メラを使用し骨格の検出する高精度の AI 姿勢推定エ

ンジンである．Vision Pose によって取得されるログ

データには骨格の座標データを可視化した映像ログと、

各ポイントの X，Y 座標を時系列ごとにまとめた行動

ログデータがある．  

4.1.2 ThreeDPoseTracker 

アバター操縦者の動きをアバターに適用するために

デジタル・スタンダード社で開発されている ThreeD

PoseTracker(以下 TDPT)を使用する(6)．TDPT は，W

eb カメラの映像や任意の動画から全身の関節の三次

元座標を AI 技術によって検出し，その値を基にアバ

ター（VRM モデル）を動かすためのソフトウェアであ

る．TDPT は VMC Protocol(バーチャルモーションキ

ャプチャープロトコル)というモーションデータ送信

機能を搭載している．そのためアプリケーションに E

VMC4U (Easy Virtual Motion Capture For Unit

y)というモーションデータを受信する機能を開発アプ
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リケーション組み込むことで，アバターモーションの

送受信が可能となる． 

4.2 システムの構成とデータの流れ 

図 2 に本システムの構成とデータの流れを示す．本

システムでは 4.2.2 節で述べたように TDPT で推定し

たアバターモーションデータを受信するために，3Dエ

ンジンの Unity を使い Hololens2・PC 向けのアプリ

ケーションを開発する．PC と Hololens2 間でのアバ

ターの同期するために，ネットワーク同期を「Photon

 Unity Networking 2」によりおこなう．Photon Un

ity Networking 2とはUnityを用いた開発において，

ネットワーク通信を容易に実装することができるサー

ビスである．このサービスを利用することで，TDPT

によってモーションキャプチャしたアバターの Holol

ens2 への同期を実現している． 

 

図 2 システムの全体構成とデータの流れ 

4.3 アバターサイズ・向き変更機能 

MR を使うことでアバターを様々な位置・方向から

見ることはできるが，本システムでは姿勢推定用のカ

メラを固定しているため，アバター操縦者の立ち位置

も基本的には固定する必要がある．定位置からでもア

バターを様々な向きから見えるようにするために，

Hololens2 でアバターを仮想空間に配置したときにア

バターの位置・向き・サイズを変更する機能を組み込

む．図 3 のようにアバターの周りに表示されている青

い線を指でつまむことで，アバターの位置・向きの変

更，アバターの拡大縮小ができる． 

 

図 3 アバター位置・向き・サイズ変更機能 

5. 本システムの試行 

5.1 試行の概要 

システムのプロトタイプを作成し，これを用いてシ

ステムを試行した．訓練をおこなっていく中でアバタ

ー操作の仕方が変化しているか，アバターの振る舞い

訓練の効果が見られるかを，行動ログの数値の変化や

実験協力者自身におこなってもらう自己採点，アバタ

ー・操縦者の録画映像をもとに確認する．また，シス

テムに対する改善点を実験協力者へのインタビューか

ら抽出し，今後の研究のアプローチ及びシステム開発

に反映する． 

実験協力者は香川大学 3 年生 3 名（男性 1 名 A，女

性 2 名 B，C）である．実験協力者はいずれも Holole

ns2 の使用経験を持たない学生たちである．実験時間

は，馴染みのない機器を使ってもらうため，40～60 分

と長めの時間を設定した．オンラインコミュニケーシ

ョン環境を想定するために Microsoft Teams で参加

しアバターの動きを見て振る舞いに対するフィードバ

ックをおこなう「評価者」1 名，アバター操縦者に実

験の流れを指示する者 1 名，アバター操縦者 1 名によ

る対話形式でおこなう． 

5.2 試行の方法 

本研究では図 4 のようなアバターを使用する．この

アバターを選んだ主な理由は，着ぐるみのような体型

でアバター操作者と異なる身体構造をしているためで

ある．本アバターは Vroid Hub(7)で公開されており，

無償利用が可能である． 
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図 4 使用するアバター 

試行の流れは，実験協力者に実験趣旨や Hololens2

の装着時の注意点を説明をおこない，事前説明終了後，

試行の実施へと移行する．実施では，指定した動作を

実験協力者におこなってもらい，その様子とアバター

を録画する． 1 つの動作を 20 秒間繰り返しおこなう

ことを 1 セットとし，アバターの向きを変更しながら

各動作につき 6 セットおこなう．3 セットごとにアバ

ターの動きの見え方に自己採点をおこなってもらった．

また，その際評価者からのフィードバックをおこなう．

評価者は，大学生にお願いし，アバターらしさがある

か、不自然なところがあればそれを指摘するように依

頼した．なお，本研究では，リアルタイムの振る舞い

可視化機能を使用中の上達過程に着目しており，本フ

ィードバックの妥当性については議論の対象とはしな

い． 

実験協力者におこなってもらった動作は以下に列挙

する 3 つである． 

・ 手を振る 

・ 相槌 

・ 拍手 

実験協力者には図 5 に示すような状態で本システ

ムを利用してもらった．実験協力者からの視点を図 6

に示す．  

 

図 5 試行の様子 

 

図 6 実験協力者の視点 

5.3 行動ログの収集とデータ分析 

訓練における上達過程をデータに基づいて記述的に

表現し，訓練の効果を明らかにする．使用するデータ

は，指定した動作をおこなってもらった際の実験協力

者と操作されたアバターの録画，行動ログデータ，実

験協力者の自己採点である．行動ログの分析は訓練を

開始した 1 回目と終了時点の 6回目のデータを比較す

る．細かな立ち位置の差で数値に変化が出てしまうた

め，動作に関連するポイントの X，Y 座標の振幅や波

の数をもとに比較する．実験協力者の各動作に対する

フィードバック前後の自己採点の結果を図 7，図 8，図

9 示す．実験協力者 A，C はすべての動作の自己採点

が上がった．B は「手を振る」は変化がなかったが，

他の動作は点数が上がった．以下では試行内で見られ

た変化を，一部例を挙げながら説明する． 

 

図 7 実験協力者 A の自己採点結果 
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図 8 実験協力者 B の自己採点結果 

 

図 9 実験協力者 C の自己採点結果 

5.3.1 手を振る 

実験協力者 A の 1 回目と 6 回目の座標データ(右手

の X，Y 座標)，該当するアバターを図 10，図 11，図

12 に示す．1 回目と 6 回目のアバターを比較すると

手が顔に食い込んでいたものが食い込まなくなり，身

体構造を意識した振る舞いが確認できた．座標データ

から X 方向の変化量が小さくなり，Y 方向の変化量

が大きくなったことがわかる． 

 

図 10 実験協力者 A，「手を振る」，1 回目，右手の座

標データ 

 

図 11 実験協力者 A，「手を振る」，6 回目，右手の座

標データ 

 

図 12 実験協力者 A，「手を振る」，1 回目と 6 回目の

アバター比較 

5.3.2 拍手 

実験協力者 C の 1 回目と 6 回目の座標データ(両手

の X，Y 座標)，該当するアバターを図 13，図 14，図

15 に示す．1 回目では X 方向の変化量が 200 より小

さかったが，6 回目では 200 を超えるほど動いており，

両手を大きく広げて拍手をしていることがわかる．1 

回目では X 座標が交差しておらず Y 座標の波は同位

相で同じように動いていることがわかるが，6 回目で

は X 座標が交差しており，Y 座標の波には逆位相が

見られた．また，6 回目では波の数が少なくなってい

るためゆっくり拍手をしていることがわかる． 

 

図 13 実験協力者 C，「拍手」，1 回目，両手の座標デ

ータ 
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図 14 実験協力者 C，「拍手」，6 回目，両手の座標デ

ータ 

 

図 15 実験協力者 C，「拍手」，1 回目と 6 回目のアバ

ター比較 

5.4 システム試行後のインタビュー調査の結果 

試行後，実験協力者へのインタビューを実施し改善

点等の抽出をおこなったところ、以下のような意見が

得られた． 

① 自己採点が変化した理由について 

・ アバターを確認しつつ動きの修正ができたから 

・ フィードバックによって修正できたから 

② アバターの向きを変えながらの訓練について 

・ アバターを後ろから見ると分かりにくかった 

・ アバターを前から見る方が訓練しやすかった 

③ 評価者からのフィードバックについて 

・ 細かい部分の修正ができた 

・ 食い込みに関しての指摘が役に立った 

④ アバターを見ながらの動作の修正について 

・ 自分の動きが修正されているか確認できた 

・ 自然にアバターを動かせたことが実感できた 

⑤ システムのユーザインタフェース（以下，UI と呼

称）は使いやすかったか 

・ 慣れるまでが難しかった 

・ 最初は難しかったが，慣れれば使いやすかった 

⑥ Hololens2 について 

・ 視野が少し見えにくかった 

・ 動きにくいということはなかった 

・ 周りが見えていて動く際に安全だった 

・ 大きな動きをする際には頭への固定が大切 

三人称視点からアバターを見ながら振る舞い訓練を

おこなうことに関して，自分の動作が変わっているか

を確認でき役に立ったという意見や，自然に動かせた

ことが実感できたなど肯定的な意見を得ることができ

た．しかしその一方で，アバターの後ろ姿を見ながら

の訓練は分かりにくかった，アバターの向き変更機能

の UI が使いにくかった，Hololens2・本システムの UI 

操作に慣れるまでが難しかったなどの意見が得られた． 

5.5 考察 

システムの試行を通して，実験協力者の 3 人がアバ

ター操作をおこなう際にアバターの身体構造を意識し

た動作をおこなえていることがわかった．アバターに

反映される動きを三人称視点から見ながら訓練をおこ

なうことで，腕や手が頭に食い込まないよう意識して

動けていることが確認できた．  

インタビューから得られた意見から，UI の見直し，

チュートリアル機能の実装という改善点，機能実装が

考えられる．UI の操作が難しい，慣れるまでが難しい

等の意見があったため，アプリケーション内の UI の

見直しは必要だと考えられる．加えて Hololens2 及び

アプリケーションの操作チュートリアルを設けること

で操作に慣れることができると考えている． 

本システムの利用を通して，実験協力者全員の自己

採点が上がったことや，実験協力者全員のアバター操

作に変化・改善が見られたことから本システムには一

定の有用性があると考えられる． 

6. まとめ 

本研究では，近未来のオンラインアバターコミュニ

ケーションの普及を想定し，アバターの身体構造を意

識した操作を可能とするための振る舞い訓練システム

の開発とその評価について論じてきた．コミュニケー

ションを取る際に相手の印象を決定づける要因となる

「視覚情報」，「聴覚情報」，「言語情報」が関係してお

り，本研究では「視覚情報」に着目し研究をおこなっ

た．バーチャル空間のアバターを使用したコミュニケ

ーションで自分の意思を適切に相手に伝えるためには，

不自然な動作によりコミュニケーションの質を下げな

いことが重要である．この課題を解決するために，姿
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勢推定 AI によるアバター操作，複合現実を用いた三

人称視点からアバターを確認，アバターの向き・サイ

ズ変更機能を組みこんだシステムを開発した．本シス

テムを評価するために実験協力者 3名に協力してもら

い試行を実施した．実験協力者の方々からは訓練を通

してアバターを意識した振る舞いができるようになっ

た，アバターを見ながらの訓練はやりやすかったなど

の肯定的な意見を得ることができた．改善点としては，

Hololens2 アプリケーション内の UI の見直しやシス

テムの操作チュートリアルの実装などが考えられる．

また，座標ログを利用する定量的フィードバック機能

の実装により一人でもアバターの振る舞い訓練をおこ

なうことができるシステムも考慮に入れたい．今後は

システムの試行で得られた改善点を解決，機能の実装

をすることでより汎用的なアバター訓練システムを開

発したいと考えている． 
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マルチモーダルデータ駆動による UX改善支援機能を有する 

VR教育コンテンツ制作支援環境 

福田 裕樹*1, 檜垣 大地*1, 辻 章吾*2, 米谷雄介*2, 谷田貝 雅典*3, 卯木 輝彦*4 
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Hiroki FUKUDA*1, Daichi HIGAKI*1, Shogo TSUJI*2, Yusuke KOMETANI*2, 

Masanori YATAGAI*3, Teruhiko UNOKI*4, Naka GOTODA*2, Takayuki KUNIEDA*2, 

Rihito YAEGASHI*2 

*1 Graduate School of Engineering, Kagawa University 

*2 Faculty of Engineering and Design, Kagawa University 

*3 Kyoritsu Women’s University 

*4 Photron Limited 

近年，VR コンテンツのニーズが高まってきているが，VR コンテンツ制作の定石は確立されておらず，

体験とデザインの繰り返しが必要である．そこで，コンテンツ利用者のマルチモーダルデータを活用し

た UX 改善支援機能を有する VR 教育コンテンツ制作支援環境を開発する．コンテンツ利用者の発話音

声解析によって振り返り箇所を抽出する機能，利用者の視点から振り返る機能，コンテンツの改善箇所

を報告する機能の 3 つの機能が UX 改善において一定の有効性があることを示した． 

キーワード: VR，コンテンツデザイン支援，振り返り，マルチモーダルデータ，自然言語解析，知識共

有，可視化 

1. はじめに 

VR の大衆化が進んでいる．2018 年ごろより VR ヘ

ッドマウントディスプレイ(VRHMD)単体で動作可能

なスタンドアロン型の製品が登場し，低価格で高性能

なデバイスが入手可能になった．VR を利用したコミ

ュニケーションサービスも増加傾向にあり，また 5G

などに代表されるネットワークの高速化・大容量化に

より，360 度動画などの VR コンテンツの配信も円滑

になっている． 

先述した VR を中心とした近年の技術の進歩に伴い，

大学教育においても VR コンテンツ制作を取り入れた

取り組みがおこなわれるようになってきている．例え

ば，大学初年次を対象に 360 度カメラを用いた VR コ

ンテンツ制作教育(1)がおこなわれていたり，文系大学

生の授業に 360 度 VR 映像を取り入れた教育(2)を実施

したりしている．  

VR コンテンツ制作教育が盛んになってからまだ時

間がたっていないこともあり，コンテンツ制作におけ

る定石が明らかになっておらず，議論とデザインを繰

り返す必要がある．矢野(1)はコンテンツ制作では学生
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が持っている知識と実践で発揮される技術には差があ

ることが述べられており，低評価を受けたコンテンツ

に対しては，なぜうまくいかなかったのかを振り返る

ことが重要であると主張している．卯木ら(2)は実習を

通して，多くのすぐれた作品を見ることや実例をもと

にした撮影技法を知ることによって，学生の映像制作

に対する関心が高まり実践への意欲が向上していると

主張している．小寺ら(3)は専門的な技術者が一切関与

せず，大学生主体で企画・制作した VR 動画制作プロ

ジェクト「VR Space Travel Project」について報告し

ている．小寺らはこのプロジェクトで制作された VR

コンテンツを用いて，情報メディア関係の大学に進学

しようとしている高校生と既に情報メディア学科に所

属している学生を対象に調査をおこなった．調査項目

のうち，「VR を学生だけで作成できることへの認知度」

に関する質問では 65%の人が知らないと回答してい

ることが報告されている．このことから，専門的な技

術者と容易に議論をできる環境があれば，VR コンテ

ンツ制作における心理的課題にも対応できると考えら

れる． 

以上のことから，本研究では従来の VR コンテンツ

制作における課題である「議論とデザインを繰り返す

必要がある」，「VR コンテンツ制作では知識が実践で

は発揮されない場合があり，その場合はうまくいかな

かった原因を振り返ることが重要」，「制作スタッフが

遠隔地にいても容易に議論に参加できる必要がある」

への対応が必要である． 

本研究では，VR 空間での VR 教育コンテンツ制作

を支援する機能を有する VR 教育コンテンツ制作支援

環境(以下，本環境)の提案および開発をおこなう．本研

究では，VR コンテンツ議論の振り返りを支援するこ

とで，従来の VR コンテンツ制作における課題の解決

を目指す．本環境を利用することで遠隔地にいる複数

の議論参加者が 1 つの VR 空間に集まり議論をおこな

うことができ，VR 議論を任意のタイミングで記録開

始・記録終了をすることができる．本稿では，本環境

で議論の振り返り支援をするにあたって，コンテンツ

利用者の発話音声解析によって振り返り箇所を抽出す

る機能(以下，振り返り箇所抽出機能)，過去の議論参加

者視点などの多視点から振り返る機能(以下，多視点活

動記録再現機能)，VR 議論の改善箇所を報告・共有す

る機能(以下，改善箇所報告共有機能)を開発した．また，

これら 3つの機能による分析結果や振り返りの効率化

を目的としたデータの組み合わせであるマルチモーダ

ルデータが VR 空間での議論やコンテンツ体験などの

UX の改善に有効であるかを評価するための実験を実

施し，本研究の振り返り支援と本環境に対する意見を

収集した． 

2. 振り返り支援の関連研究 

2.1 動画に出現する人物に着目した振り返り学習 

山下ら(4)は映像中に登場する人物に着目したダイジ

ェスト動画生成を支援する手法を提案している．この

手法では入力映像を特定人物が含まれると判定された

「正解ショット」と正解ショットのいずれかに対して

一定以上の類似度を有する「候補ショット」を選別す

る．山下らの提案システムでは UI を介して候補ショ

ットをユーザに提示し，ダイジェスト映像に含まれる

べきショットを選択させることで，自動選択された正

解ショットとユーザによって選択された候補ショット

が組み合わさり，少ない操作で満足度の高いダイジェ

スト動画を生成する． 

本研究における VR 空間での議論はアバターを介し

ておこなわれるため，データとして個人を識別できる．

加えて，議論参加者の発話や身体動作のデータを用い

た振り返りの支援など可能性は多岐にわたる． 

2.2 議事録と映像の組み合わせによる振り返り学習 

鈴木ら(5)は国会審議の映像と人手による書き起こし

の議事録を用いた国会審議映像検索システムを提案し

ている．このシステムでは映像と発話のテキストデー

タを同期させ，専用の UI を使って国会審議映像の発

話内容から視聴する箇所を検索できる．選択した単語

を検索し，検索結果を選択することで，その単語が発

話された再生位置から視聴が可能になっている． 

本研究でも発話された単語から振り返り箇所を抽出

する機能は有用であると考え，VR 空間での議論を記

録し，記録した音声データから発話内容と発話時間を

抽出することで議論の振り返りを効率化できるのでは

ないかと考えた． 
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2.3 授業を複数視点から撮影し同時に観測可能とし

た振り返り支援 

空野ら(6)は授業課程を複数視点から映像データとし

て撮影し，単一のアプリケーション上で同時に複数視

点の映像を観測可能とすることで，授業者を対象に効

果的に授業省察をおこなえることを目指した支援手法

を提案している．このアプリケーションでは授業者の

所作と学習者の反応を映した 2 つの動画を用いること

で授業者と学習者の対話をシームレスに視聴できる．

空野らは複数の視点を用いて授業を振り返ることで，

より効果的な振り返りに繋げられる可能性があること

を示している． 

本環境では VR 空間内でおこなわれた議論活動の過

程を議論参加者の身体動作や発話などを含めた VR 空

間そのものを記録・再現することが可能である．ユー

ザが自由な視点から議論活動を振り返ることができる

ため，現実での議論より多くの視点を用いて振り返る

ことができる．また，VR 空間では物理的制約が無いた

め，記録から再現された当時の議論参加者の視点を一

人称として振り返るなどの支援が可能である． 

2.4 映像分析による授業内活動の抽出と可視化によ

る振り返り支援 

水越ら(7)は，アクティブラーニング型授業の過程を

魚眼映像として記録し，映像中の授業参加者から映像

分析によってグループを推定し，活動の大きなグルー

プを映像内で強調して可視化することで，授業改善に

役立てることを目指した支援手法を提案している．水

越らはこの手法の課題として，講師が机間巡視などの

行動をしていると正しくグループを推定できない場合

があるが，一定の精度で過去の授業映像からグループ

の可視化が可能であることを報告している． 

本研究における VR 議論においては，アバターを介

した議論活動をおこなうため，電子的に個人を識別す

ることが可能である．また，VR 議論では議論参加者同

士でおこなわれたコミュニケーションなど，参加者同

士の関係性が重要であるため，振り返り時にはグルー

プ内でおこなわれたコミュニケーションにも注目する

必要がある．本環境では VR 議論の過程をそのまま記

録することが可能であるため，各議論参加者がどの時

点でどのような姿勢でどのような発話をしたかを確認

することができ，VR 議論の振り返りとして効果的な

手法であると考える．  

3. システム設計 

3.1 機能設計 

本研究の目的は VR 教育コンテンツ制作支援である．

VR 議論の振り返りを支援することで，UX 改善支援を

実現する．VR コンテンツ制作における現状から「議論

とデザインの反復」「コンテンツ制作における改善点の

発見」「遠隔地から容易に議論に参加できること」が重

要であることが先行研究から明らかになった．  

以上のことから，本研究での VR 教育コンテンツ制

作支援のための機能要件は以下のようになる． 

(1) 遠隔にいる複数の議論参加者が 1 つの VR 空

間に集まり議論をすることができる 

(2) VR 空間に集まった議論参加者が共通の登録

されたコンテンツを閲覧しながら議論ができ

る 

(3) VR 空間での議論を記録し，再生できる 

(4) VR 空間の議論参加者の発話を自然言語解析

によって発話時間と発話内容を同期させ，振

り返り箇所を抽出する 

(5) (4)の解析結果を VR 空間で提示・表示し，(3)

と連携することによって振り返りを支援する 

(6) 記録した議論を複数視点から振り返ることが

できる 

(7) 記録した議論の改善箇所にコメントを残し，

他者とコメントを共有できる 

3.2 全体設計 

機能要件を満たす本環境を構築するためのシステム

群を図 1 に示す． 本環境は VR 空間での議論の実施・

記録・再現をするための機能や VR 空間内での議論の

振り返りを支援する機能を備えている「VR 議論記録・

再現システム」，VR 空間で閲覧するための資料や

3DCG などのコンテンツ，記録された議論データや議

論データを解析した結果などを登録するための「コン

テンツ管理システム」，記録された議論データの中から

各議論参加者の発話音声をもとに議論の振り返り帰り
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箇所を抽出するための「振り返り箇所抽出システム」

の 3 つのシステムの連携によって構成されている．本

環境の利用には VR 空間で議論・記録をする「遠隔議

論」と記録した遠隔議論を振り返る「振り返り」の 2

つのフェーズがある．それぞれのフェーズのフローチ

ャートを図 2，図 3 に示す．  

 

 

図 1 VR 教育コンテンツ制作支援環境のシステム群 

 

 

図 2 遠隔議論のフローチャート 

 

 

図 3 振り返りのフローチャート 

3.3 システムの内部構成と使用技術 

全体設計に基づく本研究のシステム構成と使用技術

を図 4 に示す．本環境の VR 議論記録・再現システム

とは Unity ソフトウェア(Unity 2020.3.14f1)で開発し

ている．VR 空間に遠隔の参加者が参加するための遠

隔通信手段としてExitGame社によって提供されてい

るマルチプレイヤー対応 Unity パッケージである

PUN2(Photon Unity Networking frame)(8)を採用し

ている．コンテンツ管理システムには WordPress 財団

によって提供されているオープンソースのコンテンツ

管理システム WordPress（version 5.9）(9)を使用して

いる．VR 議論記録・再現システムで提供される VR 空

間内に専用の UI が設置してあり，その UI からコンテ

ンツ管理システムに登録されているコンテンツをダウ

ンロードし，VR 空間に出現させることができる．振り

返り箇所抽出システムは Python（version 3.6.8）の音

声 認 識 の た め の Python モ ジ ュ ー ル Speech-

Recognition（version 3.8.1）と形態素解析エンジン

Janome（version 0.4.1）による音声解析，HTML と

JavaScript の D3.js（version 5.16.0）ライブラリによ

る解析結果表示・インタラクティブ性の付与をおこな

っている．本環境のアプリケーションは PC 版とスタ

ンドアロン版が存在する．現在，PC 版は WindowsPC

向けに開発している．スタンドアロン版は Meta 社の

一部門である Facebook Technologies が開発したスタ

ンドアロン型 VR デバイスである Meta Quest2 向け

に開発している． 

 

図 4 本環境のシステム内部構成図 

4. システム開発 

本環境は，檜垣ら(10)によって開発されているシステ

ムを基盤として開発をおこなっている．本章では本環

境の UX 改善支援機能を中心に報告する． 

4.1 UX改善支援機能 - 振り返り箇所抽出機能 

VR 議論記録・再現システムによって記録された議
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論データの中から記録された全議論参加者の発話デー

タに対して自然言語解析におこなう．自然言語解析に

よって得られるデータ一覧の例を表 1 に示す．発話は

テキスト化され形態素解析によって単語ごとに分けら

れる．分別された単語のうち，名詞，動詞，形容詞，

副詞は抽出され極性分析にかけられる．本研究では，

日本語評価極性辞書 (11)を使った極性分析をおこなっ

た．また，単語の発話回数と議論データにおける発話

時刻を特定する． 

解析結果は 1 枚の WordCloud の画像として可視化

する．WordCloud は文章中で出現頻度が高い単語を頻

度に応じた大きさで図示する手法である (12)．

WordCloud の例を図 5 に示す．WordCloud 化された

解析結果に表示されている単語は，単語の色によって

極性分析結果，単語の大きさによって発話回数が可視

化され，VR 空間内で表示される．表示されている単語

を VR 空間内で選択すると，過去の VR 議論のどの時

刻でその単語が発話されているかが VR 議論再現の再

生時刻を操作するためのシークバーに提示される． 

表 1 自然言語解析によって得られるデータ例 

単語 極性分析 発話回数 発話時刻(秒) 

保護 ポジティブ 2 7, 15 

増加 中立 2 2, 15 

注意 ネガティブ 4 4, 10, 18, 24 

電気 判別不可 1 3 

 

 

図 5 VR 空間で表示される自然言語解析結果 

4.2 UX改善支援機能 - 多視点活動記録再現機能 

記録された VR 議論の再現時に，VR 議論を第三者

視点から振り返ったり，議論データから再現したアバ

ターに視点を変更し，対象のアバターの一人称視点と

して議論を振り返ったりすることができる．視点変更

の様子を図 6 に示す．VR 技術を使うことによって物

理的制約がない利点を活用し，従来の議論の振り返り

では不可能だった自分以外の議論参加者の視点から当

時の議論を観測することができる． 

 

図 6 視点変更による振り返りの様子 

4.3 UX改善支援機能 – 改善箇所報告共有機能 

過去におこなわれた VR 議論の改善点を VR 空間で

指摘するための機能である．改善箇所の報告は図 7 の

ように過去の議論データと関連付けられたコメントと

して報告される．コメントには「コメントを設置した

デバイス」「入力されたコメント」「VR 空間におけるコ

メントの三次元座標と回転」「議論データとの対応情報」

の 4 つの情報が含まれる．  

過去の VR 議論に対するコメントは記録が可能であ

り，振り返りをする際に以前のコメントを表示するこ

とができる．これによって過去のコメントを見返した

り，他者のコメントを参考にしたりすることができる． 

 

図 7 改善箇所報告の様子 

5. UX改善支援機能の評価実験と考察 

5.1 実験目的 

実験の目的は本環境の UX 改善支援機能である「振

り返り箇所抽出機能」「多視点活動記録再現機能」「改

善箇所報告共有機能」が VR 教育コンテンツ制作支援

として有効であるかを評価することである． 
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5.2 実験方法 

本環境を使用した 2対 2のディベートを実施し，UX

改善支援機能の評価実験をおこなった．ディベートの

当日の流れを図 8 に示す．ディベートは肯定側と否定

側が 2 人ずつのディベート参加者役とディベートの勝

敗を決定する司会進行兼ジャッジ役が 1 人の計 5 名の

構成でおこなった．ディベートの議題が発表されてか

ら 10 分間の作戦会議は Zoom でおこない，実際のデ

ィベートは本環境を使って実施した．ディベート参加

者役は香川県内の大学生 4 名，司会進行兼ジャッジ役

は VR コンテンツを研究の題材にしている東京の大学

生 2 名(うち 1 名はディベート中は観戦のみ)である．

ディベート参加者役はスタンドアロン版のアプリケー

ション，司会進行兼ジャッジ役は PC 版のアプリケー

ションで本環境を使用した．実験は図 2，図 3 で示し

たように，ディベートを実施する「遠隔議論フェーズ」

とディベートを振り返る「振り返りフェーズ」に分か

れておこなった．遠隔議論フェーズは 2022 年 1 月 11

日，ディベート参加者の振り返りフェーズは 2022 年

1 月 13 日と 2022 年 1 月 19 日，司会進行兼ジャッジ

役の振り返りは 2022 年 1 月 18 日に実施した．また，

2022 年 1 月 21 日にディベートに参加していない VR

に興味のある東京の学生 3 名に対してディベートの議

論データを使った VR 議論の振り返りを実施した． 

 

図 8 ディベートの流れ 

5.3 評価方法 

振り返りにおける各 UX 改善支援機能の有効性を評

価するための意見収集はアンケートによりおこなった． 

5.3.1 振り返り箇所抽出機能のアンケート 

振り返り箇所抽出機能は以下の 4つの振り返り手法

について「新たな気づきを得ることに有効であるか」

と「振り返りの時間短縮に有効であるか」の 2 つの観

点から振り返りに有効であるかを評価した．有効であ

るという回答に関しては自由記述でその理由を回答し

てもらうことで振り返り支援手法を評価した． 

(1) 再生時刻を指定して振り返る場合 

(2) (1)に加えて発話された単語の発話時間が可視

化される場合 

(3) (2)に加えて発話された単語の発話回数が視覚

的に表現される場合 

(4) (3)に加えて発話された単語のポジティブ・ネ

ガティブ度合いが色で区別される場合 

5.3.2 多視点活動記録再現機能のアンケート 

過去の議論参加者の視点や第三者視点など様々な視

点から議論を振り返ることが議論の振り返りやコンテ

ンツの評価などに対して有効であるかを 5 段階で評価

してもらい，自由記述にてその理由を回答する形式の

アンケートで振り返り支援手法を評価した． 

5.3.3 改善箇所報告共有機能のアンケート 

改善箇所報告共有機能の有効性は「PC と VR ヘッ

ドセット使った改善箇所報告の比較」「他者の意見と比

較することの有効性」という観点から評価するための

アンケートをおこない，改善箇所報告共有機能の有効

性についての意見を収集した． 

5.4 結果と考察 

5.4.1 振り返り箇所抽出機能 

実験のディベートを自然言語解析した結果を図 9 に

示す． 

再生時刻を指定する機能のみによる振り返りは議論

データを最初から再生するだけの振り返りと比較して，

振り返り箇所を自分で指定するため，振り返りの機能

として不可欠の要素であるという回答が得られた．し

かし，振り返りフェーズ初期に無作為に再生時刻を操

作し，どの場面でどのような発言がされているかを調

べる行動が見られたことから，振り返り時間の短縮と

しては不足している可能性がある． 

発話された単語の発話時間が可視化される機能は，

キーワードを選択することによって振り返り箇所を限

定でき，再生時刻の指定と発話時間の可視化が連携す

ることによって，振り返り時間が短縮されると考えら

れる．また，振り返り箇所が限定されることで議論中

は気が付かなかったところまで気を配れるようになる

という意見も得られ，新たな気づきの把握にも貢献で
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きると考えられる． 

発話された単語の発話回数が視覚的に表現される機

能については，議論の会話の流れや重要なキーワード

が強調されるため，ダイジェスト的な振り返りが可能

になるという意見が得られた．振り返る判断基準にな

るうえ，あらかじめ議論の大筋を把握できると考えら

れる． 

発話された単語のポジティブ・ネガティブ度合いが

色で区別される機能については，それぞれの発言の雰

囲気を客観的に知ることができるという意見が得られ

た．また，ネガティブな口癖に気付き，改善のきっか

けになりそうであるという意見も得られたため，新た

な気づきの把握を支援できると考えられる． 

以上のことから，振り返り箇所抽出機能が VR 教育

コンテンツ制作者に対して「新たな気づきの把握」と

「振り返り時間の短縮」に有効であると言える． 

発話のテキスト起こしの精度については「肯定」と

いう単語が「皇帝」に誤認識されるなど不十分な部分

はあったが，振り返りの行動を観察していると振り返

り実施者はそれぞれの振り返りたい箇所に関連のある

単語を選択しており，問題なく振り返りをする様子が

うかがえた．また，正しく認識された部分のほうが多

かったことから，誤認識された単語は小さく，正しく

認識された単語は大きく表示されたため，誤認識され

た単語が振り返り実施者にとって目立たず，振り返り

に支障をきたさなかったと考えられる．しかし，「し」

や「なる」などの議論の内容が推定できないような単

語が大きく表示され，ほかの単語が埋もれて目立たな

くなる可能性があるため，問題となる単語をリスト化

し，解析結果の表示から排除するなどの改善が必要で

ある． 

 

図 9 ディベートの自然言語解析結果 

5.4.2 多視点活動記録再現機能 

記録した議論データを当時の各議論参加者や第三者

視点から追体験可能である点については，議論中に話

し相手がどこに注目していたかなどの従来の議論記録

手法ではとらえられなかった範囲まで観測することで

きるという意見が得られた．記録した議論を当時の議

論参加者や第三者視点から見ることが，VR コンテン

ツ制作や議論自体の振り返りや改善に繋げられる可能

性を示唆する意見が多く得られた．また，話が上手な

話者の視点を体験して自身のしゃべり方の改善点を見

つけようとする様子などが見られた． 

今回の実験は身体動作を伴うコミュニケーションが

少ない活動であったため，体験型のコンテンツなど身

体動作がコミュニケーションの構成要素として大きい

活動での利用に対して期待される意見が見られた． 

5.4.3 改善箇所報告共有機能 

改善箇所の報告・共有機能に関しては，他者とコメ

ントを共有することで自分では気づかなかった改善点

に気づけるという意見が得られた．VR 議論を振り返

りながら改善箇所を指定してコメントを設置できるた

め，気づきをそのまま共有しやすくなると考えられる．

また，PC での振り返りは「移動のしやすさ」「議論参

加者の立ち位置の把握」が優れており，VR ヘッドセッ

トでの振り返りは「議論参加者の体や手の動きの把握」

「視線の動きの把握」「全体の流れの把握」に優れてい

るという意見が得られた． 

現在の改善箇所報告共有機能を使ったコメントを修

正するためには別の文章で上書きする必要があり，コ

メント修正に時間がかかっている様子が見られたため，

コメントの部分修正に対応する必要がある．また，デ

バイス差によるコメントのしやすさに差があるため､

この差を埋めるための工夫が必要である． 

6. まとめ 

本研究では，VR 教育コンテンツ制作支援のための

UX 改善支援機能を有するシステムを提案開発した．

従来の VR コンテンツ制作支援では「議論とデザイン

の繰り返し」「振り返りでの改善点の発見」「遠隔から

でも議論に参加できる環境」が必要であることが報告

されている．本研究では，議論の振り返りを支援する
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ことで VR 教育コンテンツ制作支援をおこなう UX 改

善支援機能を提案・開発した． UX 改善支援機能とし

て議論データの内，各議論参加者の発話に着目した自

然言語解析による振り返り支援を提供する「振り返り

箇所抽出機能」，議論の振り返り時に過去の議論参加者

の視点や第三者視点から議論を振り返る機能を提供す

る「多視点活動記録再現機能」，議論の改善箇所の報告・

共有・記録をすることができる「改善箇所報告共有機

能」の 3 つを開発した．本稿では議論振り返りに対し

て各 UX 改善支援機能が有効であるかを評価するため

の実験を実施した．実験では本環境を使った 2 対 2 の

ディベートを実施・記録し，ディベートの振り返り時

に UX 改善支援機能を使った振り返りを実施し，各機

能についての意見を収集した．得られた意見から，UX

改善支援機能によって得られるマルチモーダルデータ

は議論の振り返りに対して一定の有効性があることが

示され，先行研究から明らかになった従来の VR コン

テンツ制作における「議論とデザインを繰り返す必要

がある」，「VR コンテンツ制作では知識が実践では発

揮されない場合があり，その場合はうまくいかなかっ

た原因を振り返ることが重要」，「制作スタッフが遠隔

地にいても容易に議論に参加できる必要がある」の 3

つの課題の解決手法として有効である． 

今後は実験で得られた意見などを参考に，各 UX 改

善支援機能の改良や新たな支援手法の検討・開発をお

こなう．本稿で報告した UX 改善支援機能は振り返り

時の支援を重視した機能になっているが，遠隔議論を

リアルタイムで支援する機能などを検討することで，

VR 教育コンテンツ制作支援を実現していきたいと考

えている． 
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思考の精緻化を促すプレゼンシナリオ設計支援システム 
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プレゼンテーション設計は，聞き手が納得できる一貫性のある論旨の構成を求めるタスクである．第 3

者的視点に立つことを促し自らの思考の精緻化に繋がる契機となる．一方，研究経験が浅く領域知識が

未熟な初学者にとって，分野固有のつながりを聞き手視点に立って吟味し自らの思考を批判的に見直す

ことは必ずしも容易ではない．そこで本研究では，聞き手の要求をプレゼンシナリオが満足するために，

学習者が検討すべきことを規定できる聴衆モデルを開発した．そして，聴衆モデルと学習者が設計した

プレゼンシナリオに即して，他者視点の認知を促す助言生成機能を備えた支援システムを開発し，真正

な学習場面における長期的な運用を通じて，システムの有用性を確認してきた．本稿では知識構築的視

点からその実践結果を報告する． 

キーワード: 往還モデル，プレゼンシナリオ設計，思考の精緻化，認知的葛藤 

1. はじめに 

他者への説明を前提とした言語化活動は，自身の考

えの不整合や不備への気づきを促し，自己内対話を活

性化することが知られている(1)．内容を知らない他者

への説明を想定する場面で，特にその効果の高まりが

報告されている(2)．研究内容のプレゼンテーション（以

下，プレゼン）を例に挙げると，研究内容を初めて聞

く聴衆を想定したプレゼン資料作成が，研究内容の論

理的整合性の吟味を促し，自身の研究内容の理解を深

め思考を精緻化することがある．学習支援システム研

究で例えば，「学習目標の達成に向けて学習者が抱える

困難性」と「支援機能の合理的関係」について聞き手

が納得できるか想定することで，論を精緻化してプレ

ゼンに組み込むといったことがこれにあたる． 

プレゼン設計での考えの表明（知識陳述）を通じて

認知的葛藤が産出されるかどうかが，こうした知識構

築につながるか否かの鍵になる(3)． 

伊藤の言語化の目標達成モデル(3)において，知識陳

述とは認知過程の言語化のことで，認知的葛藤は，他

者の理解や課題とのずれを認識することで喚起される

葛藤状態のことである．これが産出されれば，その解

消が目標化（葛藤解消目標）され新たな知識の構築プ

ロセスが駆動されることになる(注１)． 

一方で，認知的葛藤が生じない言語化活動では，知

識構築効果を期待することが難しい．特に研究経験が

浅く領域知識が未熟な学習者の場合，分野固有のつな

がりの整合性を第三者的視点に立ってメタ認知的に吟

味し，認知的葛藤を自己産出することは容易なことで

はない(4)． 

本研究では，言語化活動として自己の研究内容に関

するプレゼンシナリオ設計をとりあげる．学習者の認

知的葛藤の誘発を狙いとした他者視点からの分野固有

のつながりを捉えた助言を提示することで認知的葛藤

の誘発と，葛藤解消を目掛けた知識構築活動の活性化，

それによる思考の精緻化を促すシステムを開発する．

(注１) 本研究ではこのモデルを理論的基礎としている(9)． 

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)

－71－



加えて，そこでの自己内対話はプレゼンシナリオに込

めた設計意図を意識化，言語化することにつながるの

で，他者とこれを議論する場でこれを共有することで，

自己内対話での判断の合理性の議論やそれによる研究

内容の精緻化を促すことを意図した仕組みを開発する． 

2. 往還モデル 

研究成果は日々の研究活動，議論を通じて蓄積され

るので，これと整合する形でプレゼンシナリオが設計

される必要がある．また一方で，プレゼンの主題に焦

点化され，深掘りされた自己完結性のあるストーリー

フレームを形成する過程では，これまで見過ごされた

り見落とされてきた論の不備があらわとなり関係性を

論理的につむぐ必要性が顕在化することで，積み上げ

てきた研究成果であってもさらに掘り下げて精緻化す

る契機となる．こうした意味においてプレゼン設計活

動は，蓄積してきた研究成果を単にプレゼン資料にま

とめることには留まらない，認知的葛藤の産出を促し

知識構築を駆動する格好の言語化活動である． 

このような視点にたち，プレゼンの準備活動を日頃

の研究活動と独立するものと捉えるのでなく，図 1に

示す往還モデルとして位置づけて支援することを本研

究の指針とする． 

図1左は土田らの研究活動サイクル(5)を示しており，

4つのフェーズから構成している（図 1①）．文献調査

やシステム構築などのタスク遂行（Investigation）に

ついて資料作成（Preparation）した上で，それをもと

に議論（Discussion）し，次のサイクルに活かすよう

振り返る（Reflection）ことを表すモデルである．こう

したサイクルを通じて研究成果が蓄積・精緻化されて

いくことになる（図 1中央）． 

図 1 右にプレゼン設計に関わる活動サイクルを表し

ている．日頃の研究活動で積み上げた知見を参照して

プレゼン設計に取り組むことを表している（図 1②）． 

このサイクルでは，研究活動サイクルを通じて積み

上げられた知見との整合性を意識したプレゼンを設計

する．ここでの循環を通じて，主題に焦点化された認

知的葛藤が産出され，研究内容を捉え直す機会とする

ことで，積み上げてきた知見をさらに精緻化すること

を表している．以下に 3つのフェーズでの具体的活動

を示す． 

プレゼン(再)設計フェーズ：プレゼンを(再)設計する

フェーズである．プレゼンの設計（言語化活動）に先

立って，聞き手に理解させる主題（プレゼン目標）を

明確にすることが重要である．そして，言語化したシ

ナリオの主題の下での分野固有のつながりに，聞き手

の論理的納得性が得られ自己完結性のあるプレゼンを

設計することが求められる．このような要求を満足す

るプレゼンシナリオとなるよう後続する議論を創造的

なものとする準備性を高めるためには，学習者自身が

プレゼンの設計意図と設計過程での意思決定理由を自

己認識することが必要である． 

プレゼンの議論フェーズ：プレゼンシナリオの妥当

性，論理性を他者と吟味するフェーズである(注２)．これ

(注２) 図 1①の Discussion と②の議論が実施される物理空間

はいわゆる研究ゼミの場であるが，対象，目的，文脈が

異なり往還的関係を明確にするため概念的に分離して

位置づけている． 

 

図 1 研究活動とプレゼン設計活動の往還モデル 
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を創造的なものとするためには，設計したプレゼン内

容の説明だけでなく，プレゼンシナリオに込めた設計

意図，スライドに明示されない論理的つながりなど，

プレゼン設計時の自己内対話でなされた判断や根拠を

言語化して議論の参加者と思考文脈を共有することが

重要である．  

リフレクションフェーズ：議論の場で表明された他者

の考えや疑問を自己の考えと相対化して捉え直し，自

己内対話に内化するフェーズである．他者の意見を踏

まえ，言語化が不十分なことを解消目標としてこれを

解消するフェーズである．プレゼン設計時の自己内対

話の妥当性を再検討し，プレゼンの再設計活動に活か

されることが望ましい． 

3. 往還を支える支援システム 

往還モデルを基礎とした支援システムを実現する．

このためには，日々の研究活動を踏まえ連続性ある形

でプレゼン設計できるとともに，そこでの知識構築を

促し，その結果を積み上げてきた研究成果に還元でき

る仕組みを実現することが求められることになる． 

3.1 研究活動サイクルの支援システム 

Mori(6)らは，研究活動サイクルにおける自己内対話

の活性化を目的とした思考整理支援システム（図 2）

を提案している．このシステムを用いて学習者は，考

えるべきと思う「問い」とそれへの回答を思考表出マ

ップに表明しながら自己内対話を整理できる．このと

き学習者は，考えるべきと思う問いを，問いエリアに

示される一覧から選択するか，思考表出マップ上で新

たに自作することで青色の問いノードとして表出し，

自分の考えをそれに連なる橙色の答えノードとして表

明する． 

システム内部には，「“学習支援の方法は？”を考え

るときには，“学習者が抱える困難性は？”を合わせて

考え整合させる必要がある」といった，研究活動にお

いて考えるべき問いとそれらの意味的関係性が研究活

動オントロジーとして計算機可読な形式で規定されて

おり，合わせて考えるべきことにも関わらず考えてい

ない可能性がある問いを捉えることができるようにな

っている．したがって例えば，「学習支援の方法は？」

を検討している学習者が，その前提となる「学習者が

抱える困難性は？」を検討していない（思考表出マッ

プに表出されていない）場合は，その検討の必要性を

示唆する仕組みを備えている． 

3.2 研究活動とプレゼン設計の往還支援システム 

本研究では研究活動サイクルを支える思考整理支援

システムの存在を前提とし，これと連動することで，

焦点化された主題の下での論の精緻化，往還を促す仕

組みを開発した． 

前節で述べたシステムと連動して動作し，研究活動

とプレゼン設計の往還を支援するシステムを開発した．

図 2のインタフェース上で，学習者がプレゼン設計モ

ードを選ぶと，図 3に示すプレゼンシナリオ設計エリ

ア，目標設定エリアがインタフェースに追加表示され

るようになっている．以下で，プレゼン設計サイクル

の各フェーズで学習者に提供される支援を述べる． 

3.2.1 プレゼン(再)設計フェーズの支援 

3.2.1.1 聞き手を意識したプレゼン目標設定支援 

目標設定エリアで発表場面（例：卒業論文発表等）

を選択し，聞き手のモデルを形成する．聞き手の要求

を満足するために，プレゼンシナリオ設計で達成すべ

き目標が聴衆モデルとして発表場面毎に設定されてい

る．学習支援研究固有の目標概念に加え，プレゼン場

面固有の例えば「現時点で，研究目的をどの程度達成

できたのか示すこと」，「今後の研究計画を実行性のあ

る形で示すこと」なども定義されており，学習者は達

成すべき目標をここから選択したり自分で定義できる

ようになっている． 

3.2.1.2 蓄積した知見を参照したシナリオ設計支援 

日頃の研究活動で作成してきた思考表出マップを基

礎とし，設定した目標を意識したプレゼンシナリオの

設計に取り組む．具体的には，思考表出マップの問い

 
図 2 思考整理支援システム 
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ノードと答えノードを構成部品として，スライドに対

応するフレーム単位でプレゼンシナリオを設計する．

このとき，問いノードに対する自己の考えは入れ子構

造化して整理できるようになっている．選択している

フレーム内の問いと答えノードは思考表出マップ上で

もハイライト表示されるため，プレゼンシナリオと思

考表出マップの対応関係を視覚的に把握できるように

なっている．主題が焦点化され研究内容を捉える側面

が定められることに伴い，より深く掘り下げて吟味す

べきことを認識した場合には，プレゼンシナリオ設計

支援システム上でも新たに問い（解消目標）と答え（知

識構築した結果）を記述することができる． 

ここで産出した知識は，日頃の研究活動で積み上げ

た思考表出マップにシームレスに反映できるようにな

っており，これをマップ上で位置づけさらに精緻化す

ることを可能としている． 

3.2.1.3 他者視点からのプレゼンシナリオ吟味支援 

プレゼンシナリオを充分に吟味し，主題に対して論

理的に整合した自己完結性のあるシナリオが形成でき

たと学習者なりに判断したタイミングで，設計終了ボ

タンを押下する．システムは学習者が設計したプレゼ

ンシナリオに対して，検討すべきと思われる他者視点

からの助言を助言エリアに提示する． 

このために本研究では，「プレゼンに対する聴衆の欲

求（聴衆の欲求概念）」と「聴衆の欲求を満たすために

学習者が設定すべき目標（目標概念）」を発表場面ごと

に聴衆モデルとして定義している．さらに，「その目標

を達成するために考えるべき問い」を研究活動オント

ロジーで定義されている問いを参照する形で規定して

いる．聴衆モデルの詳細は文献(7)を参照されたい． 

他者視点に立つことを促すためにシステムが提示す

る働きかけは (a)目標設定の再検討を促す助言，(b)プ

レゼンシナリオの再検討を促す助言，(c)リフレクショ

ンを求める課題提示の 3つのタイプがあり，プレゼン

設計の進行に沿って順に提示される． 

(a) 目標設定の再検討を促す助言：聴衆モデルで定

義された達成目標を学習者が設定していなかった場合

に，当該目標設定の明示的な検討を求める助言がプレ

ゼン設計を完了したタイミングで改めて提示される．

例えば，卒業論文発表に対応する聴衆モデルで「現時

 

図 3 往還を支えるプレゼンシナリオ設計支援システム 
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点で，研究目的をどの程度達成できたのか示すこと」

が達成目標として定義されていると，目標設定の必要

性についての再考を促す以下の助言が提示される． 

学習者が“必要ある”と判断した場合には，この目

標の達成を目掛ける視点からプレゼンシナリオを再吟

味し，修正内容のテキストエリアへの記録が求められ

る．“必要ない”と判断した場合は，理由・根拠の記録

が求められる．このように，システムが提示する助言

への対応は学習者の判断を尊重するようになっている

が，その根拠，解決策の言語化を求めることで，プレ

ゼンシナリオ設計の前提となる目標設定の妥当性の吟

味と，意思決定理由の自己認識を促すことを狙いとし

ている． 

(b) プレゼンシナリオの再検討を促す助言：設定し

た目標を達成するために考えるべき問いが，研究活動

オントロジーに基づいて規定されている．プレゼンシ

ナリオに設定された問いが組み入れられていない場合

に，以下の様な助言を提示する．ここでの助言の[問い]，

[答え]に示されている内容は，プレゼンシナリオに組

み入れられた学習者の記述内容を表しており，こうし

た領域固有の潜在的なつながりを学習者の研究内容に

立ち入った形で捉えて顕在化し，吟味を促す助言が提

示されるようになっている． 

これへの対応“見直す”，“見直さない”についても

明示的な判断を根拠とともに求める．学習者自身が設

定した目標を達成するプレゼンシナリオが設計でき

ているかの再吟味と言語化を促すことをこのような

助言提示の狙いとしている． 

(c) 議論への準備性を高める振り返り支援：(a)(b)の

助言を受けて“必要ある”，“見直す”と判断したこと

の振り返りを求める課題が提示される．自分では十分

に吟味したプレゼンシナリオであるにも関わらず，シ

ステムから助言を受けることで修正に至った自己の意

思決定を学習資源とした以下の様な内省課題が与えら

れる．学習者は助言を受けた再吟味で得られた気づき

をテキストエリアに記述するようになっている． 

【卒業論文発表における聴衆は特に「研究の成果を明確

に理解したい」と考えます．聴衆の期待を満たすために，

「現時点で，研究目的をどの程度達成できたのか示すこ

と」を目標として設定する必要はありませんか？】という

助言に対して“必要ある”と判断し，「[助言に対する修正]

まとめスライドにおいて研究目的と実験結果の説明を追

加した」という修正を加えました．この助言に向き合うこ

とで，どのような気づきがありましたか 

3.2.2 プレゼンの議論支援 

プレゼン(再)設計フェーズでの一連の取り組みを終

えると，プレゼンシナリオの内容と 3.2.1.3(a), (b), (c)

の自己内対話での判断，根拠，修正内容が自己内対話

ログとして HTML形式で出力される（図 4）． 

ここには暗黙的になりがちなプレゼンの設計意図や

判断の根拠が言語化（知識陳述）されるので，プレゼ

ン内容（設計結果）だけではなく，これをメディアと

して参加者と思考文脈を共有することで，議論の場に

いる他者の認知的葛藤の誘発と，その協同的解決の契

機とすることを意図している． 

3.2.3 議論後のリフレクション支援 

指導者を含む他者との議論を終えた後に，議論に先

立って行った自己内対話の妥当性を自己内対話ログを

参照して再吟味する．具体的には，議論に先立った自

己内対話時には修正の必要がないと判断したものの，

議論を受けて判断の見直しが必要と考えられる助言に

ついて，回答の修正に取り組む．このときプレゼンの

修正だけでなく，プレゼン設計時の自己内対話に関す

卒業論文発表における聴衆は特に「研究の成果を明確

に理解したい」と考えます．聴衆の期待を満たすために，

「現時点で，研究目的をどの程度達成できたのか示すこ

と」を目標として設定する必要はありませんか？ 

「研究の骨子について納得を得ること」という目標を達

成するためには，「研究目的に対して実践目的が妥当であ

ること」を示すことが必要ですが，「[問い]研究目的は何

ですか？（[答え]研究プレゼンの準備を機会として自己内

対話を促すこと）」と「[問い]実践の目的は何ですか？（[答

え]真正な学習場面において，自己内対話の活性化に寄与

するか確認すること）」に関して「なぜこれらは合理的で

あるといえるのですか？」といったことのあなたの考え

がプレゼンシナリオには含まれていないかもしれませ

ん．これについて見直してみてはいかがでしょうか？ 

 

図 4 自己内対話ログの一部 
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る振り返り内容も記録する．真正なプレゼン設計でな

された自己内対話のメタ認知を促すことで，自己内対

話の漸進的な精緻化を目掛けている． 

4. 往還を支えるシステムのアーキテクチャ 

開発したシステムのアーキテクチャを図 5 に示す．

この図で上部に位置する日頃の研究活動での思考表出

マップ作成に関わる内部機構と，下部に位置するプレ

ゼンシナリオ設計に関わる内部機構が，中央に位置す

るオントロジーモデルを基盤とすることで両者がシー

ムレスに連携する仕組みを実現している．このことが，

往還モデルを支える仕組みを実現している．以下で主

要なモジュールの役割を述べる． 

• 思考整理支援機構：思考表出マップの作成支援に関

わる内部処理機構である．思考表出マップ作成支援

モジュールは，問いノード，答えノードの作成編集

を支援し，学習者が選択したノードの内容を問い導

出機構に送る．問い提示モジュールは問い導出機構

から送られた問いの集合を提示し，対照して考える

べき思考マップ上のノードをハイライト表示して

学習者に提示する． 

• 問い導出機構：学習者の思考表出マップ作成活動に

応じて，学習者が考えるべき問いを導出する内部処

理機構である．研究活動オントロジー管理モジュー

ルは，研究活動オントロジーを管理する．研究活動

オントロジー照合モジュールは，思考整理マップ情

報（学習者が選んだ問いノード情報）と，研究活動

オントロジーを照合し，学習者が考えるべき問いを

導出する． 

• プレゼンシナリオ設計支援機構：プレゼンシナリオ

の設計支援に関わる内部処理機構である．発表の場

／目標設定支援モジュールは，聴衆モデルで定義さ

れた発表の場と目標概念を学習者に提示する．プレ

ゼンシナリオ設計支援モジュールは，プレゼンシナ

リオの作成編集を支援する．助言管理モジュールは

助言生成機構から送られる助言を提示する． 

• 助言生成機構：プレゼンシナリオに対する助言を生

成する内部処理機構である．聴衆モデル管理モジュ

ールは場面毎の聴衆モデルを管理する．プレゼンシ

ナリオ関連処理モジュールは，学習者が設定した発

表の場と目標に関する具体的内容とシナリオ情報

を管理する．そして，助言生成のためのテンプレー

トを管理する助言テンプレート管理モジュールと，

聴衆モデル管理モジュールと連動して，プレゼンシ

ナリオにおいて考えるべきであると思われるが，学

習者は考えていないと思われる分野固有のつなが

りを捉えた助言を生成する． 

5. 真正な学びの場での実践運用 

5.1 基本指針 

より質の高い学びとその支援を実現するためには，

支援システムの運用とそれを受けた機能改善を繰り返

すことが重要である(8)．実践を通じて学びの質向上に

資すると思われるシステムの改善点を洗い出す仮説立

案と，それを組み入れた支援システムを実践運用する

ことでの学びの創出への有用性を確認する仮説検証を

繰り返すサイクルとなる．本研究では，この考えに基

づいて長期的に支援システムの実践と評価を繰り返し，

支援システムの洗練を図ってきた(9) (10)．こうしたシス

テムの実践と漸進的な機能改善を経て，2022 年 2 月

現在は卒業論文発表を控えた学生 2名がシステムを実

践利用している． 

以下では，往還モデルに基づく知識構築例として，

「視線情報を活用したメタ認知的学びの支援」を研究

テーマとする学生の事例を取り上げる． 

 

図 5 往還を支えるシステムのアーキテクチャ 
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5.2 議論に先立つ自己内対話での知識構築事例 

プレゼン設計後に「学習者が抱える困難性の具体例

がプレゼンシナリオに含まれていないかもしれません．

これについて見直してみてはいかがでしょうか？」と

いった旨の助言を受け，この学習者は，学習者が抱え

る困難性に関する考えをシナリオに追加した（図 6）．

この助言の効用について学習者は，「自分が取り組んだ

こと，どのようなシステムを作ったかに意識が向かい

がちで，そもそも何を実現したかったのか，どのよう

な困難性を解消したいのかを明確にしなければ論がブ

レることを再認識した．」と述べている． 

そして，助言を受けた自己内対話により知識構築し

た内容が思考整理マップとプレゼンシナリオの双方に

追加されていることからは，自分としてはシナリオ構

成できたつもりのプレゼンシナリオであっても，研究

の背景や目標を吟味，明確化する自己内対話がシステ

ムの助言を通じて活性化されたことが見て取れた． 

5.3 議論を契機とした知識構築事例 

自己内対話での意思決定根拠を議論の場で他者と共

有することが学習者の思考文脈の共有を促し，それが

他者の認知的葛藤を誘発して，研究内容を精緻化する

知識構築に至った事例を示す．学習者は「研究目的と

実践目的の合理性に関する説明がプレゼンシナリオに

含まれていないかもしれません．これについて見直し

てみてはいかがでしょうか？」といった旨の助言

（3.2.1.3(b)）に対し，議論に先立つ自己内対話時は見

直す必要はないと判断した．根拠としては，「現状のス

ライドで既に説明しているので，プレゼンシナリオを

修正する必要はない」という考えを記録した． 

意思決定理由が記録された自己内対話ログを参照し

ながら行われた議論では，上述した研究目的（知識の

形成度合いを学習者の自然な学びのプロセスを尊重し

た形で捉え，適応的支援を実現するシステムの開発）

と実践目的（知識の形成度合いを視線情報から把握で

きるか確認する）の合理性が議論の対象となった． 

これに対し指導者は，「実践目的の説明で，研究目的

とのつながり，合理性って今まで暗黙にしていて精緻

に考えてこなかったね．研究目的と実践目的の合理性

は既に説明していると判断しているけど，改めて聞き

手の立場で考えてみると，研究目的で述べられている，

学習者の自然な学びのプロセスを尊重するということ

と繋がりある形では実践目的が述べられてないね．こ

れは実験設定で時間の統制や介入しないことの意図に

関わってくるね．」といった関係性の示唆を与えた． 

議論に先立つ自己内対話で作られたシナリオでは，

実践の手段と結果のみ記述されていた（図 7）．一方，

議論後のスライドでは，学習者の自然な学びを尊重す

る研究目的に沿った実践目的に改められ，研究目的と

の関係でなぜ合理的かの考えも追加された．さらに，

実践目的に対して得られた結果は，どのような信頼性

があるかといったことに関する記述も追加された． 

さらに，プレゼン設計サイクルを通じて知識構築し

た内容は日頃の研究活動で作成した思考整理マップに

も位置づけて還元していた． 

このような一連の活動を受け学習者は，日々の研究

活動で構築してきた思考整理マップに新たな問いノー

ドとそれに対する答えノードを追加していた．ここで

 

図 6 自己内対話での知識構築例 

 

図 7 議論を契機とした知識構築例 
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追加された問いは，研究活動サイクルにおいても提示

されていたにも関わらずマップに位置づけていなかっ

たものであり，プレゼン設計が研究内容の精緻化に貢

献していたことが確認された．学習者からは，「自分は

暗に示しているつもりであったこと，あるいは，他の

部分の説明を用いて示したつもりになっていたことを

改めてシステムまた先生から説明を求められることで

他者の納得性を高めるよう明示する重要性を認識し

た．」といった自分の思考経験の中で，分野固有のつな

がりを明示する重要性を学んだことを示唆した． 

指導者からは，「学習者の意思決定理由が暗黙ではな

く明示されるので，それを踏まえてそこから議論でき

る．助言を見てこの研究で暗黙になっていたつながり

が顕在化され，認知的葛藤が誘発された．これが知識

創造を駆動した」といったこと，「たくさんの学生のプ

レゼンを議論するときには，見落としてしまいがちに

なる潜在的なつながりが意識にあがって議論しやすく

なる」といったコメントがあった． 

ここでは知識構築例を事例的に取り上げた．他者と

の議論（研究ゼミ）に先立ってシステムから提示され

た領域固有の繋がりを捉えた助言に対し，プレゼンを

見直すかどうかは学習者に委ねられているが，学習者

が自らの自己内対話の中で知識構築している様子が 1

年 2か月間のシステム運用の中で多く確認されている

(9) (10)．さらに，研究ゼミでの他者との議論（他者対話）

を通じた知識構築も数多く発現している． 

こうしたことからシステムの利用が，学習者の自己

内対話と創造的議論を活性化し，プレゼン設計を機会

とした知識構築に有用であることを確認してきている． 

6. おわりに 

本研究では，日頃から積み上げてきた研究内容のさ

らなる精緻化を促すプレゼンシナリオ設計支援システ

ムを開発した．本研究の支援対象（研究プレゼン内容）

は，学習者毎に異なるオープンかつ ill-definedな対象

である．支援が難しい対象に対し，学習支援システム

研究に焦点化した領域固有のオントロジーを基礎とし

たシステムが，プレゼン設計を機会とした知識構築を

駆動しうることを確認したことは意義あることと考え

ている． 
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オンライン議論状況を捉えた助言提示のための 

マルチモーダル情報処理機構 
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議論の創造性を高める上で，参加者同士で気を配りながら考えや疑問点を引き出し合うことが重要であ

る．一方で，議論中に自他の意見を整理しながら，他者の思考や情動状態を推察して適宜働きかけるこ

とは必ずしも容易ではない．そこで本研究では，オンライン議論時に交わされる参加者の視線・発話情

報を手掛かりに議論状況を解釈し，適応的な知的介入を実現するための基盤となる議論支援フレームワ

ークを提案する．本フレームワークは，リアルタイムに計測される多人数マルチモーダルデータ系列を

同時並行的に処理し，議論状況に立ち入った助言を提示するマルチモーダル情報処理機構を備えている． 

キーワード: オンライン議論支援，フレームワーク，マルチモーダル情報，多人数インタラクション

1. はじめに 

学術研究ミーティング（以下，研究 MT）のような

他者と協調しながら問題解決を図る知識共創的な議論

では，参加者間で互いの状態に気を配り，考えや疑問

を共有し議論に対するコミットメントを引き出し合う

ことが，創造性を高める上で重要である．参加者は議

論中に互いの振舞いや反応を感じ取りながら，例えば

議論中に資料を見つめながら深慮している参加者や，

発言に臆している参加者といった各々の思考や心情の

状態を推察し，参加者のコミットメント向上を促す働

きかけがなされる．こうしたことは，議論内容の理解

や相互理解の深化，アイディア共創に寄与する． 

一方で，参加者各々の認知状態や情動状態は必ずし

も場に表明されるわけではなく，またリアルタイムに

進行する議論と並行して自他の状況や意見を整理しな

がら他者に配慮することは難しい．さらにネットワー

クを介した分散環境下の議論（例：ビデオ会議の議論）

では，送受信される情報が限定されてしまうため，こ

うしたことはなおさら困難である． 

そこで本研究では，「創造的議論における参加者の多

様なインタラクション状況を捉え，コミットメントの

向上に資する適応的助言を提示可能な情報システムの

仕組みを実現できないか？」を学術的な問いに掲げる．

この問いにアプローチするため，先行研究(1)で提案さ

れている仕組みを援用した議論状況検出および助言提

示のためのルール仕様に基づき，議論状況の解釈や助

言生成する議論支援フレームワークの開発を進めてい

る(2)．本稿では，このフレームワークの構成要素とし

て開発した議論状況検出及び助言提示のためのルール

設定支援システムと，これらのルールをオンライン議

論に適用し，参加者のマルチモーダル情報から任意の

議論状況の検出と助言提示を可能とするマルチモーダ

ル情報処理機構の枠組みを論じる． 

2. 議論支援フレームワークの設計要件 

本研究では，ネットワークを介して展開される議論

時の言語・非言語情報を計測可能な CSCL システム開

発プラットフォーム(3)をオンライン議論環境として活

JSiSE Research Report 
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用する．任意の学習支援ツール（例：議論資料共有ツ

ール，ビデオチャットツール）を組み込んだ議論セッ

ションを設定できるようになっており，各参加者の発

話タイミングや，参加者の映像・議論資料の各領域に

付与された注視対象領域（Area of Interest : AOI）へ

の視線情報を，ヘッドセットマイク及びアイトラッカ

を用いて計測できる構成となっている． 

本章では，このプラットフォームの利用を前提とし

て，タイムリーに計測・蓄積される参加者個々のマル

チモーダル情報に基づきオンライン議論状況を捉え，

適応的な助言を提示する議論支援フレームワークの構

築に向けて，情報システムが備えるべき設計要件を述

べる． 

［要件１］議論資料の意味内容を捉える仕組み：研究

MT のような創造的な議論では，一般に提案者が用意

した議論で用いる資料（議論資料）を参加者間で共有

し，ここに記された内容に基づき議論が展開される．

資料には，議論に先立ち提案者が整理した思考のプロ

セスやその結果が記され，議論すべきと考える内容の

論理的な繋がりがその構造に表明されることになる．

情報システムが議論参加者の着目する資料内容を具に

捉え，この意味内容に立ち入った知的介入を実現する

ためには，議論資料に記載された情報や，提案者がど

のような意図で説明を試みるかという意味情報（セマ

ンティクス）を処理可能な仕組みが求められる． 

［要件２］議論状況検出と助言提示のための仕様策定：

多人数による極めて複雑な議論インタラクションを対

象とし，どのような議論状況で，どのように働きかけ

るか情報システムが適切に管理できるようにするため

に，以下の 2 点を検討する必要がある． 

［２－１］議論状況検出のためのルール仕様：時々刻々

と変化する参加者間の議論状況には様々な粒度があり，

議論参加者の人数や構成（役割）もセッション毎に異

なる．こうした多様な議論状況を捉える情報処理フレ

ームワークを実現するために，本研究では検出対象と

する議論状況をセッション非依存な宣言的形式で設定

できるようにするとともに，これらを統合して議論状

況の解釈を積み上げるためのルール記法を検討する． 

［２－２］助言提示のためのルール仕様：議論状況の

活性化を狙いとして，システムが提示する助言内容や

その対象に唯一な方略は存在せず，様々な側面からの

働きかけが考えられる．そこで本研究では要件２－１

とは区別した形式で，どのような議論状況に対して，

働きかけを意図するヒトの側面（認知，情動，行動）

を対象に，いつ，誰に，どのような具体的な助言を提

示するかを宣言的に規定できるルール記法を検討する． 

［要件３］マルチモーダル情報処理の仕組み：議論時

の多人数インタラクション情報を構造的に管理し（4.1

節で後述），適応的に助言を提示するマルチモーダル情

報処理機構に求められる機能を 3 つ掲げる． 

［３－１］インタラクション要素のリアルタイム検出

機能：リアルタイムな議論において，逐次変化する視

線行為や発話行為などの参加者毎のマルチモーダルデ

ータ系列を検出し，それらに基づいて参加者が“いつ

どの程度話しているか”，“何を見ているか”といった

インタラクションの原始的な要素を検出する仕組みが

必要である． 

［３－２］議論状況の構造的解釈機能：要件３−１を満

たす仕組みによって検出された議論状況データを組み

合わせることにより，様々な粒度の議論状況を情報シ

ステムが同時並列的に解釈し，その粒度を区分して階

層的に管理できるとともに，検出した議論状況データ

の構造的関係性を処理可能な仕組みが求められる． 

［３－３］議論状況に即した助言提示機能：要件３−１，

３−２を充足する仕組みによって検出される議論状況

をトリガとして，ここでの働きかけの意図に沿った助

言を自動生成し，対象となる議論参加者に対して適応

的に助言を提示する仕組みを備える必要がある． 

3. ドキュメントセマンティクス 

2 章で掲げた［要件１］を充足する仕組みとして，

ドキュメントセマンティクスを活用する．ドキュメン

トセマンティクスとは，資料のどこにどのような情報

が掲載されているかを意味する計算機可読なデータの

集合である．本研究では，正野らが提案する 2 種類の

ドキュメントセマンティクス(1)（図 1）を議論資料に付

与できる仕組みを考える． 

3.1 研究内容セマンティクス 

森らが提案している研究活動オントロジー(4)と紐づ

いた形式で，議論資料のどこにどのような内容が記載
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されているかを表すものである．教育システム情報学

の研究を遂行するにあたって，遂行者に求められる思

考活動とその活動の成立要件が，研究領域の一般性あ

るいは固有性を踏まえた形で構造化されている（図 1

左）．例えば，“実践デザインを考える”という思考活

動概念は，“実践の目的を考える”，“実践の仮説を考え

る”，“実践の手順を考える”等がその達成に必要なサ

ブ認知活動として規定されており，これらも一つの思

考活動概念としてその成立要件が規定されている． 

3.2 論理構成意図セマンティクス 

資料作成者がどのような意図を持って資料内容を説

明するかを表すものであり，“仮定”や“提案”，“主張”

や“根拠”等の論理構成を表す概念とそれらの論理的

関係を定義している（図 1 右）．資料に掲載している研

究内容（3.1 節）に対して，議論目的に応じたその論理

的役割として，例えば，「仮定と提案の合理性を考える」

や「主張を支える根拠を考える」といった概念が規定

されている． 

これらのドキュメントセマンティクスを AOI に付

与した議論資料を用いることで，例えば，“実践デザイ

ンを考える”際には，“実践仮説を考える”，“実践手順

を考える”といった認知活動の関係性や，“仮定と提案

の合理性を考える”といった論理的役割の関係性を計

算機システムが把握し，議論資料を注視する参加者の

視線情報から，どのような意味内容に着目しているか，

どのような思考活動を行なっているかという議論内容

に立ち入った情報を捉えられるようになる（［要件１］

の充足）． 

なお，ドキュメントセマンティクスは資料作成者（提

案者）が議論に先立って付与することを想定している

（注１）．予め提案内容の構成やその意図を吟味するこう

した活動は，内容間の論理的な繋がりや資料に込めた

意図の顕在化を促進し，議論時の明快な説明に向けた

準備性を高め，信頼性の高い議論の組み立てに寄与す

る有意義な取り組みとして位置付けられる． 

4. 議論状況検出ルールと助言提示ルールの仕様 

4.1 インタラクションの階層的解釈モデル 

様々なインタラクション状況を，その粒度に応じて

階層的に管理できる仕組みを実現するために，角らの

インタラクションの階層的解釈モデル(5)を参照モデル

とする．このモデルでは，音声波形や視線座標といっ

た生データに該当する Raw Data(RD)層，RD 層のデ

ータに基づいて，“誰が発話している”，“誰が何を注視

している”といった参加者個々の原始的な振舞いを捉

える Interaction Primitive(IP)層，IP 層で抽出された

インタラクション要素を統合することで，例えば“同

じ部分に着目している（共同注視）”や“お互いを見合

っている（相互注視）”といった参加者間のイベントを

捉える Interaction Event(IE)層，IP 層や IE 層で抽出

されるインタラクション状況から，会話場の発生や会

話主導権の遷移といった議論文脈に解釈を与える

Interaction Context（IC)層の 4 層で構成されている． 

本研究では，議論状況を捉えるルールを階層的に管

理する仕組みや情報システムが議論状況を構造的に解

釈する仕組みにこのモデルを応用する． 

4.2 議論状況検出ルール 

［要件２－１］で掲げた多様な議論状況を捉えるた

めの枠組みとして，正野らが提案する議論状況検出の

ためのルール記法(1)を援用する．議論状況を捉えるル

ールを「初期設定ルール（Initialization Rule）」と，

「統合ルール（Integration Rule）」に大別し，4.1 節

の階層的解釈モデルに対応付けて宣言的に定義できる

仕様となっている． 

4.2.1 初期設定ルール（Initialization Rule） 

各参加者の RD 層のマルチモーダルデータ系列から，

原始的なインタラクション要素を検出するルールであ

る．抽出されたデータ区間は IP 層に対応づけられる．

(注１) 誌面の都合上，本稿では割愛しているが，ドキュメントセマン

ティクスを議論資料に付与するためのオーサリングシステム

の開発も進めている． 

 
図 1 ドキュメントセマンティクス 
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表１①，②に初期設定ルールの具体例を掲載する．ル

ール前件部は下記の要素から構成されている． 

detection_layer では，検出されたデータ区間のイン

タラクション階層を指定する（初期設定ルールは

“Interaction Primitive”が該当）．situation には，本ル

ールが議論中のどのようなインタラクション要素を検

出するかの作成者の解釈が記される．signal_type は，

発話情報（Speaking），参加者への注視情報（Gazing 

at User），資料への注視情報（Gazing at Object）から

1 つを選択する．subject は行為の主体者のロールを指

定し，target は signal_type が“Gazing at User” / 

“Gazing at Object”の状況での客体を指定する．指定の

時間間隔（duration）において，注視／発話の割合（rate）
が一定以上／以下（inequality : “more” / “less”）発現

している区間が検出対象となることを表している． 

表 1①は，「Participant（参加者）が 40 秒間のうち

30％以上発話している」データ区間を「Participant が

話している」と解釈して捉えることを意図した初期設

定ルールである．RD 層のデータに該当する区間が存

在する場合に，IP 層に当該区間のデータを持ち上げて

捉えることを規定している．注視情報を扱うルール（表

1②）も同様に規定できるようになっている． 

4.2.2 統合ルール（Integration Rule） 

インタラクションイベント（IE 層）やインタラクシ

ョンの文脈（IC 層）といったより高次なインタラクシ

ョン状況を検出することを規定するためのルールであ

る（例：表 1③，④，⑤）．detection_layer と situation

の仕様は初期設定ルールと同様であり，統合ルールに

おいては detection_layer として，“Interaction Event”

または“Interaction Context”の何れかを設定すること

になる．function は，任意の 2 つ以上のインタラクシ

ョンデータの重複区間を捉える“Overlap”，結合区間を

捉える“Union”，前後関係区間を検出する“Before” / 

“After” / “Switch”から 1 つを指定できる．arguments
には function が対象とするインタラクション状況を

指定する．例えば表 1③のように，「Participant が議

論資料を見ながら話している」と解釈を与える IE を

検 出 し た い 場 合 ， Overlap 関 数 の 引 数 と し て

“Participant が話している…①”と“Participant が

議論資料を見ている…②”という 2 つの situation を

指定し，その制約（constraints）として，各引数で指

定したインタラクション状況に該当する階層を指定す

る（例：第一引数の階層 ⇒ arg[0].layer）．また，統合

ルールが検出対象とするインタラクション状況の主体

（subject）や客体（target）を区別して扱うための制

約も指定できる．例えば，“二人の参加者が資料の同じ

資料内容を見て議論している…④”という IE は，

Overlap 関数の引数となる 2 つの“Participant が議

論資料を見ながら話している…③”状況に対する制約

と し て ， 二 人 の 参 加 者 が 異 な る 人 物 で あ り

（arg[0].subject=='Participant (X)', arg[1].subject== 

'Participant(Y)'），同じ部分に着目している（arg[0]. 
target=='Document Area(X)', arg[1].target== 

'Document Area (X)'）を指定できる． 

表 1 議論状況検出ルールの設定例 

Situation Rule Examples 

Participant が話している…① {detection_layer='Interaction Primitive', situation='①', signal_type='Speaking', 
subject='Participant', duration=40(s), rate=30(%), inequality='more'} 

Participant が議論資料を見ている…② {detection_layer='Interaction Primitive', situation='②', signal_type='Gazing at Object', 
subject='Participant', target ='Document Area', duration=40(s), rate=40(%), inequality='more'} 

Participant が議論資料を見ながら 
話している…③ 

{detection_layer='Interaction Event', situation='③', function='Overlap', arguments=['①', '②'], 
constraints=[arg[0].layer=='Interaction Primitive', arg[1].layer=='Interaction Primitive', 
arg[0].subject=='Participant(X)', arg[1].subject=='Participant(X)']} 

二人の参加者が同じ資料内容を見て 
議論している…④ 

{detection_layer='Interaction Event', situation='④', function='Overlap', arguments=['③', '③'], 
constraints=[arg[0].layer=='Interaction Event', arg[1].layer=='Interaction Event', 
arg[0].subject=='Participant(X)', arg[1].subject=='Participant(Y)',  
arg[0].target=='Document Area (X)', arg[1].target=='Document Area (X)']} 

二人の参加者が同じ資料内容を見て 
議論している時に，一人はそれと 
関係のある資料内容に着目している…⑤ 

{detection_layer='Interaction Event', situation='⑤', function='Overlap', arguments=['④', '②'], 
constraints=[arg[0].layer=='Interaction Event', arg[1].layer=='Interaction Primitive', 
arg[1].subject=='Participant(Z)']} 
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4.2.3 助言提示ルール（Advice Presentation Rule） 

［要件２－２］で挙げた議論目的や参加者の役割に

応じた助言を生成・提示するためのルールである．ど

のような議論状況において，誰に，どのようなタイミ

ングで，どのようなヒトの側面に，どのような助言を

提示するかをルール前件部に規定できる． 

表 2 に助言提示ルールの設定例を掲載する．

target_situation は，助言を提示するトリガーとなる

議論状況を指定する要素であり，reference_layer はそ

のデータのインタラクション階層を指定するものであ

る．そして指定された状況を捉えた際に，誰に対して

（target），どのタイミング （timing）で助言を提示

するか設定できる．timing には，即時に提示するのか

（“Immediate”），あるいは，議論の場が沈黙したタイ

ミングに提示するのか（“Silent”）を指定できる．また，

議論参加者のコミットメントを高める働きかけの側面

として，“Cognition（認知）”，“Emotion（情動）”，

“Action（行動）”の何れかを advice_category に設定で

きるようにする．“Cognition”は参加者の考えや理解

を確認する助言に，“Emotion”は行動への動機づけを

高めることを狙いとした助言に，そして“Action”は

具体的な行動を促す助言に該当する．ここで選択され

た側面を意識しながら，具体的な助言（advice_text）
を自由記述テキストや対応する資料の意味内容等を組

み合わせた助言内容の構成順（arg[0], arg[1], arg[2], 

…）に規定できるとともに，意味内容間の関係性等の

制約（constraints）も指定できる仕様となっている． 

表 2⑥の助言提示ルールの例では，“二人の参加者が

同じ資料内容を見て議論している時に，一人はそれと

関係のある資料内容に着目している…⑤”というイン

タラクション状況を検出した際に，他の部分を見てい

る参加者の注視対象情報とその制約（この例では

Research Category の意味内容とその制約）を統合し，

その参加者に即時的に，一例として「着目している“実
践目的（arg[1].semantics）”は，“実践手法（arg[3]. 
semantics）”を理解し議論を深めていく上で重要な部

分です．今一度その点について確認することは他の参

加者にとっても有意味です」といった情動面に働きか

ける助言が，advice_text に設定された内容に即して生

成される． 

5. マルチモーダル情報処理機構 

図 2 に本研究で提案するマルチモーダル情報処理機

構の概要図を示す．CSCL システム開発プラットフォ

ーム上のオンライン議論環境（図 2(a)）で収集される

議論参加者のマルチモーダルデータ系列から，インタ

ラクション要素を検出する機能（図 2(b)）と，これら

に基づいて議論状況を構造的に解釈する機能（図 2(c)），

検出したインタラクション状況に即した助言を提示す

る機能（図 2(d)）から構成されている． 

5.1 マルチモーダル情報処理機構 

議論中に生じる様々な粒度のインタラクション解釈

の積み上げを同時並行的に処理するために Hearsay-

II の黒板モデル(6)で採用されている問題解決方式を援

用する．音声認識システムである Hearsay-II では，話

者の連続音声入力波形から文章レベルまでの解釈を，

7 階層に切り分けた黒板階層と解釈（仮説）を組み上

げる知識源，知識源を制御するスケジューラによって

実行している．黒板を仮説管理機構として扱うことで，

独立した複数の知識源の同時並行処理や抽象化による

計算量の削減，漸次的に解釈を積み上げるデータ駆動

表 2 助言提示ルールの設定例 

Advice Rule Examples 

発言に臆している参加者の

動機づけを高める…⑥ 
 

{advice='⑥', target_situation='⑤', reference_layer='Interaction Event', target='Participant(X)', timing='Immediate',  
advice_category='Emotion', advice_text=[arg[0].text="着目している", arg[1].semantics="Research Category", 
arg[2].text="は"，arg[3].semantics="Research Category", arg[4].text="を理解し，議論を深めていく上で重

要な部分です．今一度その点について確認することは他の参加者にとっても有意味です"], 
constraints=[arg[1].relation==arg[3].relation]} 

考えを場に表明するよう 
促す…⑦ 

{advice='⑦', target_situation='⑤', reference_layer='Interaction Event', target='Participant(X)', timing='Immediate',  
advice_category='Action',  
advice_text=[arg[0].semantics="Research Category", arg[1].text="と", arg[2].semantics="Research Category"，
arg[3].text="の", arg[4].relation="Intention Relation", arg[5].text="について陽に議論されていないなら，話

題にあげて合意するよう促すのが良いと思います"], constraints=[arg[0].relation==arg[2].relation]} 
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型の問題解決アーキテクチャを採っている． 

本研究においては，RD 層に該当する複数人のマル

チモーダル情報から，抽象度や時間スケールの異なる

様々なインタラクション状況解釈の積み上げを実時間

処理できるようにする．より具体的には，インタラク

ションの粒度に対応する３階層（IP 層，IE 層，IC 層）

に切り分けた共有メモリ（Working Memory: WM）と，

検出したデータを WM に書き込むためのエージェン

ト（IP 検出エージェント，IE 検出エージェント，IC

検出エージェント）を各層に配置する．各エージェン

トが独立して駆動する仕組みを整えることで，議論セ

ッションで適用される議論状況検出ルールと WM 上

のインタラクションデータを監視・照合して，抽象度

の異なる様々なインタラクション状況をリアルタイム

に検出可能な構成を採用している． 

5.2 インタラクション要素検出機能（図 2(b)） 

議論資料に付与されているドキュメントセマンティ

クスと RD 層に蓄積されるマルチモーダルデータから，

参加者個々の原始的な振舞い（IP）を初期設定ルール

（4.2.1 項）に基づき検出する機能である（［要件３－

１］）．IP 検出エージェントは，タイムリーに蓄積され

る RD 層データを議論開始から監視し，設定時間（例：

1 秒）毎にセッションに適用されている全初期設定ル

ールの前件部と，これらのルールが対象とする発話／

注視割合を対象時間分遡って算出したデータを照合す

る．合致する場合には，検出したインタラクション状

況とそのデータをWMの IP層に書き込む役割を担う．

こうした仕組みにより，参加者のマルチモーダル情報

を異なる時間スケールでリアルタイムに処理している． 

5.3 議論状況の構造的解釈機能（図 2(c)） 

WMの各層に書き込まれたインタラクションデータ

を対象として，統合ルール（4.2.2 項）に設定された議

論状況を検出する機能である（［要件３－２］）．IE 検

出エージェントは WM の IP 層と IE 層を，IC 検出エ

ージェントは WM の全層のインタラクションデータ

を監視対象とし，新規データが各層に書き込まれるイ

ベントをトリガとして，各エージェントが監視する統

合ルールを自律並列的に照合処理する仕組みを備えて

いる．各エージェントの照合処理では，新規データに

該当する議論状況が統合ルールで指定された関数

（function）の引数（arguments）となっている場合に，

異なる引数との時間関係（function が対象とするイン

タラクション区間）や制約をチェックする．ルール前

件部を充足する場合，対象とする WM 上の階層にここ

で検出されたインタラクションデータが書き込まれる．

一定時間毎に駆動するインタラクション要素検出機能

（5.2 節）と異なり，WM 上にインタラクションデー

タが書き込まれるイベント駆動処理を採用することで，

議論中に検出される膨大なデータから状況を検出する

ための計算量を削減し，ボトムアップな議論状況解釈

の同時並列処理を実現している． 

5.4 助言提示機能（図 2(d)） 

助言提示ルール（4.2.3 項）に従い，初期設定ルール

や統合ルールで検出されたインタラクション状況に即

した助言を生成し，対象となる参加者に助言を提示す

る機能である（［要件３－３］）．AP エージェントは， 

IE／IC 検出エージェントにより新規インタラクショ

ンデータが WM に書き込まれたタイミングで駆動し，

このデータが指し示す議論状況と助言提示ルールで規

定されている target_situation が合致した場合に助言

生成処理を試みる．ここで，助言提示ルールに設定さ

れている target や advice_text 内で指定されたセマン

ティクス（やその関係）がインタラクションデータと

 

図 2 マルチモーダル情報処理機構の概要 
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合致しない時点で処理が終了する（助言生成は失敗す

る）．全ての条件が合致する場合には，エージェントは

生成した助言を target に該当する参加者に規定され

た timing で提示する仕組みを採用している． 

6. 議論支援フレームワーク 

4 章で述べた仕様に即したルールを設定するための

システムと，ここで設定されたルールとドキュメント

セマンティクス，マルチモーダル情報に基づいて議論

状況検出と助言提示可能な情報処理機構を備える議論

支援フレームワークを開発した． 

6.1 ルール設定支援システム 

議論状況検出ルールの設定機能（図 3）：4.1.1 項，4.1.2

項のルール仕様に沿った形式で，リアルタイムな議論

時のインタラクション状況を検出するルールを規定す

る入力フォームを備えている．ルール設定エリアでは，

初期設定ルールと統合ルールを設定できるようになっ

ており，これらはルール確認エリアに一覧表示される

ようになっている． 

助言提示ルールの設定機能（図 4）：4.1.3 項のルール

仕様に従う形式で，対象とする議論状況での助言情報

を規定できる．ルール設定者は，議論状況参照エリア

を参照しながら，作成する助言をどのような状況を捉

えた際に生成・提示するかを設定する．ルール設定エ

リアでは，仕様に沿って助言対象（target）や助言のタ

イミング（timing），働きかける側面（advice_category）

を設定する．Support Sentence 設定部（図 4 左下）で

は，例えば，“発言に臆している参加者の発言を促す”

といった行動側面に働きかける具体的な助言内容を，

テキストや意味内容等を列挙する形式で記述，指定で

きるようになっており，作成されたルールはルール確

認エリアに一覧表示される． 

各設定画面のルール確認エリアに示されたルールは

再編集することができる．そのため，ルール設定者は

既存のルールを確認・比較・検討しながら，新たなル

ールを作成・洗練できるようになっている． 

6.2 議論支援フレームワークに基づく議論支援シス

テムの実装例 

図 5 に，本研究で開発した議論支援フレームワーク

上に実装されたオンライン議論支援システムの実行画

面を示す．この状況は，3 名の参加者（Senior, Proposer, 

Participant）が議論資料について議論（音声対話）し

ている様子を表している．議論開始前に，議論セッシ

ョンで適用するための議論状況検出ルールと助言提示

ルールを指定できるようになっている． 

議論資料共有エリア：資料作成者が議論したい内容や

その繋がりを意識しながらドキュメントセマンティク

スを付与した議論資料が表示されるエリアである．ド

キュメントセマンティクスが対応付けられた AOI に

基づき，各参加者が見ている資料の意味内容を議論支

援フレームワーク上で処理できる． 

参加者表示エリア：参加者各々の環境に設置されたカ

メラ映像が表示されるエリアである（自身のカメラ映

像は非表示としている）．他者のカメラ映像それぞれに

AOI が付与されることで，参加者が誰を見ているかを

 
図 5 オンライン議論支援システムの 

インタフェースと助言提示例 

 

図 3 議論状況検出ルールの設定画面 

 
図 4 助言提示ルールの設定画面 

－85－



処理できるようになっている． 

助言提示エリア：マルチモーダル情報処理機構に基づ

き自動生成された助言を提示するエリアである．助言

対象者（target）が参加者全員（“Everyone”）であれ

ば全参加者に，特定の参加者ロールであれば該当する

参加者に生成された助言内容が提示される（注２）． 

6.3 動作確認 

マルチモーダル情報処理機構に基づく議論状況のリ

アルタイム検出，および助言提示の動作を確認するた

めに，議論状況検出ルール（表 1）と助言提示ルール

（表 2）を適用したオンライン議論を実施した． 

図 5 にシステムが提示した助言の一例を示している．

この状況は，二人の参加者（Senior と Proposer）が共

有資料の同じ箇所に着目して議論している時に，もう

一人の参加者（Participant）がこれと関連する資料内

容に着目している場面である．IE 検出エージェントが

表 1⑤のルールに基づきこのインタラクション状況を

捉え，AP エージェントがこの状況を対象とする表 2⑥,

⑦の助言提示ルールと資料に付与されたドキュメント

セマンティクス情報を統合した助言生成に成功できた

ことにより，対象者（Participant）に即時的に，「着目

している“実践目的”は，“実践手順”を理解し，議論

を深めていく上で重要な部分です．今一度その点につ

いて確認することは，他の参加者にとっても有意味で

す．」という発言への動機付けを高める情動側面への助

言（表 2⑥）と，「実践目的”と“実践手順”の合理性

に潰えように議論されていないなら，話題にあげて合

意するよう促すのが良いと思います．」という発言を促

す行動側面への助言（表 2⑦）を正しく提示できてい

たことを確認した． 

7. おわりに 

本研究では，オンライン議論におけるインタラクシ

ョン状況を捉え，議論内容に立ち入った適応的な助言

提示が可能なマルチモーダル情報処理機構を備える議

論支援フレームワークを開発し，この枠組みに基づく

議論支援システムの実装例を示した． 

極めて複雑な多人数インタラクションの一端を情報

システムが捉える手立てとして，先行研究で提案され

ているドキュメントセマンティクスが付与された議論

資料を活用することを検討した［要件１］．そして，ど

のような議論状況を対象に，どのような助言を提示す

るかの設定意図を規定できる仕組みを検討し，特定の

セッションに依存せず様々な状況に適用可能なルール

設定の仕様を策定した［要件２］．宣言的なルール設定

により計算機の可読性が高まるとともに，ルール設定

者間でその設定意図を比較・共有し，持続的に洗練で

きるようにもなる．さらに，適用されたルールに基づ

いて，リアルタイムに進行する議論インタラクション

を監視し，議論状況の検出と議論内容に立ち入った助

言を自動的に生成・提示するマルチモーダル情報処理

を実現する議論支援フレームワークを整えた［要件３］． 

今後の課題として，議論支援フレームワークに基づ

く議論支援システムの開発・洗練を進め，創造的な議

論に資する助言提示の有用性を検証していく予定であ

る． 
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本研究では“情報のデジタル化”に関連する単元向け教材を提案する．小型マイコンと Web アプリ，金

属スプーンで構成される提案教材は，平成 29・30・31 年改訂学習指導要領の内容に準拠し，中学校技

術科と高等学校情報科での“情報のデジタル化”に関連する単元で学習活動を支援する機能を有してい

る．本稿では，まず学習指導要領および学習指導要領解説の内容を概観し，中学校と高等学校での“情

報のデジタル化”単元の扱いの違いを整理する．そして，提案教材の機能と実装について述べる．そし

て，提案教材の授業への適用可能性を検証するために，中学校技術科を対象に実施した評価授業内容と

生徒からの評価結果を示す． 

キーワード: 情報教育，情報のデジタル化，教材，Web アプリ，小型マイコン

1. はじめに 

平成 29・30・31 年改訂学習指導要領にそった教育

の展開が始まっている(1)．令和 3 年度より中学校での

新学習指導要領の全面実施が始まり，高等学校では令

和 4 年度より年次進行で実施される．この新しい学習

指導要領では，「何ができるようになるか」「何を学ぶ

か」「どのように学ぶか」が強く意識されている．そし

て，情報活用能力の育成と充実が改訂ポイントの 1 つ

である．各教科においてコンピュータ等を活用した学

習活動の充実が謡われている． 

 
1 平成 18～19 年科学技術振興調整費によるプロジェクトであり，約 150 名が参加した(2)． 

一方，平成 20 年には「科学技術の智」プロジェクト 

1によって，すべての日本人に身に付けてほしい 21 世

紀の科学技術リテラシーが提案された(2)．特に，情報

学専門部門報告書(3)では，「情報を扱う科学技術の原理」

として，デジタル化と計算化の 2 つの概念が基本とさ

れている．この「科学技術の智」プロジェクトは，日

本学術会議「大学教育の分野別質保証のための枠組み」

の検討や「分野別参照基準」の取りまとめにも関連し

ている．情報学に関する参照基準は平成 28 年に公開

された．参照基準は大学教育を対象としているが，初

等中等教育の内容がこの基準の部分集合をなすことは

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)
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自然である． 

本研究では，情報学の基本原理の１つとされたデジ

タル化に着目し，中学校技術科と高等学校情報科を対

象とした教材を提案する．この教材は，学習単元の学

習支援に加え，コンピュータ等を活用した学習活動の

充実に寄与することを意識して機能設計される．本稿

では，まず学習指導要領および学習指導要領解説の内

容を概観し，中学校と高等学校での“情報のデジタル

化”単元の扱いの違いを整理する．そして，提案教材

の機能と実装について述べる．また，提案教材の授業

への適用可能性を検証するために，中学校技術科を対

象に実施した評価授業内容と評価結果を示す． 

2. 情報のデジタル化に関連する学習 

中学校学習指導要領の D 情報の技術では，ア「情報

の表現，記録，計算，通信の特性等の原理・法則と，

情報のデジタル化や処理の自動化，システム化，情報

セキュリティ等に関わる基礎的な技術の仕組み及び情

報モラルの必要性について理解すること」が示されて

いる．学習指導要領解説では，情報についての原理・

法則として「コンピュータでは情報を 0 と 1 の二値化

して表現していること」「2 進数や 16 進数などによる

計算」「情報のデジタル化の方法と情報の量の関係」を

理解することが示されている． 

高等学校情報科の学習指導要領には“デジタル化”

という文言はない．共通教科情報科情報Ⅰの学習指導

要領解説において，項目ア（ア）の科学的な理解とし

て，「情報のデジタル化に関して標本化・量子化・符号

化」「二進法による表現」「標本化の精度や量子化のレ

ベルによって，ファイルサイズや音質，画質の変化が

生じること」が指摘され，それらに関連する実習の必

要性が示されている． 

すなわち，中学校ではデジタル化の方法として情報

を二値化する必要性や仕組みを学び，高等学校では二

値化についての各パラメータ調整の影響を確認する学

習活動が考えられる． 

3. 提案教材の機能 

3.1 教材概要 

情報のデジタル化に関連する単元では，視覚的にと

らえることが難しい計算機内部で処理される二値化に

関連する概念を理解する必要がある．我々は，これに

対して提案教材：マジカル・スプーンを開発した(4)．こ

の教材では時間的なデジタル化を対象とする．標本化

については，標本化周波数の指定と，指定された周波

数での信号の入力を学習者が行う．量子化については，

入力された信号を 2 段階で近似する処理を教材内で行

う．これにより，入力信号は 1 と 0 の 2 値の符号に変

換される．符号化については，特定個数の符号に対す

る意味付けを学習者が行う． 

3.2 基本構成 

マジカル・スプーンの構成を図 1 に示す．教材を構

成する要素（図 1(a)参照）は，金属スプーン，金属ス

プーンの入力を受け取り符号に変換するマジカル・ボ

ックス，符号列への意味付けや符号列に応じた動作を

確認する Web アプリケーションである(5,6,7)．図 1(b)に

Web アプリケーションの初期画面を示す．符号列への

 

(a)金属スプーン，マジカル・ボックスと 

Web アプリケーション 

 

 

(b)Web アプリケーションの初期画面 

図 1 教材構成 

Web アプリケーション 

マジカル・ボックス 

金属スプーン 
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意味付けの登録，教材アプリへのログイン，マジカル・

ボックスとの接続，シミュレーション等の機能がある． 

学習者はスプーンを叩くことで操作対象を制御する

ことや，0 と 1 の符号を組み合わせた符号列を設計す

るという体験を通して，情報のデジタル化を学習して

いく．本教材では，符号を入力するために金属スプー

ンを叩くテンポを学習者が決める．これは，デジタル

化するための標本化周波数，すなわち標本化のタイミ

ングを学習者が指定することに相当する．金属スプー

ンを叩きながら符号を表現することで標本化の仕組み

を体験できる．また，本教材では，金属スプーンを叩

く際に生じる超音波の有無を 0 と 1 の符号として解釈

する．そして，本教材では，符号を 4 つ組み合わせた

符号列（以下，指令コード）に学習者が意味付けを指

定することで，操作対象における複数動作を表現する．

これにより，符号化の理解を深めることができる． 

金属スプーンは身近な物であるため，学習時に興味

を抱きやすいと考えた．また，超音波を用いることに

より環境音に左右されず学習を行うことができる． 

3.3 校種に対応した機能 

2 章で示したように情報のデジタル化に関連する単

元での学習内容は中学校技術科と高等学校情報科では

異なる．情報システムや情報通信ネットワークとの関

連も勘案すると，学習教材においても校種の違いに応

じた機能設計が必要となる(8)． 

中学校向け機能としては，教師が予め定めた指令コ

ードのセットや，金属スプーンを叩くテンポを用いる

ことができる．また，指令コードを構成する 4 つの符

号（4 ビット）は，1 ビットのスタートビットと 3 ビ

ットの符号列として構成する． 

高等学校向け機能としては，4 ビットのうち，最後

の 1 つをパリティビットとして扱い，他の 3 つの符号

で 8 種類の動作を表現する．この指令コードの送信に

際しては，まず予め決められた指令開始コードを入力

し，それに続いて設計した指令コードを入力すること

とした．情報通信ネットワークでの安全性の確保の仕

組み（パリティビット）と関連させて，情報のデジタ

ル化を学ぶことができる． これにより，通信セキュリ

ティを高める方法についての学習機会が得られる． 

このように校種に応じた機能を実装することより，

中学校向け機能では学習項目がより簡潔になり，高等

学校向け機能では情報通信ネットワークに関連する学

習項目も扱えるようになる．それぞれの校種に適した

情報のデジタル化に関する学習が期待される． 

4. 提案教材の実装 

4.1 Web アプリケーション 

Web アプリケーションとマジカル・ボックスの関係

を図 2(a)に示す．Web アプリケーションの実装は

Firebase(9)と Google Maps API(10)を利用している．

Firebase はバックエンドの機能を提供している．具体

的には，学習者の識別を Firebase の認証機能により行

い，DB には設計した指令コードやシミュレータ上の

(a) マジカル・ボックスと 

Web アプリケーション 

 

 

(b) 指令コード登録 

 

 

(c) シミュレータ画面例 

図 2 Web アプリケーション 
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情報などが保存される．また，Firebase のホスティン

グサービスも利用しており，https 通信により Web ア

プリケーションにアクセスできる．開発に使用した言

語は JavaScript で，フレームワークに React を用い

た．この Web アプリケーションは WebUSB 規格(11)で

マジカル・ボックスと接続される．利用の際には，こ

の規格に対応したブラウザ(Google Chrome 等)を利用

する必要がある． 

図 2(b)は Web アプリケーションでの指令コード登

録画面である．この例は中学生向け機能を示す．ここ

では，指令コードを構成する□をクリックすることで

0 と 1 を入れ替えて設計していく．確認ボタンを押す

と指令コードに重複があるかを確認できる．高校生向

け機能でパリティビットを扱う場合は，パリティ誤り

も確認できる．指令コードの重複やパリティ誤りがあ

る箇所は指令部分が強調表示され，どの指令にどのよ

うな誤りが生じたかがダイアログ表示される．また，

Web アプリケーションでは 0 と 1 で構成される指令

コードを進数表記した結果が表示される（図 2(b)左図

中右側 2 列）．これにより，□と■で表現された符号と

進数表記の対応が視覚的に確認できる．そして，設計

した指令コードのセットは，送信ボタンを押すことで

マジカル・ボックスに送信される（図 2(b)右段の 2 つ

の図はその様子を示している．Web アプリケーション

から送信された指令コードセットを受信中の画面（上）

と，受信した結果を表示している画面（下）である）．  

シミュレータの画面例を図 2(c)に示す．地図シミュ

レータでは，地図上に学習者毎のアイコンを表示する．

各学習者のアイコンは自ら指定した色のアイコンで示

される．アイコンはマジカル・ボックスから指令を受

け取ると地図上を移動する．シミュレータ上を移動す

ると各学習者のアイコンの色で軌跡が表示される．こ

の例では 3 名の学習者が協調して課題解決（ここでは

軌跡で三角形を描画する課題）している様子が示され

ている．スプーン入力以外にも，シミュレータ上の各

指令領域（図 2(c)の上部領域）をマウス等でクリック

することでも指令コードをシミュレータに送信できる． 

4.2 マジカル・ボックス 

マジカル・ボックスの構成を図 3(a)に示す．提案教

材のマジカル・ボックス用マイコンとして Wio 

Terminal(12)を用いる．このデバイスは 2.4インチ LCD

を内蔵している．LCD があることにより，学習者はこ

のデバイス上でも指令コードの設計や登録を行うこと

ができる．これにより，本教材のみでの学習を行うこ

とも可能となる．マイコンには，スプーンでの入力を

受け付けるための超音波センサを接続する．マイコン

用のソフトウェアの開発言語には Arduino(13)を用い

た．  

図 3（b）にマジカル・ボックスのインタフェース例

を示す．ここでは，指令コード登録，テンポ登録，指

令コード送信が行える．指令コードの登録には,マイコ

ン上の 5 方向ボタンを使用する．登録時には，指令コ

ード重複とパリティビット誤りの 2 種のエラーが生じ

る可能性がある．これらのエラーが生じている場合に

は，当該指令コード部分の背景色を変更する．テンポ

登録機能では，スタートボタンを押した後，指令コー

ド送信時のリズムでスプーンを 4 回入力する．マジカ

ル・ボックスは超音波を計測すると画面上に赤丸を表

示する．この時の打音間隔の平均を指令コード認識時

 

(a) Wio Terminal（左）と超音波センサ（右） 

 

  

  

(b) インタフェース例 

図 3 マジカル・ボックス 

－90－



の標本化周期として記憶する．指令コードの開始まで

は，ディスプレイ上にスプーンを叩くリズムと登録さ

れた指令コードが表示されている．指令コードの入力

開始の合図（スタートビット）は一度スプーンを叩く

こととした．それに続けて登録した指令コードをスプ

ーンで入力する．指令コードを受け付ける画面では，

登録した時間間隔がタイムバーのように表示される．

これにより，コードを入力するタイミングを視覚的に

確認できるようになり，入力ミス抑止や標本化タイミ

ングの適切性の理解等につながることが期待される.  

5. 提案教材の適用可能性の評価と考察 

5.1 評価方法 

2021 年 5～6 月，公立中学校において，提案教材に

よる 3 年生向けの授業実践がなされた．担当教員によ

れば，中学生にとって，情報を二値化することを座学

 
2 全ての回答において 3 クラス間で等分散であり，平均値に有意差がなかったため，3 クラス分を統計処理した． 
3 これらの評価項目は担当教師により設定された． 

のみで理解することは難しいという．本教材は情報の

二値化を体験的に学習するために導入された．担当教

員が作成した簡易指導案を表 1 に，授業の様子を図 4

に示す．情報のデジタル化では全 4 回の授業構成とな

る．本教材は 2 時間目と 3 時間目で用いられる．これ

らの授業は 4 クラス 80 名を対象に実施された． 

2 時間目の授業後に受講生に対して自己評価を求め

た．初回授業クラスを除く 3 クラス分（全項目に回答

していた 47 名）の結果をまとめた2(14)．初回授業クラ

スを除いた理由は，担当教師にとって提案教材を用い

た初回の授業であり，授業計画を確認しながら慎重に

授業を進行したためである．他クラスと比較して，授

業進度に若干の差があったことが担当教師から報告さ

れていた． 

提案教材を用いた授業に対する評価項目は以下の 5

つである3． 

表 1 中学校技術科“情報のデジタル化”単元の指導プラン 

時間 内 容 

1 

コンピュータのハードウェア・ソフトウェア，五大機能の学習を行う．その上でコンピュータ

内での情報の扱い（コンピュータの中では情報がデジタル化されていること，デジタル化とは

情報を数値化すること，数値化された情報は０と１の信号となること）を学ぶ．座学（動画視

聴含む）中心に学習する． 

2 

情報をコンピュータで扱うためにデジタル化することを知った生徒が，１と０の情報の組み合

わせでマジカル・スプーンを用いて車を操作する．デジタル化された情報が意味を持ち，コン

ピュータを操作できることを理解する． 

3 

マジカル・スプーンの指令・テンポを自分で決め，車を操作する活動で，２進数の命令に意味

を持たせること，コンピュータは２進数で動作することを体験的に学ぶ．人の指令を数値化す

ることでコンピュータに伝えることで指示通りに動く関係に気づく．ビット・バイトという用

語にも触れる． 

4 

文字，音声，画像がデジタル化される仕組みを知る．文字はコード化される．音声は時間で量

子化・標準化される．画像は空間内の RGB の組み合わせで量子化，標準化されることを知

る． 

 

 

図 4 授業の様子 
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Q1:今回の学習内容（自由記述） 

Q2:学習内容は理解できたか （5 段階・自由記述） 

Q3:授業は難しかったか （5 段階・自由記述） 

Q4:先生の説明はわかりやすかったか （5 段階） 

Q5:教材は理解しやすかったか (5 段階) 

5.2 評価結果 

評価項目における自由記述回答に対しては，まず著

者らが個別に，全回答の誤記や表記ゆれを抽出し，修

正案を作成した．その結果を突合せ，異なる表記とな

った単語に対して共通単語となるまで協議した. 

図 5 は Q1 の回答における自由記述を整理した単語

の共起グラフである．このグラフで〇は自由記述に含

まれる単語を表し，〇をつなぐ線の太さと線種が共起

確率を示す（点線は最細線よりも低い確率）．〇の大き

さは分析対象文書における出現頻度を相対的に示して

いる．大きい〇は出現頻度が高い単語である．  

この結果から，今回の学習内容は「情報をコンピュ

ータで処理する方法」「情報のデジタル化」とした生徒

が多かった．また，Q2 の自由記述から，授業で理解し

たのは「情報をデジタル化し，スプーンで音として表

現することでコンピュータを操作できること」「デジタ

ル化とは数値にすること」とした生徒が多かった．  

図 6 は Q2～Q5 の 5 段階評価の結果である．1 が最

も否定的な回答，5 が最も肯定的回答となる．各平均

値は Q2 で 4.36，Q3 で 3.38，Q4 で 4.26，Q5 で 4.28

であった． Q3 のみで 4 点以下となる結果であった．  

図 7 は Q3 で難しいと感じた内容に関する自由記述

の共起グラフである．「タイミングに合わせて（テンポ

を一定にして）コードを発信すること」「コンピュータ

が正しい情報を受け取れるようにスプーンを打つこと」

が難しかったことが分かる． 

 

図 5 生徒による自己評価：Q1:学習内容 

 

 

図 7 生徒による自己評価：Q3:難しかったこと 

 

図 6 Q2～Q5 の回答割合 
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5.3 考察 

これらの結果から，学習内容は「よく理解できた」

が，授業の難易度は「中程度」であり，先生の説明は

「分かりやすく」，教材は「よく理解できた」様子が分

かる．難しいと感じた内容については，タイミングを

合わせてスプーンを入力するという点が多く，コンピ

ュータでの情報処理と人間による情報処理の違いに気

づいていることが分かる．学習内容や教材については

よく理解できたとあるため，体験的な学習により情報

のデジタル化に関する概念の理解が容易になることが

うかがえる． 

また，担当教師からは，「実際に授業で利用してみて，

当該単元の学習目標を生徒に体験的に理解させること

ができる優れた教材であると実感した」とのコメント

を得た． 

これらのことから，中学校段階の生徒に対しても本

教材が適用可能であることを見出した． 

6. おわりに 

本稿では，”情報のデジタル化”に関連する学習項目

について述べ，それに対する学習教材の機能や実装に

ついて示した．また，中学校技術科での“情報のデジ

タル化”単元における体験的学習教材の適用事例を示

し，受講生の自己評価からその有効性を検討した． 

今後は，Web アプリケーションのシミュレータでは

なく，マジカル・ボックスから BLE や Wi-Fi 通信に

より制御可能な IoT デバイスを操作するなど，現実世

界のオブジェクトが動く様子を体験できるような機能

拡張を進めていく．これにより，更なる実体験を伴う

体験的な学習が行えるようになる．  

この時間の授業は教師が与えた符号列を用いて生徒が

0 と 1 を表現する学習活動がなされた．従来，情報の

デジタル化では，1 時間目の内容（座学と動画視聴）

で学習していた．本教材導入の効果を今後，単元学習

全体を通して検証していく． また，本教材を用いた授

業は今後複数の中学校で展開される．より多くの利用

者からフィードバックを得ることで，本教材の有用性

について更なる検証を進めていく． 
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コーディング履歴を用いたプログラミング学習状況分析の試み 
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Toward Programming Learning Analysis with Code Revision 
Kento Shigyo*1, Hidenari Kiyomitsu*2, Kazuhiro Ohtsuki*2  
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本研究はより教育効果の高い指導を実現することを目的とし，プログラム作成過程で生まれるデータを

活用することで学習者の学習（進捗）状況を容易に把握できるフレームワークを提供する．特に作業過

程における学生のつまずきや，作業進捗が芳しくない学生の把握を試みる．プログラミング初学者を対

象とした HTMLの授業において，学生のコード更新量や保存回数等のコーディング履歴を収集した．本

稿では，これらのコーディング履歴を利用することで，学生の学習・進捗状況をある程度把握できるか

どうかを議論する．コーディング履歴を分析して得られた学生の作業パターンや，進捗状況に関する特

性ならびに，一般的なプログラミング言語の授業への応用の可能性について考察する．  

キーワード: プログラミング教育，プログラミング初学者，Web，HTML 

1. はじめに 

近年，ICTリテラシーは現代の生活や仕事において

重要なスキルとして認知され(1)，幅広い分野から関心

が高まっている．コンピュータの仕組みや情報・通信

技術について理解し，それらを効果的に活用するため，

今や大学では情報系学部に限らず，文系学部において

も，情報教育の一環としてプログラミングの授業が開

講されている．学生にとってWebは日常生活で使う機

会が多く，身近な題材として学習することができる．

HTML と CSS，JavaScript などの Web 関連技術は，

プログラミング教育の導入として有用である．コンパ

イルを要するプログラミング言語とは異なり，エディ

タとブラウザがあればすぐにコードの結果を確認でき

る上，学習コストは比較的低い．動的なWebサイトを

作ることができるようになるため JavaScript を埋め

込むことにより，高度なプログラミング学習の橋渡し

となることが期待できる． 

プログラミング学習は初学者にとって容易でなく，

効果的な教授法や学習方法等に関する様々な研究が行

われてきた(2)．主な研究対象は C や Java といったプ
ログラミング言語の授業である． Web 技術を扱う授

業を対象とした研究では，授業中に顕在化した問題や，

ある程度完成したコードに含まれるシンタックスエラ

ーの分析等が行われた．しかし学生は何を質問すれば

良いか分からないといった理由等で質問を躊躇するこ

ともあり，そのような顕在化しない問題の発見や対応

は困難である．またある程度プログラムを完成させる

前の作業過程における学生のつまずきや，作業進捗が

芳しくない学生の把握ができれば，より効果的な指導

や形成的フィードバックが期待できる． そのためには，

コードの提出（コンパイル・バリデーション）時のデ

ータだけでなく，作業過程におけるより細かい粒度の

データを分析する必要がある． 

本研究は，プログラム作成時に生まれるデータを活

用することで，プログラミング授業の講師が学生の学

習状況を容易に把握できるようにし，より教育効果の

高い指導を実現することを目的としている．特に作業
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過程における学生の潜在的な問題やつまずきに対して

効果的な指導を可能にするため，コードの更新量や保

存回数といったコーディング履歴を分析・可視化する

ことで，学生の進捗状況を明らかにすることを試みる．

本稿では，コーディング履歴から学生の学習・進捗状

況をある程度推察できるかどうかを議論する．そのた

めプログラミング初学者を対象とした HTML の授業

における学生のコード更新量や保存頻度等のデータを

分析し，得られた学生の作業パターンや，進捗状況に

関する知見を報告する．また HTML の授業だけでな

く，一般的なプログラミング言語の授業への応用の可

能性について考察する． 

2. 関連研究 

Omer ら(2)は初学者を対象としたプログラミング教

育に関する系統的レビューを行った．2014 年から

2020年の期間に主要な学会誌等に掲載された 69の文

献を整理し，当該分野で主な研究対象となっている５

つの項目(教授法・学習，評価，コンテンツ，ツール)を

特定した． 学習に関する文献はさらに個別・協調学習

に分けられるが，本研究は個別学習における学習過程・

行動に焦点を当てている． 
Fu ら(3)は C 言語の授業におけるプログラミング初

学者の学習行動を理解することでその弱点や問題を特

定することを目的とし，リアルタイム学習分析システ

ムを開発した．サーバーに蓄積される学生のコンパイ

ルログを収集・処理することで，コンパイルエラーや

その回数，分布に関するデータ可視化をリアルタイム

で提示することができる．ClassCode(4)は JavaScript

の授業における学習・教授を支援するWebベースのプ
ログラミング教育システムである．学生は自身のペー

スでインタラクティブなコーディング課題に取り組む

ことができる．システム上で書いたコードや実行した

テストケースの結果等のデータは学生ごとに収集・集

約され，講師が学生の学習状況を把握できるように可

視化される． 

Park Susan(5)は初学者向けの Web 開発の授業にお

いて投稿された質問に対してコンテンツ分析を行い，

学生が抱えた問題を教務・コンテンツ・デザイン・開

発・技術・その他に分類した．加えて，開発に関する

問題はさらにハイパーリンクやリスト，テーブルとい

った HTML の各文法に分類した．Park ら(6)はコード

のバリデーション時に発生した HTMLと CSSのシン

タックスエラーに焦点を当て，学生がそれらをどのよ

うに解決したのかを分析した．受講者のうちほぼ全て

の学生の課題になんらかの未解決のシンタックスエラ

ーが見られ，特に入れ子構造，親子関係を必要とする

文法が多くの学生にとって問題となることが分かった．

シンタックスエラーの分析に焦点を当てた研究ではで

あるが，Web ベースのシステムにより学生のコードに

関するデータが収集されるという点が本研究と類似し

ている． 

これらの研究は，学生の質問やコードからコーディ

ング中に生じた問題やエラーの特性を明らかにするこ

とを目的としている．本研究では，コード更新量と保

存頻度といったコーディング履歴を利用することで，

学生の学習・進捗状況を容易に把握できるようにする

点が異なっている．本稿では，学生の学習・進捗状況

の分析を目的としたコーディング履歴の有用性につい

て議論する．第３章でデータ収集について述べ，第４

章でコード更新量・頻度とコードを分析することで得

られた学生の作業パターン，進捗状況に関して述べる．

第５章で考察を論じ，第６章はまとめである． 

3. データ収集 

プログラミング初学者を対象としたHTMLの授業に

おいて，各学生が課題への解答として作成した HTML

ファイルを保存（更新）毎に収集した．表 1に授業で

扱われた主なトピックを週ごとに示している．従来は

対面形式で授業が行われていたが，昨年度から

COVID-19による感染拡大防止のため，オンデマンド

形式で行われていた． 教材は講義動画，テキスト，テ

ンプレートコードがあり，質問の機会はオンライン上

で与えられた．２クォーターに渡る授業において履修

者 137名，140名のうち，124名，103名のデータを

学生の同意を得た上で収集した． 大半の学生が両クォ

ーターの授業を続けて履修した．Atom をテキストエ

ディタとして使用し，データ収集を行う拡張機能を開 
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表 1: 授業の主なトピック 

週 トピック 

第１クォーター (124名) 

1 授業概要，環境構築 

2 Webページ制作，HTML,テキスト 

3 画像，CSSによるデザイン 

4 ハイパーリンク，class 

5 ボックスモデル，id 

6 課題（Webページレポート作成） 

7 スタイルシート，ボックスレイアウト 

第２クォーター (103名) 

1 授業概要(続)，環境構築 

2 テーブル，テーブルレイアウト，色 

3 テーブルレイアウト(続) 

4 テーブルレイアウト(続) 

5 テーブルレイアウト(続） 

6 HTML5, canvas, JavaScriptによる描画 

7 JavaScriptによるアニメーション 

 
発した．学生が HTMLファイルを保存する度にその

コード，保存時刻，学生の唯一の識別子（以降学生 ID）

及び授業の識別子をサーバーに送信する．サーバー側

ではそれらのデータを受信し，データベースに保存す

る．サーバーと通信できない場合も想定し，収集デー

タを一時ファイルに保存，通信回復時にサーバーに再

送信する機能を備えている．各クォーターで収集した

データの総レコード数は 12,070，16,484である．学生

のレコード数の平均・標準偏差は(98.0, 92.8)，(160.0, 

116.1)である．これらは学生がファイルを保存する頻
度を表している． 

収集したデータを確認するためのWebアプリケーシ

ョンを開発した．図 1は第２クォーターの第 4週目の

ある学生のデータの詳細画面を示している（学生 ID等

の個人情報は伏せている）．インターフェースとして３

つのコンポーネント（学生情報，コード，プレビュー）

が画面左，中央，右に配置されている．学生情報コン

ポーネントでは学生 ID と作成されたファイルのリス
トが表示される．コードコンポーネントでは学生が書

いたコードが表示され，上部に配置された矢印ボタン

によって表示するデータを保存時刻の順に変更するこ

とができる．プレビューコンポーネントには，当該の

HTML ファイルを Web ブラウザで開いた際に描画さ

図 1: 第２クォーター第 4週目のある学生のデータの詳細画面 
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れる画面が表示される．  

4. コーディング履歴の分析 

本章では，学生のコーディング履歴をコードの更新

量・保存間隔の観点から分析して得られた学生の作業

パターンについて述べる．本稿ではコードの更新量を，

あるファイルが保存されてから次に保存されるまでに

追加または削除された文字数とする．あるファイルに

追加された文字数が削除された文字数より大きい場合，

コードの更新量は正の値となり，そうでない場合は負

の値となる．あるファイルが作成されて初めて保存さ

れた際には，コードの更新量をその時点のファイルの

文字数とする．図 2は，全ての学生の各レコードのコ

ード更新量を，課題ごとに示している．コード更新量

を縦軸にとり，学生 IDを横軸に並べている．また図 3

にコード更新量の平均と標準偏差を課題ごとに示して

いる．コードの更新量に関して 1) 顕著な正の更新量

2) 顕著な負の更新量 3) 長時間に渡る頻繁な更新の

３つに注目し，分析した． 

 

4.1 顕著な正の更新量 

正の更新量が多い上位 30 件のレコードに含まれる

コードを調べ，学生がコードを大量に追加し，保存し

た際の行動パターンを４つに分類した． 

l パターン１：コードの複製（一連のコードを繰

り返し貼り付ける） 

l パターン 2：完成コードのみ保存（ファイルの

新規作成後の作業過程なし ） 
l パターン 3：テンプレートコードへ一連のコー

ドを追加（HTMLコンテンツの追加）  

l パターン 4：コードの復旧（一連のコード削除

後に元に戻す） 

パターン 1では，ある一連のコードを複数回コピー

することで，HTMLコンテンツを生成するレコードに

見られた．例として，最も大きい正の更新量(5467 文

字)を含むレコードでは，多くのテーブルセルから成る
テーブルが作成されていた．直前のレコードにおいて，

当該学生は数個のテーブルセルから成るテーブルを作

成し，保存している．その後テーブルセルを大量にコ

ピー・保存することで，顕著な正の更新量となってい

る．HTMLには forループの様な命令を一定回数繰り

返す文法がないため，同一のタグを大量に生成するに

図 2：全学生の課題ごとのコード更新量 
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は，手動でコピーを繰り返す必要がある．この様な作

業パターンは HTML に特有であり，学生のレコード
に見られた場合，当該学生は HTML の構造をある程

度理解していると考えることができる． 

パターン 2では，ある課題を完成するための作業ロ

グが一切なく，完成したコードのみがレコードとして

残っていた．この場合，当該学生は別の学生から完成

した課題のコードを譲り受け，そのままエディタ上に

貼り付けて保存したことが考えられるため，講師は注

意が必要である． 
パターン 3 では，テンプレートとなる HTML のコ

ードが作成された後，大量の HTML コンテンツが追

加されていた．例として，ある学生はテーブルを含む

ある課題のコードを別の課題に再利用するため，テー

ブルセルの中身だけを削除したのち，必要なコンテン

ツを大量に追加していた．またある学生はレポート課

題のWebページ制作のため，まずレポートの枠組みを

HTML と CSS で作成したのち，大量の文章を一括し
て追加していた． 

パターン 4 では，ある HTML コンテンツのコード

が一時的に削除され，直後に元の状態に戻されていた．

例として，ある学生は作成した２つのテーブルのコー

ドを削除して保存した後，次の保存時にはそれらのテ

ーブルのコードを戻していた．当授業において，

HTMLのコメントについては教授されていない．この

様な作業は，HTMLの構造を確認することを意図とし

たコメントアウトに当たると考えられる． 

4.2 顕著な負の更新量 

負の更新量が多い上位 30 件のレコードに含まれる

コードを調べ，学生がコードを大量に削除し，保存し

た際の行動パターンを 3つに分類した． 

l パターン１：コードの書き直し 

l パターン２：HTMLコンテンツの削除 

l パターン 3：テンプレートの生成（類似ファ

イルから不要な部分を削除） 
パターン１では，学生はある程度コードを完成させ

ていたにも関わらず，後で同じコードを初めから書き

直していた．この様な作業の理由として，作業ファイ

ルを誤って削除したため，コードを書き直す必要があ

ったことが考えられる． 

パターン２では，ある HTML コンテンツのコード

が部分的に大量に削除されていた．例として，ある学

生は作成したテーブルのセル数を半減させていた．ま

た別の学生は，作成した HTML のボタンとそれらに

図 3：全学生の課題ごとのコード更新量の平均と標準偏差 
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対応する JavaScript のコードを半数程度まで削除し

ていた．顕著な正の更新量における第一のパターンと

同様に，この様な作業が見られる学生は HTML の構

造を理解していると考えられる． 

パターン３では，ある課題のファイルをコピーし，

不要なコンテンツを大量に削除するとで，別の似た課

題のためのテンプレートとしていた．例として，ある

学生は複数の画像をテーブルセルに適切に配置する課

題ファイル(fukuwarai)をコピーし，テーブルタグを削

除した．その後，colspanや rowspan等の属性を利用

してテーブルセルの連結を学ぶための課題(puzzle)で

必要となる新しいテーブルを作成した． 

4.3 長時間に渡る頻繁な更新 

プログラムにおける何らかのエラーを解決しようと

する際には，問題箇所の特定や動作確認のために，一

部のコードを削除・追加することがある．エラーをす

ぐに解決できず，学生がつまずいている場合には，長

時間に渡り頻繁なコード更新量が続くと考えられる．

このような仮説の元，長時間に渡り頻繁に小さいコー

ド更新量が続いた学生を抽出するため，図 4のような

コードの保存時刻と更新量を散布図として可視化する

プログラムを作成した．学生，作業日ごとに横軸に保

存時刻，縦軸にコードの更新量をとり，マーカーをフ

ァイル名ごとに色分けしている．目視での確認により

13 名の学生を抽出し，当該のコードを確認した結果，

２つの作業パターンが見られた． 

l パターン１：エラー解決の試み 

l パターン２：Webページの体裁の微調整 

パターン１では，仮説通りエラーの解決が試みられ

ていた．しかし大半の場合はパターン２の作業が見ら

れ，主に画像やテーブル等の HTML コンテンツの大

きさや配置，色といったWebページの体裁に関わる微

調整が行われていた． 

例として図 4に，ある学生のコーディング履歴を散
布図として可視化した．5月 28日（課題の締め切り当

日）の午後９時から午後１１時頃，また 8月 8日（課

題の締め切り 2日前）の午前１時から午前 5時頃にか

けて継続的なコードの更新が見られる．5月 28日には

エッセイを含むレポートを Web ページとして作成す

る課題に取り組んでおり，作業開始時点で文章は完成

させていた．当日は主にレポートの体裁を整える作業

をしており，画像やハイパーリンクの追加や，body・
div要素の背景色の変更などが行われていた．8月 8日

には JavaScript を利用した図形のアニメーション課

題に取り組んでおり，午前１時の作業開始時点ではテ

ンプレートコードを保存したためコード更新量が

1000を超える記録が見られる．その後表示させる図形

の大きさや速度を適切に変更することができたが，

canvas 要素に画像を表示させる際に文法エラーが発

生した．10分ほど文法エラーを解決しようとするコー
ドの更新が見られたが解決せず，午前 3時半ば頃に新

規作成したファイルを用いて画像を表示するコードを

図 4：ある学生のコードの保存時刻・更新量の例 
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書いた．その後元のファイルにコードを追加すること

で適切に画像を表示させ，その後図形の色や位置・速

度の微調整が行われていた． 

5. 考察 

コードの更新量・保存頻度といったコーディング履

歴の特徴に注目することで，学生の作業パターンをあ

る程度分類することができた．これにより，講師は学

生のコードを見なくとも学習・進捗状況を把握でき，

より教育効果の高い指導が可能になると期待できる． 

前章で述べた様に，実際にコードを調べて分析した限

りでは，大抵の場合学生は順調に作業を進められてい

ることが分かった．しかし，顕著な正のコード更新量

のパターン 2（完成コードのみ保存），顕著な負のコー
ド更新量のパターン 1（コードの書き直し），長時間に

渡る頻繁な更新のパターン 1（エラー解決の試み）で

見られたように，教師の対応やアドバイスが必要だと

考えられる作業パターンも散見された．講師がこの様

な作業パターンを特定しようとする際には，図４に示

したコードの更新量と保存時刻の散布図に加えて，そ

れぞれ 1) 作業ファイルごとの保存回数 2) 同一作業

ファイルの文字数の変化  3) シンタックスエラーの
継続時間といったデータが有用になると考えられる．

特に継続的な小さいコード更新量が見られる時にある

ファイルの別名ファイルを作成して作業している場合，

学生は何らかのエラーを解決しようとしていると考え

られるので，ヒントやアドバイスを与える適切なタイ

ミングとなる可能性がある． 

また HTMLの文法上，HTMLに特有の作業パター

ンは，顕著な正の更新量のパターン 1・パターン 3，顕
著な負の更新量のパターン 2・パターン 3 である．こ

れらの作業パターンを検出することで，コードを逐一

見なくても学生が HTML の文法や構造を理解してい

るかどうか判断できる可能性がある．それ以外の作業

パターンは，HTMLの授業だけでなく，一般的なプロ

グラミング言語の授業においても見られると考えられ

る．コードの更新量から学生の学習状況を把握するた

めの観点として応用が期待できる． 

6. まとめ 

本稿では，コードの更新量・保存間隔といったコー

ディング履歴から，学生の学習・進捗状況をある程度

推察することが可能であることを議論した．プログラ

ミング初学者を対象とした HTML の授業において収

集した学生のコーディング履歴を利用し，1) 顕著な正

の更新量 2) 顕著な負の更新量 3) 長時間に渡る頻繁

な更新が見られた際の学生の作業パターンを，実際に

学生が書いたコードを例に挙げて論じた．特に講師が

注意を要する学生の作業パターンとして，顕著な正の

コード更新量から作業記録のない完成したコードの検

出，顕著な負のコード更新量からコードの一からの書

き直し，長時間に渡る頻繁な更新からエラー解決の試

みが推察しうることを示した．これらのコーディング

履歴の分析・可視化により，講師は学生のコードを見

なくとも学習・進捗状況を把握することができ，より

教育効果の高い指導が可能になると期待できる． 

今後の展望として，収集した学生の HTML コード
のバリデーションを行い，シンタックスエラーとコー

ドの更新量・保存間隔について分析を進める予定であ

る．また学生・課題ごとにコードの更新量・保存間隔

の変化を分析する．今回データ収集を行なった授業は

オンデマンド形式で実施されたため，学生の学習時刻

が不定であった．学生の学習状況を比較・分析するた

め，学習時刻に関して何らかの処理が必要である．そ

の上で，通常とは異なる作業パターンを検出すること

で問題の発生を特定する手法等の開発を検討している．  
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1. 背景と目的 

新卒で卒業したもののうち 3 割のものが 3 年以内に

離職しているという問題がある(1)。この問題は 1995 年

以来ほぼ変わらず続いている。この原因の大きなもの

の一つに就職した企業とのミスマッチがある。 

労働政策研究・研修機構の調査(2)でも勤務先を離職

した理由として「 自分が やりたい仕事とは 異なる内

容だったため 」や，「 仕事がうまくできず 自信を失

ったため 」など 関連すると考えられるものが大きな

割合を占めている。こうなってしまった原因は就職活

動中に行っていた自己分析が原因であると考えられる。

著者の調査によれば就職活動時の自己分析の取り組み

具合と就職後 3〜5 年たった時点での企業に対する満

足度の間には相関があることが明らかになっている(3)。

また、いくつかの項目については就職時点での満足度

よりも就職後の満足度のほうが強い相関になっている。

これらのことから就職活動時の自己分析の質を向上さ

せることが離職率を下げることにつながると考えられ

る。 

自己分析は自身の興味・関心や適性を明らかにする

ことが目的である。そのためには経験の棚卸しを行い、

それを掘り下げて分析する必要がある。経験の棚卸し

をする方法として『ライフラインチャート』や『自分

史』を作成するなどの方法がある。しかし、これらを

作成するだけでは自己分析は不十分である。作成した

ものを更に掘り下げることが必要になる。しかしこれ

らは必ずしも簡単ではない。 

自己分析を深めるために他者の助けを借りるという

方法も考えられる。著者が行った調査でも自己分析が

十分にできたと考えたものほど、キャリアセンターや

周囲の人の助けを利用していることが明らかになって

いる。ただし、キャリアセンターの人員は限られてお

り、すべての就活生の支援を行うのは現実的に難しい

と考えられる。そのため、個人でも自己分析を深める

ための方法が必要である。 

そこで本稿では自己分析になぜなぜ分析を導入する

ことを提案する。なぜなぜ分析はトヨタの業務改善の

方法として有名になった方法である。この方法は問題

に対して「なぜ？」を繰り返し問うことで、問題を掘

り下げて本質的な問題を発見するものである。これを

自己分析に利用することで同様に経験を掘り下げるこ

とができると考えられる。ただし、なぜなぜ分析で「な

ぜ？」と問うだけで掘り下げることは必ずしも簡単で

はない。そこで、なぜなぜ分析の進行に合わせて掘り

下げるヒントになるようメッセージを出すためにアプ

リで実装した『なぜなぜ自己分析アプリ』を開発する。

そして、このアプリの効果と問題点を明らかにするた

めに評価実験を行う。 

JSiSE Research Report 
vol.36,no.7(2022-3)
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図１：アプリの流れ 

2. 提案アプリ 

iPhone アプリとして開

発した。このアプリを使った一回の分析の流れを図１

に示す。 

まず、①では力を入れた出来事を 1 つ挙げてもらう。

この際のメッセージは以下のようなものである「今ま

でで力を入れたなということは何ですか？例えば部活

やサークルです。力を入れたと思うなら趣味でも大丈

夫です。力を入れたと思えるなら OK です。」。力を入

れたものを上げてもらう理由は、著者の調査によると

自己分析で役に立つ出来事と力の入れ具合の間には相

関があるからである。つまり、力を入れた出来事ほど

自己分析に役に立つといえる。①ではその出来事を思

い出してもらい分析の対象を決めることが目的である。 

②では①で上げた出来事についての具体的なエピソ

ードとそれに伴う感情を上げてもらう。入力内容を確

認したうえで以下のようなメッセージを提示する「こ

の経験の中で特に強く感じた感情や思いは何ですか？

「楽しい」「うれしい」「悲しい」「達成感を感じた」「失

望した」など特に思い出されることを考えてみてくだ

さい。思い出せたらまずそれがどのような感情や思い

であったかを教えてください。その感情や思いを抱く

に至った状況がどういったものであったかを教えてく

ださい。」。部活やサークルといった抽象度の高い出来

事では掘り下げがしにくいため、具体的なエピソード

を思い出してもらうことがここでの目的である。また、

この後の分析の切り口としてそれに抱いた感情につい

ても上げてもらう。 

③ではなぜなぜ分析を開始する。抱いた感情につい

て確認したうえで、以下のメッセージを提示する「こ

ういう感情や思いを抱いたんですね。それはいったい

なぜでしょうか？その理由を考えてみてください。理

由は外ではなく自分の中に探してください。自己分析

は自分の分析なので主観で考えることが大切です。な

ぜそう感じたのかそう思ったのかを主観で考えてみて

ください。」。単純に「なぜ？」と尋ねても考えづらか

ったり、問われている意味を勘違いすることを防ぐた

めに、主観で考えることをアドバイスとして伝えてい

る。 

④では繰り返しなぜなぜ分析を行う。メッセージで

は③での回答内容を確認したうえで「それではさらに

こう思った理由を考えることはできますか？深く理由

を考えることは自分でも気づいていなかった自分のこ

とを発見することにつながります。さらに理由を考え

ることができるか試してみてください。」。なぜなぜ分

分析

力を入れた
出来事を
答える

上げた出来事の中
で特に印象に残る
出来事とそれに伴
う感情を答える

なぜ？
その感情を抱い
たかを答える

なぜ？
そう考えたかを

答える

まだ掘り
下げられ
る？

なぜ？
そう考えたかを

答える

まだ掘り
下げられ
る？

分析で
気づいたことを

答える

●

●

●

分析終了

NO

NO

YES

YES

①

②

③

④

⑤

⑥
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析で掘り下げるモチベーションを保つためになぜなぜ

分析で掘り下げる理由について説明している。 

⑤ではさらになぜなぜ分析を行う。④と異なる点と

して、掘り下げずにここまででなぜなぜ分析を終える

こともできるようになっている。なぜなぜ分析は目安

として５回することが望ましいとされているが、内容

によっては難しい場合もあるのでここで止めることが

できるようにした。つまり、最低２回の掘り下げで分

析を終えることも可能である。また、掘り下げた場合

にはそこで分析を終えられる選択肢は出てくる。本人

が望めば繰り返し何度でもなぜなぜ分析を行えるよう

になっている。 

⑥では分析の結果、気づいたことを上げてもらう。

なぜなぜ分析で掘り下げただけでは自己分析にはつな

がらないので、なぜなぜ分析を行って気づくことを考

えてもらう。 

以上が、１回のなぜなぜ分析の流れである。これを

複数のエピソードについて取り組んでもらうことを想

定している。そのうえで最後にまとめを行う。まとめ

では各エピソードの記入してもらった⑥の内容を改め

て提示し、自分がどのような人なのかということを記

入することで終了となる。これらの工程で自己分析が

進むと考えられる。 

3. 実験 

この書式で書かれた原稿からオンライン報告書を作

成する．図表の作成にあたってはカラーの図や写真も

使うことができるが，不鮮明にならないよう留意され

たい． 

3.1 実験条件・方法 

実験参加者になぜなぜ自己分析アプリを利用して自

己分析をしてもらいアンケートに答えてもらうことで

評価を行う。アンケート内容を表１に示す。それぞれ

の問は 7 件法で尋ねており、7 が最大の肯定であり、

1 が最大の否定である。また、それぞれの問について

は自由記述で理由を尋ねた。 

実験参加者の個人所有の iPhone にアプリをインスト

ールしてもらい数日間かけて自己分析を行ってもらっ

た。実験参加者は２，３個以上のエピソードについて

分析するように依頼した。実験参加者は大学生 3 名で

ある。 

 

表１：アンケート内容 

Q.1 このアプリを使った自己分析を通して新し

い発見はありましたか？ 

Q.2 このアプリを使った自己分析を通してそれ

ぞれの観点に関して自己分析が深まったと思いま

すか？ 

Q.3 このアプリを使った自己分析は簡単でした

か？ 

Q.4 このアプリの各分析をまとめて考察する部

分について自己分析を深める役に立ちましたか？ 

Q.5 このアプリを使った自己分析を深める過程

で、アプリから提示されていた説明は役に立ちま

したか？ 

Q.6 このアプリの操作はわかりやすかったです

か？ 

 

3.2 実験結果 

実験参加者の回答を表 2 に示す。Q は表１の質問に

対応している。P はそれぞれ実験参加者を表している。

図２、図３には 

 Q.1 について、肯定的な意見もあったが「自分だけ

では正直深く理由を追求することが難しかったので、

サポートの人がいたらいいと感じた」という指摘もあ

った。 

Q.2 についても「この分析結果があっているのかが

わからない、自信がない」という声が聞かれた。 

Q.3 については「アプリだしスマホひとつあれば簡

単にできる、始めるきっかけになるかも」という意見

もあった。 

 Q.4 については「系統が全然違うタイプの各分析だ

と、考えるのが苦手な人はまとめるのが大変そう」と

いう指摘もあった。また、P. 2 は肯定的な意見を述べ

ていたが、実際にはこの機能を利用していなかった。 

 Q.5、Q.6 については肯定的な意見のみであった。 

 図２、３の深堀の例はアルバイトという出来事に対

してアプリを使って深堀した例である。最初の部分は

②で回答した出来事に対して抱いた感情の部分である。 
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表２：アンケート結果 

 P. 1 P .2 P. 3 P. 4 

Q.1 7 7 5 6 

Q.2 7 7 5 6 

Q.3 7 7 6 6 

Q.4 7 7 5 6 

Q.5 7 6 7 7 

Q.6 7 6 7 7 

 

達成感 

↓ 

混んだら注文伝票がどんどん溜まっていくが、提供

していくたびに伝票を捨てるので、そういうのが目

に見えてわかるから 

↓ 

昔から結果や評価などが目に見えてわかる方がや

る気が出ていた 

↓ 

何のためにやっているのかが明確だから 

 

結論 

よく面倒臭いと感じるので、目的が明確な方がやり

やすいのかなと感じた 

図２：アプリを使って深堀をした結果１ 

 

嬉しかった 

↓ 

自分が苦手に思っていることに向き合って努力が

できたから、アルバイトで達成感のあることをでき

たのが初めてだったから 

↓ 

人見知りを直すのは無理だと思っていたから、お店

を貢献することの役に立てて嬉しかったから 

↓ 

人の役に立つことが好きだから 

 

結論 

人の為になることが好き、自分の苦手なことに向か

って努力ができる 

図３：アプリを使って深堀をした結果２ 

3.3 考察 

 アンケートの結果から概ね提案したアプリにより自

己分析をすることができたことが分かる。ただし、自

由記述の指摘にあった分析の仕方が正しいのか自身が

ないというものがあったため、例えばどのようにアプ

リを進めればよいかの例を示す必要があることが示唆

されている。また、分析を終え結論を書くところに取

り組んでいない実験参加者もいたため、インタフェー

スが分かりづらかった可能性もある。進め方をより分

かりやすくするか、フールプルーフを付けることで見

落としが無いようにする工夫が必要だと考えられる。 

 また、図２、３になぜなぜ分析を使って自己分析を

深めることができていることも確認ができる。特に図

３では一番深堀したところだけでなく、その一つ手前

のところからも自己分析の観点を得られていることが

分かる。同様のことがほかの利用者にも言える可能性

がるため、結論を考えてもらうときにその過程にも注

目するように促すことが効果的である可能性がある。 

4. 結論 

 本稿では自己分析の方法として、なぜなぜ自己分析

アプリを提案した。結果として自己分析を支援できる

ことが明らかになった。一方で改善点も見られたので

今後、改良を行い実際にリリースすることを目指す。 
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